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Ⅰ 徳島市障害福祉サービス等支給決定基準について 

 

１ 目的 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律（以下「障害者総合支援法」とい

う。）における障害福祉サービス等及び地域生活支援事業、児童福祉法における障害児通所

支援の支給決定の透明化・明確化を図るため、支給の要否及び支給量の決定について支給決

定基準を定め、サービスの支給決定を行う。 

なお、支給決定基準中、特段の定めが無い場合は、各法律、規則、省令、事務処理要領等

に準ずる取扱いとするが、本市における特段の定めが必要である場合はこれを優先する。 

２ 支給決定基準で定めるもの 

（１）障害福祉サービス 

支給決定にあたっての基本的な考え方及び支給決定の方法、支給基準、介護保険制度等

他法の給付及び地域生活支援事業との併給関係について 

（２）障害児通所支援 

支給決定にあたっての基本的な考え方及び支給決定の方法、支給基準、障害福祉サービス

及び地域生活支援事業との併給関係について 

（３）地域生活支援事業（移動支援事業、日中一時支援事業、福祉ホーム、身体障害者訪問入

浴サービス事業） 

障害福祉サービス、障害児通所支援、介護保険制度等他法の給付等との併給関係につい

て 

３ 支給決定基準(ガイドライン)について 

サービスの支給決定は、障害支援区分の他、サービスの利用意向、家族等の介護者の状況、

社会参加の状況など聴き取り調査の内容、サービス等利用計画案等を勘案して、サービスの種

類や量について、支給決定を行う。 

この支給決定を行うにあたり、支給決定の透明化・明確化を図るため、支給量の決定等に関

し支給決定基準を設定し、これに基づく支給決定を行う。 

４ 支給決定基準作成にあたって 

この支給決定基準における支給量については、本市の実情等を考慮し、支給決定にあたっ

ての基本的な考え方、支給決定の方法、支給量、併給関係等について定める。 

この支給基準は現段階での状況により設定するもので、今後の財政状況や制度変更により

適宜見直しを行うことがある。 

なお、この支給決定基準で定めるもののほか、支給決定に関する必要な事項は別に定める。 
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地域生活支援事業等 

≪児童福祉法≫（障害児） 

自立支援給付 

 ≪地域相談支援給付≫ 

○地域移行支援 

○地域定着支援 

≪自立支援医療≫ 

○更生医療 

○育成医療 

○精神通院医療 

 

  ≪補装具≫  

≪介護給付≫ 

○居宅介護 

○重度訪問介護 

○同行援護 

○行動援護 

○重度障害者等包括支援 

○生活介護 

○療養介護 

○短期入所（ｼｮｰﾄｽﾃｲ） 

○施設入所支援 

 ≪訓練等給付≫ 

○自立訓練（機能・生活・宿泊型） 

○就労選択支援★新設予定 

○就労移行支援 

○就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 

○就労定着支援 

○自立生活援助 

○共同生活援助（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ） 

障害者・児 

 ≪計画相談支援給付≫ 

○サービス利用支援 

○継続サービス利用支援 

≪障害者総合支援法≫（障害者・障害児） 

≪障害児相談支援給付≫ 

○障害児支援利用援助 

○継続障害児支援利用援助 

≪障害児通所給付≫ 

○児童発達支援 

○放課後等デイサービス 

○居宅訪問型児童発達支援 

○保育所等訪問支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生涯児通所支援等 

○理解促進研修・啓発事業            ○福祉ホームの運営事業 

○相談支援事業                 ○日中一時支援事業 

○成年後見制度利用支援事業           ○身体障害者訪問入浴サービス事業 

○手話奉仕員養成研修事業            ○パラスポーツ大会 

○意思疎通支援事業               ○障害者福祉展 

○日常生活用具給付等事業            ○自動車改造助成事業 

○移動支援事業                 ○障害者虐待防止対策支援事業 

○地域活動支援センター機能強化事業       ○自動車運転免許取得費助成事業 

○重度障害者大学修学支援事業          ○重度障害者等就労支援特別事業 

Ⅱ サービスの体系 

障害者総合支援法による障害福祉サービス等の体系は、個々の障害者の支援の必要度や生

活の実情等を踏まえて、個別に支給決定が行われる障害福祉サービスと市町村の創意工夫によ

り、利用者の状況に応じて柔軟に実施できる地域生活支援事業で構成されている。 

また、障害者総合支援法による障害福祉サービス等の体系とは別に、障害児に対しては、児童

福祉法に基づく、障害児通所支援等がある。 
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Ⅲ  障害福祉サービス等の申請に係るマイナンバーの取扱いについて 

 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴い、

下記の要領で障害福祉サービス等の申請時に本人確認（個人番号確認と身元確認）を行う。 

 

１［本人が手続を行う場合］本人確認（番号確認と身元確認）に必要な書類 
 

【番号確認と身元確認両方可能なもの】 

・マイナンバーカード（個人番号カード） ※交付には申請が必要 

 

【番号確認のみ可能で、身元確認のために確認書類が必要なもの】 

番号確認書類 

（右記のいずれか） 

・通知カード（平成 27年 10月以降に書留郵便で届いた紙のカード） 

・個人番号が記載された住民票の写し・住民票記載事項証明書 

身元確認書類 

次のものは、いずれか１点提示が必要 

（官公署発行の顔写真つき証明） 

・障害者手帳（身体障害者・精神障害者保健福祉手帳・療育手帳） 

・運転免許証・運転経歴証明書（交付年月日が平成 24 年 4 月 1 日

以降のものに限る。） 

・旅券（パスポート）・在留カード又は特別永住者証明書 

・国又は地方公共団体の機関が発行した写真付き証明書 等 

次のものであれば、いずれか２点提示が必要 

・障害福祉サービス受給者証・通所受給者証・地域生活支援事業受給

者証・自立支援医療受給者証・重度心身障害者医療費受給者証 

・国民健康保険・健康保険・後期高齢者医療・介護保険の被保険者証 

・国民年金手帳 

・児童扶養手当証書・特別児童扶養手当証書 等 

（注）郵送の場合は、書類又はその写しの提出が必要 

 

２［代理人が手続を行う場合］本人確認（番号確認と身元確認）に必要な書類 
 

下記のそれぞれの項目ごとにいずれか１点ずつ必要 

代理権の確認 代理人の身元の確認 本人の番号確認 

後見人等法定代理人の場合 

・戸籍謄本 

・登記事項証明書等 

以下の代理人の書類 

・マイナンバーカード（個

人番号カード） 

・運転免許証、運転経歴証明書 

・旅券（パスポート） 

・障害者手帳 

・国又は地方公共団体の機

関が発行した写真付き証

明書 等 

・本人のマイナンバーカー

ド（個人番号カード）又は

その写し 

・本人の通知カード又はそ

の写し 

・本人の個人番号が記載さ

れた住民票の写し・住民票

記載事項証明書又はその

写し 

家族、その他の任意代理人の場合 

・委任状又は本人との関係が

わかる書類等 

・本人に限り所持している書

類等（表面［本人が手続を行

う場合］の表中に記載してい

る書類）の提示等 

（注）郵送の場合は、書類又はその写しの提出が必要 



 

5 

 

余 白 

 



 

6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害福祉サービス等支給決定ガイドライン 

 

 



 

7 

 

Ⅰ 障害福祉サービス等の支給決定について 

 

１ 対象となる障害者等 

障害者総合支援法における障害者及び障害児とは、下記の身体障害、知的障害、精神障害

の３障害に加え、難病等対象者に該当する者をいう。 

（１）障害者 

ア 身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者 

イ 知的障害者福祉法にいう知的障害者のうち１８歳以上である者 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条に規定する精神障害者（発達障害者

支援法第２条第２項に規定する発達障害者を含み、知的障害者福祉法にいう知的障害者を

除く。）のうち１８歳以上である者 

エ 治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって政令で定めるものによる

障害の程度が主務大臣が定める程度である者であって１８歳以上である者（難病等対象者） 

（２）障害児 

児童福祉法第４条第２項に規定する障害児 

 

２ 対象となる障害者又は障害児の確認方法 

支給申請があった場合は、以下の書類等により、申請者又はその児童が給付の対象となる障

害者又は障害児であるかどうかを確認する。 

（１）身体障害者 

身体障害者手帳 

（２）知的障害者 

ア 療育手帳 

イ 療育手帳を有しない場合は、市町村が必要に応じて知的障害者更生相談所に意見を求 

めて確認する。 

（３）精神障害者 

ア 精神障害者保健福祉手帳 

イ 精神障害を事由とする年金を現に受けていることを証明する書類（国民年金、厚生年金 

などの年金証書等） 

ウ 精神障害を事由とする特別障害給付金を現に受けていることを証明する書類 

エ 自立支援医療受給者証（精神通院医療） 

オ 医師の診断書（国際疾病分類 ICD-10 コードを記載した精神障害者であることが確認 

できる内容のもの） 等 

（４）難病等対象者（別表１） 

医師の診断書、特定医療費（指定難病）受給者証、登録者証（指定難病）、指定難病に罹患

していることが記載されている難病医療費助成の却下通知等 

（５）障害児 

ア 障害者手帳 

イ 特別児童扶養手当等の受給証書 

ウ 徳島県中央こども女性相談センター等の意見書等 

エ 医師の診断書等 
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３ 他法との給付調整について 

 自立支援給付は、障害者総合支援法第７条の規定により、介護保険法の規定による介護給付、

健康保険法の規定による療養の給付その他の法令に基づく給付又は事業であって政令で定める

もののうち自立支援給付に相当するものを受け、又は利用することができるときは政令で定める限

度において、当該政令で定める給付又は事業以外の給付であって国又は地方公共団体の負担

において自立支援給付に相当するものが行われたときはその限度において、行わない。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 介護保険制度との適用関係 

自立支援給付の介護給付費と介護保険法における介護保険給付及び地域支援事業との適用

関係については、介護保険法における介護保険給付（地域密着型サービスを含む）又は地域支

援事業が優先される。 

なお、介護保険給付の対象となる者は、以下に該当する者である。 

（１）第１号被保険者（６５歳以上の者） 

（２）第２号被保険者（４０歳以上６５歳未満の者）で、以下の特定疾病に該当する者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、４０歳以上６５歳未満の医療保険未加入者であって、特定疾病により要介護又は要支

援の状態にある生活保護受給者に係る介護扶助と障害者総合支援法の介護給付費等及び地

域生活支援事業の一環として実施される訪問入浴サービス事業との適用関係については、生

活保護制度における補足性の原理により、障害者総合支援法の介護給付費等及び訪問入浴

サービス事業が介護扶助に優先される。 

 

５ 障害福祉サービスの申請から利用までのながれ 

 障害福祉サービスの申請から利用までのながれについては、次項のとおり。 

政令で定める事業例（障害者総合支援法施行令第２条抜粋） 

(法第七条の政令で定める給付等) 

・健康保険法、国民健康保険法、国家公務員・地方公務員共済組合法、高齢者の医療の確保

に関する法律等の規定による療養の給付並びに入院時食事療養費、入院時生活療養費、保

険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、移送費等 

・労働基準法等の規定による療養補償、労働者災害補償保険法等の規定による療養給付等 

・介護保険法の規定による介護給付、予防給付及び市町村特別給付 

・介護保険法の規定による地域支援事業（第一号事業に限る。）  など 

【特定疾病】 

①がん（医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがない状態に至ったと判断したものに限る。）   

②関節リウマチ  ③筋萎縮性側索硬化症  ④後縦靱帯骨化症  ⑤骨折を伴う骨粗鬆症   

⑥初老期における認知症  ⑦進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病 

⑧脊髄小脳変性症  ⑨脊柱管狭窄症  ⑩早老症  ⑪多系統萎縮症  

⑫糖尿病性神経障害、糖尿病性腎症及び糖尿病性網膜症  ⑬脳血管疾患  

⑭閉塞性動脈硬化症  ⑮慢性閉塞性肺疾患 

⑯両側の膝関節又は股関節に著しい変形を伴う変形性関節症 
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障害福祉サービスの申請から利用までのながれ 

 

① 障害福祉サービスを利用する場合、申請者は本市の

窓口で支給申請及び利用者負担額の決定に必要な所

得等の申告、聴き取り調査の予約を行う。 

 

② 申請者は特定相談支援事業所と契約し、サービス等利

用計画案の作成を依頼する。 

本市は申請者に計画案の提出依頼書を送付する。 

 

③ 本市は申請者等に対し、心身の状況等について８０項

目に及ぶ聴き取り調査を行う。（介護給付費は障害支援

区分認定が必要なため④へ、訓練等給付費・地域相談

支援給付費は障害支援区分認定が不要なため⑦へ） 

 

④ 聴き取り調査の結果をコンピュータに入力し、障害支援

区分の１次判定を行う。 

 

 

⑤ １次判定結果、聴き取り調査時の特記事項、医師意見

書を有識者によって構成されている障害支援区分審査

会に提出し、１次判定が適当であるかどうかの意見を求

め、２次判定を行う。 

 

 

⑥ 障害支援区分の認定を行う。 

 

 

 

⑦ 申請者は特定相談支援事業所が作成したサービス等

利用計画案とともに、計画相談支援支給申請書兼計画

相談支援依頼届出書を障害福祉課へ提出する。 

 

 

 

⑧ 本市はサービス等利用計画案を踏まえ、サービスと支

給量、モニタリング期間等を決定し、受給者証を発行す

る。 

 

 

⑨ 特定相談支援事業所は支給決定されたサービスをもと

にサービス等利用計画を作成する。 

 

 

⑩ 申請者はサービスを利用する事業所に受給者証を提

示し、利用契約を行った後、支給決定されたサービスを

利用する。 

 

⑪ 特定相談支援事業所はモニタリング期間ごとに、サー

ビスの利用状況等を検証し、必要に応じて、計画の見直

しを行う。 

 

支給申請 

相談支援事業所との契約 

(サービス等利用計画案の作成依頼) 

聴き取り調査 

障害支援区分のコンピュータ判定 

(１次判定) 

障害支援区分審査会 

(２次判定) 

障害支援区分認定 

サービス等利用計画案、 

計画相談支援支給申請書兼計画 

相談支援依頼届出書の提出 

支給決定 

サービス等利用計画の作成 

サービス事業所との契約 

サービスの利用開始 

モニタリング 
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Ⅱ 居宅介護等（居宅介護・重度訪問介護・行動援護・同行援護）支給決定ガイドライン 

 

給付 

種類 
サービス名 内容 対象者 

介
護
給
付 

居宅介護 

（ホームヘルプ） 

居宅で入浴、排せつ又は食事

の介護等を行います。【身体

介護・家事援助・通院等介助・

通院等乗降介助】 

区分１以上の障害者及びこ

れに相当する障害児（下記

「対象者について」参照） 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者又は重

度の知的障害者若しくは精神

障害者であって常時介護を要

する障害者に、居宅における

入浴、排せつ又は食事の介護

等及び外出時における移動中

の介護を総合的に行うととも

に、病院等に入院等している

障害者に、意思疎通支援その

他必要な支援を行います。 

区分４以上で以下のいずれ

かに該当する障害者 

①二肢以上に麻痺等かつ

「歩行」「移乗」「排尿」「排

便」が全て「支援が不要」

以外に該当する障害者 

②行動関連項目（最高２４

点）中合計１０点以上の障

害者 

同行援護 

視覚障害により移動に著しい

困難がある人に対し、外出時

に同行し、移動に必要な情報

を提供するとともに、移動の援

護その他の外出する際の必要

な援助を行います。 

同行援護アセスメント調査票

による調査項目中「視力障

害」「視野障害」及び「夜盲」

のいずれかが１点以上であ

り、かつ「移動障害」の点数

が１点以上の視覚障害者

（児） 

行動援護 

知的障害又は精神障害により

行動上著しい困難を有し、常

時介護を要する障害者等が行

動する際に生じ得る危険を回

避するために必要な援護、外

出時における移動中の介護等

を行います。 

区分３以上で行動関連項目

（最高２４点）中合計１０点以

上の知的障害者又は精神障

害者及びこれに相当する障

害児 

基準支給量／支給決定期間 
居宅介護等ガイドラインを 

参照 
１年以内 

 

１ 対象者について 

 【居宅介護】  

（１）障害者の支給決定方法 

障害支援区分が区分１以上（障害児にあってはこれに相当する支援の度合）である者 

※通院等介助（身体介護を伴う場合）は下記ア・イのいずれにも該当する者 

ア 区分２以上に該当していること。 

イ 障害支援区分の認定調査項目のうち、それぞれ①から⑤に掲げる状態のいずれか一つ 

以上に認定されていること。 
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① 「歩行」 「全面的な支援が必要」 

② 「移乗」 「見守り等の支援が必要」、「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必 

要」 

③ 「移動」 「見守り等の支援が必要」、「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必 

要」 

④ 「排尿」 「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」 

⑤ 「排便」 「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」 

（２）障害児に係る支給決定の方法 

居宅介護の申請があった場合、障害の種類や程度の把握のために、５領域１１項目（別表２）

の調査を行った上で支給の要否を決定する。 

居宅介護のうち障害児に係る通院等介助（身体介護を伴う場合）の対象者については、５領

域１１項目の調査を行った上で、障害者に係る通院等介助（身体介護を伴う場合）の判断基準

に準じ、日常生活において身体介護が必要な障害児であって、かつ、通院等介助のサービス

提供時において、「歩行」、「移乗」、「移動」、「排尿」及び「排便」について支援が必要と想定さ

れるかどうかによって判断する。 

 

 【重度訪問介護】  

障害支援区分が区分４以上であって、下記（１）から（２）のいずれかに該当する者 

（１）二肢以上に麻痺等があり、障害支援区分の認定調査項目のうち「歩行」「移乗」「排尿」「排

便」のいずれも「支援が不要」以外と認定されていること。 

（２）障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（１２項目）（別表３）の合計点数が１

０点以上である者（行動援護事業者等によるアセスメント等が必要） 

なお、重度訪問介護サービス費の加算対象者については、それぞれ下記の要件を満たす

者とする。 

ア １００分の８．５  区分６に該当する者 

イ １００分の１５   （１）に該当する者であって、重度障害者等包括支援の対象となる者 

※１５歳以上の障害児が重度訪問介護を申請する場合は、児童福祉法附則第６３条の２又は

第６３条の３規定により児童相談所長が重度訪問介護を利用することが適当であると認め、市

町村長に通知した場合、障害者とみなし、障害者の手続に沿って支給の要否を決定すること

から、徳島県中央こども女性相談センターに意見書の作成を求め、その意見書に基づき、支

給の対象とするかどうかを判断するものとする。 

 

 【同行援護】  

同行援護アセスメント調査票（別表４）による、調査項目中「視力障害」、「視野障害」及び「夜

盲」のいずれかが１点以上であり、かつ、「移動障害」の点数が１点以上の者。 

なお、同行援護サービス費の加算対象者については、それぞれ下記の要件を満たす者とす

る。 

(1) １００分の２０ 区分３に該当する者（障害児にあってはこれに相当する支援の度合） 

(2) １００分の４０ 区分４以上に該当する者（障害児にあってはこれに相当する支援の度合） 

(3) １００分の２５ 盲ろう者（対象者であり、聴覚障害６級に相当する者。なお、盲ろう者向け 

通訳・介助員が支援した場合のみ算定できる。） 
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※ (1)及び(3)又は、(2)及び(3)の要件を満たす者は、それぞれの加算を算定できる。 

 

 【行動援護】  

障害支援区分が区分３以上であって、障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等

（１２項目）の合計点数が１０点以上である者（別表３）。 

障害児の場合は、５領域１１項目（別表２）の調査を行い、上記１２項目の行動関連項目の調

査等を行った結果、障害者の場合と同様に１０点以上が対象となる（てんかん発作について医

師意見書は不要）。 

 

２ 支給量について 

各サービスの支給量については、基準支給量の範囲内で障害支援区分やサービス内容及び

介護者の状況に応じて、必要な時間数（通院等乗降介助は回数）の決定を行う。 

また、居宅介護においては、支給決定の際に１回あたり利用可能時間を併せて決定する。利用

可能時間については、１回あたりの原則利用時間(身体介護及び通院介助(身体介護を伴う)：３時

間、家事援助及び通院介助(身体介護を伴わない：１．５時間以内)が設定されているが、やむを得

ない理由のため原則利用時間を超える支援が必要な場合は、その具体的な理由と必要とする時

間数を記載した理由書（別紙１）又はサービス等利用計画案の記載内容を勘案し、本市が特に必

要であるとみなす場合には、原則利用時間を超過した時間数で決定することができる。 

 

３ 支給決定における勘案項目について 

下記（１）から（３）に該当する者については、サービス等利用計画、意見書、その他の書類等

により支援の必要性を勘案し、一定の支給量の追加を行うことができる。 

（１）単身世帯等で介護者の支援がない者又はこれに準ずる者 

原則、障害者本人のみの単身世帯で、介護できる者がいない場合や同居者等（近所に居住

している者を含む）がいるが、その者が障害者・高齢者・疾病等を有する者等であって、介護や

家事等を行うことが期待できない場合が該当する。 

これに準ずる者とは、現に介護を行っている同居者等がいるが、同居者等が就労しており、

昼間の介護が全く望めない場合、又は同居者等が障害者・高齢者・疾病等を有する者等のみ

で、一定の介助能力は期待できるが、対象者の介護を行うことは体力的にほとんど期待できな

い場合等、何らかの理由により介護にあたることができる時間や能力が大きく制限される場合が

該当する。 

（２）２人介護対象者 

入浴・排泄時の移乗・その他のサービスを行う場合、本人の身体的理由（体格・体重）、粗暴

行為・迷惑行為、その他の理由により、サービス等利用計画に２人派遣が想定される場合が該

当する（次項「４ ２人介護について」参照）。 

（３）地域移行者 

長期（概ね１年以上）に及ぶ施設入所や入院から退所又は退院する場合、もしくは事故・病

気等により入院し、障害者となって退院する場合。退院・退所時を起点として３ヶ月単位で加算

を反映した支給決定を行い、３ヶ月経過後に再度利用状況等を確認し、必要に応じて加算を行

う期間を最大３ヶ月延長する。 

（４）意思伝達に配慮が必要な者 
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ア 文字盤や指文字、手話、ワープロ利用など物理的に時間を要するコミュニケーション支援

が必要な者 

イ 知的障害等で特別なコミュニケーション手段（独自のジェスチャーや絵カードなど）を用い

なければ意志の疎通ができないなどにより、通常に較べてコミュニケーションに大幅に時間を

要する者 

 

４ ２人介護について 

厚生労働大臣が定める要件（平成１８年厚生労働省告示第５４６号）により２人介護の条件は次

のとおりする。 

（１） 障害者等の身体的理由により一人の従業者による介護が困難と認められる場合  

（２） 暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損等が認められる場合  

（３） その他障害者等の状況等から判断して、上記（１）（２）に準ずると認められる場合  

 また、２人介護については、理由書（別紙１）又はサービス等利用計画等により上記に該当する

と認められる場合に適用できる。 

 なお、上記（１）から（３）に該当する場合で、やむを得ない事由により、利用者の保護者等と事業

所のヘルパーの２人で介護を行う場合についても同様の取扱いとする。 

 

５ 重度訪問介護と居宅介護の併給について 

重度訪問介護は、身体介護や家事援助等の援助が断続的に行われることを総合的に評価して

設定しており、同一の事業者がこれに加えて身体介護及び家事援助等の居宅介護サービス費を

算定することはできない。ただし、当該者にサービスを提供している事業所が利用者の希望する

時間帯にサービスを提供することが困難である場合であって、他の事業者が身体介護等を提供

する場合にあっては、この限りでない。 

 

６ 行動援護、同行援護、重度訪問介護と移動支援事業の併給について 

外出時の支援である行動援護、同行援護、重度訪問介護は移動支援事業に優先するため、各

サービスの対象となる者は移動支援事業の利用はできない。（別紙２『徳島市移動支援事業（個

別支援型）ガイドライン』を参照のこと。） 

 

７ その他の障害福祉サービスとの併給について 

（１）共同生活援助（グループホーム）入居者の居宅介護について 

グループホーム入居者（体験的な利用を行う者を含む。）は、入居中は、居宅介護及び重度

訪問介護を利用することはできない（区分４以上で重度訪問介護・行動援護対象者、区分４以

上の入居者、経過的居宅介護型共同生活援助事業所の利用者を除く）。 

ただし、下記に該当する場合は居宅介護等の併給が可能である。 

ア 区分１以上で、かつ、慢性疾患等の障害者であって、医師の指示により、定期的に通院を

必要とする者で、通院介助が個別支援計画に位置付けられている者 

グループホーム入居者の通院介助については、基本的に日常生活上の支援の一環として、

当該事業者が対応することになるが、慢性疾患の利用者がいる場合、定期的に通院を必要と

し、世話人等が個別に対応することが困難な場合があることから、上記の要件のもと、通院介

助（ホームヘルプ）の利用を認める（２回/月を限度とする）。 
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イ グループホーム入居者が一時帰宅する場合 

グループホーム入居者が一時帰宅する場合は、通常、受け入れ体制が確保されていること

が想定されるが、本市が特に必要と認める場合においては、共同生活援助に係る報酬が全く

算定されない期間中に限り、居宅介護又は重度訪問介護について支給決定を行うことは可

能である。 

（２）施設入所者の居宅介護の利用について 

施設入所支援を受ける障害者については、施設入所支援以外の日中系サービスを併せて

支給決定を行うこととなるが、当該日中活動系サービス以外の障害福祉サービスについては、

原則として利用することはできない。 

ただし、障害者支援施設に入所する者が一時帰宅する場合は、通常、受け入れ体制が確保

されていることが想定されるが、本市が特に必要と認める場合においては、施設入所支援に係

る報酬が全く算定されない期間中に限り、居宅介護等について支給決定を行うことは可能であ

る。 

 

８ 介護保険との併用関係について 

 介護保険との併用については、原則、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について」（平成 19 年３月 28

日障企発第 0328002 号 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長・障害福祉課長連

名 通知）に則った取扱いとするが、本市における介護保険サービス利用者の居宅介護等支給対

象者の標準的な範囲については下記のとおりとする。 

（１）介護保険認定で非該当となった者 

（２）全身性障害者（両上肢・両下肢（各２級以上）のいずれにも障害が認められる肢体不自由１

級の者及びこれに準ずる者であると本市が認める者）のうち、介護保険サービスを限度額まで

利用しても、なおサービスの利用が必要とされる者であって、本市が障害福祉サービスの支給

が特に必要と認める者 

（３）介護保険にはないサービス（行動援護、同行援護等）の利用を希望する者 

（４）介護予防サービス対象者（要支援１・２）又は総合事業対象者で、介護保険サービスで利用

することができない通院等介助及び通院等乗降介助の利用を希望する者 

 

９ 居宅介護等の支給決定基準について 

 居宅介護等の支給決定基準支給量は次に定めるとおり。 

 

１０ 非定型による支給決定 

なお、支給量について、本市が支給決定基準を超える支給決定を行うことが特に必要と認める

場合は、支給決定に当たり、徳島市障害支援区分審査会の意見を聴いた上で個別に支給量を

決定することができるものとする。 

 

１１ 居宅介護等支給決定基準（単位：時間・回） 

表中の支給量は各サービスを単独で支給する場合の支給量を示しているため、身体介護と家

事援助など、複数のサービスを組み合わせる場合は別表（別表５～６）を参照のこと。 
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◆居宅介護等支給決定基準支給量（基本）                      （単位：時間・回） 

サービス名 区 分 １ 区 分 ２ 区 分 ３ 区分４ 区分５ 区分６ 障害児 

家 事 援 助                   

通院等介助（身体伴わない） 

基本 22 28 42 53 76 110 43 

勘案対象者 26 34 50 64 85 122 48 

身 体 介 護                   

通院等介助（身体伴う） 

基本 9 
身体介護のみ 

12 18 23 32 47 20 

勘案対象者 11 
身体介護のみ 

14 22 28 36 52 22 

通 院 等 乗 降 介 助 
基本 33 41 62 78 112 162 63 

勘案対象者 40 49 74 94 125 180 71 

重 度 訪 問 介 護 
基本 

   
111 139 172 

 
勘案対象者 

   
122 153 189 

 

行 動 援 護 
基本 

  
31 42 56 72 40 

勘案対象者 
  

34 46 62 79 44 

同 行 援 護 基本 35 35 35 35 35 35 35 

 

 

◆居宅介護等支給決定基準支給量（日中活動系サービス支給決定者）     （単位：時間・回） 

サービス名 区分１ 区 分 ２ 区 分 ３ 区分４ 区分５ 区分６ 障害児 

家 事 援 助                   

通院等介助（身体伴わない） 

基本 22 28 42 53 76 96 43 

勘案対象者 26 34 50 64 85 107 48 

身 体 介 護                   

通院等介助（身体伴う） 

基本 9 
身体介護のみ 

12 18 23 32 41 20 

勘案対象者 11 
身体介護のみ 

14 22 28 36 46 22 

通 院 等 乗 降 介 助 
基本 33 41 62 78 112 141 63 

勘案対象者 40 49 74 94 125 158 71 

重 度 訪 問 介 護 
基本 

   
62 80 96 

 
勘案対象者 

   
68 88 106 

 

行 動 援 護 
基本 

  
24 31 39 47 40 

勘案対象者 
  

26 34 43 52 44 

同 行 援 護 基本 35 35 35 35 35 35 35 
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◆居宅介護等支給決定基準支給量（介護保険要介護認定者）          （単位：時間・回） 

サービス名 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 障害児 

家事援助・通院等介助（身体伴わない） 22 28 42 53 76 110   

身体介護 ・通院等介助（身体伴う）  9 
身体介護のみ 

12 18 23 32 47   

通院等乗降介助 33 41 62 78 112 162   

重度訪問介護 
   

63 63 63   

行動援護 
   

19 19 19   

同行援護 35 35 35 35 35 35   

 

 

◆居宅介護等支給決定基準支給量（介護保険要支援認定者）          （単位：時間・回） 

サービス名 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 障害児 

通院等介助（身体伴わない） 15 19 28 28 28 28   

通院等介助（身体伴う） 
 

8 12 12 12 12   

通院等乗降介助 22 28 41 41 41 41   

重度訪問介護 
      

  

行動援護 
   

19 19 19   

同行援護 35 35 35 35 35 35   

※居宅介護を申請する者で、区分４以上の者は介護保険の再認定が必要 

 

 

◆居宅介護等支給決定基準支給量（共同生活援助利用者）              （単位：時間） 

サービス名 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 障害児 

居宅介護（行動援護対象者） 
   

13 17 25 
 

居宅介護（重度訪問介護対象者） 
   

16 20 28 
 

居宅介護（上記以外で区分４以上の者） 
   

8 12 20 
 

居宅介護（介護保険対象者） 
   

17 17 17 
 

重度訪問介護対象者 
   

33 43 59 
 

重度訪問介護対象者（介護保険給付対象者） 
   

17 17 17 
 

通院等介助（身体伴わない） 12 12 12 12 12 12 
 

通院等介助（身体伴う）   5 5 5 5 5 
 

 

◆居宅介護等支給決定基準支給量（共同生活援助受託居宅介護利用者）     （単位：時間） 

サービス名 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 障害児 

サービス共通    2.5 10 15 21.5 31.5 
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◆居宅介護等支給決定基準支給量（施設入所者が一時帰宅する場合）     （単位：時間・回） 

サービス名 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 障害児 

家事援助・通院等介助（身体伴わない） 7 8 12 15 22 32 
 

身体介護・通院等介助（身体伴う） 3 
身体介護のみ 

3 5 6 9 13 
 

通院等乗降介助 9 12 18 22 32 46 
 

※施設入所者は共同生活援助（グループホーム）を含む。 

 

Ⅲ 重度障害者等包括支援支給決定ガイドライン 

 

給付 

種類 
サービス名 内容 対象者 

介
護
給
付 

重度障害者等 

包括支援 

常時介護を要し、その介護の

必要の程度が著しく高い障害

者等に、居宅介護等の障害福

祉サービスを包括的に提供し

ます。 

区分６の障害者及びこれに

相当する障害児で意思疎

通が著しく困難であり、以下

の要件に該当する障害者

（児） 

①重度訪問介護対象者で

四肢全てに麻痺等があ

り、寝たきり状態であっ

て、次のいずれかに該当

する者 

 ・人工呼吸器で呼吸管理

を行っている者 

 ・最重度知的障害者 

②認定調査項目の行動関

連項目等の合計点数が１

０点以上の者 

基準支給量／支給決定期間 
重度訪問介護２６０時間以内／月 

利用するサービスに応じて決定する 

 

１ 対象者について 

区分６（障害児にあっては、これに相当する支援の度合い）に該当し、意思疎通を図ることに著

しい支援がある者であって、次の（一）又は（二）のいずれかに該当すること。 

類   型 状態像 

（一）重度訪問介護の対象であっ

て、四肢すべてに麻痺等があり、

寝たきり状態にある障害者のう

ち、右のいずれかに該当する者 

ア 人工呼吸器による呼吸管

理を行っている身体障害者

（Ⅰ類型） 

・筋ジストロフィー 

・脊椎損傷・ＡＬＳ 

・遷延性意識障害等 

イ 最重度知的障害者 

（Ⅱ類型） 

・重症心身障害者等 

（二）障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（１２項

目）の合計点数が１０点以上である者（Ⅲ類型） 

・強度行動障害等 
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（１）Ⅰ類型 

ア 障害支援区分６の「重度訪問介護」対象者 

イ 医師意見書の「２．身体の状態に関する意見」中の「(3)麻痺」における「左上肢右上肢左 

下肢右下肢」において、いずれも「ある」に認定（軽、中、重のいずれかにチェックされているこ 

と） 

なお、医師意見書の「２．身体の状態に関する意見」中の「(2)四肢欠損」、「(4)筋力の低下」、

(5)関節の拘縮」は「麻痺」に準ずる取扱いとする。 

ウ 認定調査項目「１群 起居動作」のうち、「寝返り」、「起き上がり」又は「座位保持」におい 

て「全面的な支援が必要」と認定 

エ 認定調査項目「10群 特別な医療レスピレーター」において「ある」と認定 

オ 認定調査項目「６群 認知機能コミュニケーション」において「日常生活に支障がない」以 

外に認定 

（２）Ⅱ類型 

ア 概況調査において知的障害の程度が「最重度」と確認   

イ 障害支援区分６の「重度訪問介護」対象者 

ウ 医師意見書の「２．身体の状態に関する意見」中の「(3)麻痺」における「左上肢、 右上 

肢、左下肢、右下肢」において、いずれも「ある」に認定（軽、中、重のいずれかにチェックさ 

れていること） 

なお、医師意見書の「２．身体の状態に関する意見」中の「(2)四肢欠損」、「(4)筋力の低 

下」、「(5)関節の拘縮」は「麻痺」に準ずる取扱いとする。 

エ 認定調査項目「１群 起居動作」のうち、「寝返り」、「起き上がり」又は「座位保持」におい 

て「全面的な支援が必要」と認定 

オ 認定調査項目「６群 認知機能コミュニケーション」において「日常生活に支障がない」 

以外に認定 

（３）Ⅲ類型 

ア 障害支援区分６の「行動援護」対象者 

イ 認定調査項目「６群 認知機能コミュニケーション」において「日常生活に支障がない」以 

外に認定 

ウ 障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（１２項目 （別表３）の合計点数が

１０点以上（障害児にあってはこれに相当する支援の度合）である者 

 

２ 重度障害者等包括支援の取扱について 

 重度障害者等包括支援の取扱については、平成３０年３月３０日付け事務連絡「平成３０年４月

以降の重度障害者等包括支援の取扱いについて」に基づいて取り扱うものとする。 
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Ⅳ 短期入所（ショートステイ）支給決定ガイドライン 

 

給付 

種類 
サービス名 内容 対象者 

介
護
給
付 

短期入所（ショートス

テイ） 

居宅でその介護を行う者の疾

病その他の理由により、障害者

支援施設等への短期間の入所

を必要とする障害者等に、夜間

も含め施設に短期間の入所を

させ、入浴、排せつ又は食事

の介護等を行います。 

区分１以上の障害者及び障

害児調査票により区分１以

上に該当する障害児 

基準支給量／支給決定期間 ７日／月以内 １年以内 

 

１ 対象者について（支給決定の類型） 

 (1) 福祉型短期入所サービス費 

  障害者 区分１以上に該当する障害者 

  障害児 区分１以上（厚生労働大臣が定める区分）に該当する障害児 

 (2) 医療型短期入所サービス費Ⅰ・Ⅱ 

  障害者   

医療型（療養介護） 

ア 障害支援区分６に該当し、気管切開に伴う人工呼吸器による呼吸管理を行っている 

イ 障害支援区分５以上に該当し、進行性筋萎縮症に罹患している者又は障害支援区分 

５以上に該当する重症心身障害者（※） 

  障害児 

医療型（重心）：重症心身障害児（※） 

 (3) 医療型短期入所サービス費Ⅲ 

  障害者 

医療型（その他） 

ア 障害支援区分１以上に該当し、かつ、厚生労働大臣が定める基準に適合すると認めら 

れた遷延性意識障害者等又はこれに準ずる者（上記(2)に掲げる基準に該当しない重 

症心身障害者（※）等） 

イ 障害支援区分１以上に該当し、かつ、医師により筋萎縮性側索硬化症等の運動ニュー 

ロン疾患の分類に属する疾患を有すると診断された者 

  障害児 

医療型（重心） 重症心身障害児 

 （※） 重症心身障害者（児）とは、重度の肢体不自由（１・２級）及び重度の知的障害（Ａ判定）が

重複している者（略称：重心）とする。 

 

２ 障害児の支給決定について 

障害児の場合は、５領域１１項目の調査（別表２）を行い、現行の単価基準に準じて、次のとおり
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単価区分を適用する。 

 短期入所の単価区分 

【区分３】 ①～④の項目のうち「全介助」が３項目以上又は⑤の項目のうち「ほぼ毎日」が１項目

以上 

【区分２】 ①～④の項目のうち「全介助」若しくは「一部介助」が３項目以上又は⑤の項目のうち

「週に１回以上」が１項目以上 

【区分１】 区分３又は２に該当しない障害児で、①～④の項目のうち「一部介助」又は「全介助」

が１項目以上 

 

３ 支給量について 

サービスの支給量については、月７日の範囲内で支給決定を行う。ただし、利用者の心身の状

況・生活環境等を勘案し、特に必要と認められる場合は、必要な日数で支給決定をすることがで

きるものとする。 

なお、長期（連続）利用日数については、３０日を限度とする。 

また、年間利用日数については、利用者の心身の状況等を勘案して特に必要と認められる場

合を除き、短期入所を利用する日数が年間１８０日を超えないようにしなければならない。 

 

４ 支給決定における勘案等について 

やむを得ない理由等がある者で支給量の追加が必要と認められる場合に限り、申請により一時 

的に支給量を増やすことができる。 

この場合、サービス等利用計画案及び理由書（別紙１）に必要な支給量や具体的な理由を記

載のうえ提出する。 

 ＜変更理由の例＞ 

社会的理由 ：疾病、出産、事故、災害、失踪、出張、転勤、看護、冠婚葬祭、学校等の公的行

事への参加 

その他の理由：旅行、休息、生活訓練等でサービス等利用計画、意見書、その他の書類等によ

り、支援が必要と認められる場合は、その理由を勘案し、支給決定を行う。 

 

５ 他の障害福祉サービスとの併給について 

施設入所者又は共同生活援助を行う住居に入所（入居）する者は、入所（入居）中は原則とし

て短期入所を利用することはできない。 

ただし、入所（入居）者が、一時帰宅中において、短期入所が必要な事情が生じた場合には、

通常、入所施設又は共同生活援助を行う住居に戻って必要な支援を受けることが想定されるが、

一時帰宅中の施設入所支援等の報酬（帰宅時支援加算は含まない。）が算定されない期間にお

いては、帰宅先における介護者の一時的な事情により必要な介護を受けることが困難で、かつ、

帰宅先と入所施設又は共同生活援助を行う住居とが遠隔地であるため直ちに入所施設又は共同

生活援助を行う住居に戻ることも困難である場合等、本市が特に必要と認める場合は、支給決定

を行うことは可能である。 

 

６ 介護保険との併用関係について 

 介護保険との併用については、原則、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する
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ための法律に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について」（平成 19 年３月 28

日障企発第 0328002 号 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長・障害福祉課長連

名 通知）に則った取扱いとし、介護保険サービスにおいて、当該サービスが利用できる場合は、

介護保険サービスが障害福祉サービスに優先するため、障害福祉サービスの短期入所の利用は

できない。 
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Ⅴ 日中活動系サービス（生活介護・自立訓練・就労移行支援・就労継続支援）支給決定ガイドライン 

 

給付 

種類 
サービス名 内容 対象者 

介
護
給
付 

生活介護 

常時介護を要する障害者に、主

として昼間、障害者支援施設等

において行われる入浴、排せつ

又は食事の介護、創作的活動

又は生産活動の機会の提供等

を行います。 

・区分３以上の障害者（５０

歳未満）【入所者は区分

４以上】等 

・区分２以上の障害者（５０

歳以上）【入所者は区分

３以上】等 

基準支給量／支給決定期間 各月の日数－８日／月 ３年以内 

訓
練
等
給
付 

自立訓練 

（機能訓練・生活訓

練） 

自立した日常生活又は社会生

活を営むことができるよう、一定

期間、身体機能又は生活能力

の向上のために必要な訓練等

を行います。 

機能訓練：身体障害者 

生活訓練：知的障害者及び 

精神障害者 

基準支給量／支給決定期間 各月の日数－８日／月 １年以内 

訓
練
等
給
付 

就労移行支援 

通常の事業所に雇用されること

が可能と見込まれる障害者に、

一定期間、生産活動その他の

活動の機会の提供を通じて、就

労に必要な知識及び能力の向

上のために必要な訓練等を行

います。 

就労を希望し就労が見込ま

れる障害者等 

基準支給量／支給決定期間 各月の日数－８日／月 １年以内 

訓
練
等
給
付 

就労継続支援 

（Ａ型・Ｂ型） 

通常の事業所に雇用されること

が困難な障害者に、就労の機

会を提供するとともに、生産活

動その他の活動の機会の提供

を通じて、その知識及び能力の

向上のために必要な訓練等を

行います。 

Ａ型：雇用契約に基づく就

労が可能な障害者 

Ｂ型：雇用に結びつかない

人や一定年齢に達している

障害者等 

基準支給量／支給決定期間 各月の日数－８日／月 
１年以内（Ｂ型50歳未満の者） 

３年以内 

 

１ 対象者について 

【生活介護】  

（１）障害支援区分が区分３（障害者支援施設に入所する場合は区分４）以上である者 

（２）年齢が５０歳以上の場合は、障害支援区分が区分２（障害者支援施設に入所する場合は区

分３）以上である者 

（３）障害者支援施設に入所する者であって障害支援区分４（５０歳以上の場合は障害支援区分
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３）より低い者のうち、指定特定相談支援事業者によるサービス等利用計画案の作成の手続を

経た上で、市町村が利用の組合せの必要性を認めた者 

 

【自立訓練（機能訓練）】 

（１）入所施設・病院を退所・退院した者であって、地域生活への移行等を図る上で、身体的リハ

ビリテーションの継続や身体機能の維持・回復などの支援が必要な者 

（２）特別支援学校を卒業した者であって、地域生活を営む上で、身体機能の維持・回復などの

支援が必要な者 等 

 

【自立訓練（生活訓練）】  

（１）入所施設・病院を退所・退院した者であって、地域生活への移行を図る上で、生活能力の

維持・向上などの支援が必要な者 

（２）特別支援学校を卒業した者、継続した通院により症状が安定している者等であって、地域

生活を営む上で、生活能力の維持・向上などの支援が必要な者 等 

 

 【就労移行支援】  

（１）就労を希望する者であって、単独で就労することが困難であるため、就労に必要な知識及

び技術の習得若しくは就労先の紹介その他の支援が必要な者 

（２）あん摩マッサージ指圧師免許、はり師免許又はきゅう師免許を取得することにより、就労を

希望する者 

※６５歳以上の者は、６５歳に達する前５年間（入院等の期間を除く）引き続き障害福

祉サービスに係る支給決定を受けており、６５歳に達する前日に就労移行支援の支給決

定を受けていた者に限る。 

※本市では、障害者雇用もしくはアルバイト等を含む一般就労との併用を原則認めてい

ない。 

 

【就労継続支援Ａ型】  

（１）就労移行支援事業を利用したが、企業等の雇用に結びつかなかった者 

（２）特別支援学校を卒業して就職活動を行ったが、企業等の雇用に結びつかなかった者 

（３）企業等を離職した者等就労経験のある者で、現に雇用関係がない者 

※６５歳以上の者は、６５歳に達する前５年間（入院等の期間を除く）引き続き障害福

祉サービスに係る支給決定を受けており、６５歳に達する前日に就労継続支援Ａ型の支

給決定を受けていた者に限る。 

※本市では、障害者雇用もしくはアルバイト等を含む一般就労との併用を原則認めてい

ない。 

 

【就労継続支援Ｂ型】  

（１）就労経験がある者であって、年齢や体力の面で一般企業に雇用されることが困難となった 

者 

（２）５０歳に達している者又は障害基礎年金１級受給者 

（３）（１）及び（２）のいずれにも該当しない者であって、就労移行支援事業者等によるアセスメン 
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トにより、就労面に係る課題等の把握が行われている本事業の利用希望者 

（４）障害者支援施設に入所する者については、指定特定相談支援事業者によるサービス等利 

用計画案の作成の手続を経た上で、市町村が利用の組合せの必要性を認めた者。 

※本市では、障害者雇用もしくはアルバイト等を含む一般就労との併用を原則認めてい

ない。 

 

２ 支給量について 

サービスの支給量については、原則、各月の日数－８日（原則の日数）で支給決定を行う。 

 

３ 支給決定における勘案等について 

原則として一人の障害者が一月に利用できる日数（支給量）は、「原則の日数」を上限とすること

を基本とする。ただし、次の場合には、「原則の日数」を超える支給量を定めることが可能なものと

する。 

（１）日中活動サービスの事業運営上の理由から、「原則の日数」を超える支援が必要となる場

合は、都道府県に届け出ることにより、当該施設が特定する３か月以上１年以内の期間（以下、

「対象期間」という。）において、利用日数の合計が「原則の日数」の総和の範囲内であれば利

用することができるものとする。 

（２）（１）に該当しない場合であっても、心身の状態が不安定である、介護者が不在で特に支援

の必要があるなど、利用者の状態等に鑑み、本市が必要と判断した場合には、「原則の日数」

を超えて利用することができるものとする。 

 

４ 暫定支給決定の取扱いについて 

訓練等給付に係る障害福祉サービスは、障害者本人の希望を尊重し、より適切なサービス利

用を図る観点から、希望するサービスの継続利用についての利用者の最終的な意向の確認及び

サービスの利用が適切かどうかの客観的な判断を行うための期間（暫定支給決定期間）を設定し

た短期間の支給決定（暫定支給決定）を行うこととしている。 

ただし、暫定支給決定の対象サービスに係る支給申請のあった障害者について、すでに暫定

支給決定期間中に行うアセスメントと同等と認められるアセスメントが行われており、改めて暫定支

給決定によるアセスメントを要しないものと本市が認めるときは、暫定支給決定は行わなくても差し

支えないものとする。 

なお、就労継続支援Ａ型については、以下の①又は②のような場合に暫定支給決定期間中に

行うアセスメントと同等と認められるアセスメントが行われているものとする。 

① 現在、就労継続支援Ａ型を利用している障害者が、他の市町村に転居する場合であって、

転居後の市町村においても引き続き就労継続支援Ａ型の利用を希望する場合に、転居前に

利用していた就労継続支援Ａ型事業所から転居後に利用する予定の就労継続支援Ａ型事

業所にアセスメント情報が引き継がれており、かつ、当該アセスメント情報の内容から、改めて

暫定支給決定を要しないと市町村が判断できる場合。 

② 就労移行支援を利用していたが、一般企業に就職できなかった障害者が、就労継続支援

Ａ型の利用を希望する場合に、当該就労移行支援事業所から利用予定の就労継続支援Ａ

型事業所にアセスメント情報の内容から、改めて暫定支給決定を要しないと市町村が判断で

きる場合。 
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（１）暫定支給決定の対象サービス 

ア 自立訓練（機能訓練、生活訓練、宿泊型自立訓練） 

イ 就労移行支援 

ウ 就労継続支援Ａ型 

（２）暫定支給決定期間 

暫定支給決定期間については、支給決定を行った日から当該日が属する月の末日までの

期間と翌月までの期間を合算した期間とする。ただし、支給決定又は地域相談支援給付決定

を行った日が月の初日である場合は、２か月間とする。 

（３）暫定支給決定期間のみの支給決定を行う方法 

ア 本市は、２か月間を支給決定期間の上限として暫定支給決定を行う。 

※支給決定日の属する月の翌月の末日（支給決定日が月の初日である場合は支給決定

日の属する月若しくはその翌月の末日）を暫定支給決定の有効期間の満了日とする。 

イ 暫定支給決定期間の満了日までに本支給決定の要否が決定できるよう、利用者が利用

するサービス提供事業者からアセスメント結果等の提出を受ける（指定特定相談支援事業者

にも提出。）。指定事業所は別紙３～５及び９の様式に基づいてアセスメントを行うものとする。 

ウ 利用者がサービス利用の継続を希望して支給申請をした場合、本市は、暫定支給決定期

間が満了するまでに、本支給決定の要否決定を行う。 

※ 本支給決定を行う場合の有効期間は、暫定支給決定期間を含めて最長１年間（就労継続

支援Ａ型の場合は３年間。暫定支給決定の有効期間の初日が月途中の場合は、１年間（３年

間）に当該月の末日までの期間を加えた期間）とする。 

 

５ 自立訓練・就労移行支援・就労継続支援のサービス更新について 

自立訓練・就労移行支援については、標準利用期間が設定されており、就労継続支援につい

ては、一般就労が困難な障害者を想定したサービスであるため、支給決定の更新時には、サービ

ス管理責任者によるアセスメント（評価）を踏まえ、他のサービスの利用や一般就労の可能性を検

討し、更新の要否を判断するものとする。 

なお、指定事業所は下記の様式に基づいてアセスメントを行うものとする。 

（１）就労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ型…別紙８～１０ 

（２）標準利用期間設定サービス（自立訓練・就労移行支援）…別紙１１～１３ 

 

６ 自立訓練・就労移行支援の標準利用期間について 

自立訓練・就労移行支援については、サービスの長期化を回避するため、２年間の標準利用

期間を設定するとともに、支給決定期間は１年間までとしている。この１年間の利用期間では、十

分な成果が得られず、かつ、引き続きサービスを提供することによる改善効果が具体的に見込ま

れる場合には、標準利用期間の範囲内で、１年ごとに支給決定期間の更新が可能である。 

なお、標準利用期間を超えて、さらにサービスの利用が必要な場合については、市町村審査

会の個別審査を経て、必要性が認められた場合に限り、最大１年間の更新が可能である（原則１

回）。 

この場合の更新の際には、指定事業所は前記６の別紙１１、１３及び別紙１４、１５に基づいて

アセスメントを行うものとする。 
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【標準利用期間】 

（１）自立訓練（機能訓練） 

１年６か月間（頸髄損傷による四肢の麻痺等は３年間） 

（２）自立訓練（生活訓練） 

２年間（長期間入院していた等は３年間） 

（３）就労移行支援 

２年間（あん摩マッサージ師、はり・きゅう師等の資格取得目的で養成施設を利用する場合は、

３年間又は５年間） 

 

７ 自立訓練・就労移行支援の再支給決定について 

国の資料においては、就労移行支援・自立訓練は生涯一度のみの利用が原則ではなく、再支

給決定が可能としているため、以下に該当する者で、就労移行支援・自立訓練の再申請を希望

する者については、サービス利用の必要性があるとみなし、再度支給決定を行うことができるもの

とする。 

（１）一般就労等を経て、その後離職等により生活環境の変化等があった者 

（２）標準利用期間の間に利用者の傷病等により支援の中断又は他のサービスに変更せざるを

得なくなった場合 

上記（１）（２）に該当する者についての支給決定は下記のとおり行う。 

ア 申請者が再度就労移行支援等の利用を希望する場合、サービスの再申請の理由、下記

②に該当する者は以前利用していたサービスの中断等をした理由を記載した理由書又は

意見書、サービス等利用計画又は利用予定事業所のアセスメント及び個別支援計画の提

出を求め、サービス利用の必要性等を勘案した上で支給決定を行う。 

① 新たに別の事業所を利用する場合 

訓練のメニュー等が以前の事業所とは異なり、一定期間の訓練が必要と想定されるため、

１年間の支給決定期間で支給決定を行う。 

② 以前利用していた事業所と同一事業所を利用する場合 

以前の訓練の続きとして訓練を継続することが想定されるため、原則、前回の標準利用期

間の残存期間で支給決定を行う。ただし、残存期間が短期間であり、訓練期間が短いこと

により成果が期待できない等、サービス利用計画等により短期間でのサービス利用が適当

でないとみなされる場合については、１年以内の支給決定期間で支給決定を行うことができ

るものとする。 

  イ 同一事業所において、就労移行支援→就労継続支援Ｂ型→就労移行支援というような単

にサービスを切り換えて継続していくような利用のしかたは適正でないため、上記の対象にな

るかどうか判断する際は、十分に検証を行ったうえで、支給決定する。 

 

８ 就労移行支援・就労継続支援を在宅において利用する場合の支援について 

就労移行支援又は就労継続支援において、通所利用が困難であり、在宅による支援がやむを

得ないと本市が判断した利用者に対して就労移行支援又は就労継続支援を提供する場合の取

扱いは「就労移行支援及び就労継続支援の取扱いについて」（別紙１６）のとおりとする。 
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９ 他の障害福祉サービスとの併給について 

施設入所支援受給者が、共同生活援助を体験的に利用する場合には、その間、共同生活援

助の利用が可能となるとともに、併せてその期間中の日中活動サービスの利用も可能である。  

日中活動サービスについては、その効果的な支援を図る観点から、通常、同一種類のサービス

を継続して利用することが一般的であると考えられるが、障害者の効果的な支援を行う上で本市

が特に必要と認める場合には、複数の日中活動サービスを組合せて支給決定を行うことは可能で

ある。 

なお、複数の日中活動サービスの支給決定を受けている場合でも、日中活動サービスに係る

報酬は一日単位で算定されることから、同一日に複数の日中活動サービスを利用することはでき

ない（同一日に同一サービスを異なる事業所で利用した場合を含め、同一日においては、一の事

業所以外は報酬を算定できない。）。ただし、本市が日中活動サービスの利用と併せて宿泊型自

立訓練が特に必要と認めた場合を除く。 

 

１０ 介護保険との併用関係について 

 介護保険との併用については、原則、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について」（平成 19 年３月 28

日障企発第 0328002 号 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長・障害福祉課長連

名 通知）に則った取扱いとし、介護保険サービスにおいて、当該サービスが利用できる場合は、

介護保険サービスが障害福祉サービスに優先する。 

【生活介護】 

介護保険サービスには生活介護と類似する通所介護があるが、本人の心身の状況、障害特

性やサービスを必要とする理由により、介護保険サービスの通所介護等で適切な支援を受ける

ことができない場合であって、本市が生活介護の利用が適当と認める場合は、介護保険対象者

でも支給決定は可能である。 

この場合、介護保険のケアマネージャー又は指定特定相談支援事業所の相談支援専門員と

連携を図ることとし、本人の心身等の状況、障害特性、サービスを必要とする理由を記載したケ

プラン又はサービス等利用計画等を勘案し、本市が特に必要と認めた場合に支給決定を行うこ

とができる。 

【就労移行支援・就労継続支援】 

サービスの内容や趣旨から、介護保険サービスには相当するものがない障害福祉サービス

固有のものと認められるものであるため、本市がサービスの内容、利用目的や申請者の状態か

ら、サービスを利用することが必要と認める場合は、支給決定を行うことができる。 
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Ⅵ 居住系サービス（療養介護・施設入所支援・宿泊型自立訓練・共同生活援助・就労定着支

援・自立生活援助）支給決定ガイドライン 

 

給付 

種類 
サービス名 内容 対象者 

介
護
給
付 

療養介護 

医療と常時介護を要する障害

者に、主として昼間において、

病院等において行われる機能

訓練、療養上の管理、看護、医

学的管理の下における介護及

び日常生活上の世話を行いま

す。 

・区分６で気管切開を伴う

人工呼吸器で管理を行

っている障害者 

・区分５で進行性筋萎縮症

患者又は重症心身障害

者等 

基準支給量／支給決定期間 各月の日数／月 ３年以内 

介
護
給
付 

施設入所支援 

施設に入所する障害者に、夜

間や休日に、入浴、排せつ又は

食事の介護等を行います。 

【生活介護受給者】区分４

以上の障害者（５０歳以上

は区分３以上）等 

【自立訓練・就労移行支援

受給者】訓練等が必要かつ

効果的である・通所により訓

練等が困難な障害者等 

基準支給量／支給決定期間 各月の日数／月 ３年以内 

訓
練
等
給
付 

宿泊型自立訓練 

 

居室その他の設備を利用し、家

事等の日常生活能力を向上さ

せるための支援、生活等に関す

る相談及び助言その他の必要

な支援を行います。 

日中、一般就労や障害福

祉サービスを利用している

知的障害者、精神障害者 

基準支給量／支給決定期間 各月の日数／月 １年以内 

    

訓
練
等
給
付 

共同生活援助 

（グループホーム） 

障害者に、夜間や休日に、共同

生活を営むべき住居において

相談、入浴、排せつ又は食事の

介護その他の日常生活上の援

助を行います。 

身体障害者 

知的障害者 

精神障害者 

基準支給量／支給決定期間 各月の日数／月 ３年以内 
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訓
練
等
給
付 

就労定着支援 

就労移行支援等を利用して、通

常の事業所に新たに雇用され

た障害者の就労の継続を図る

ため、企業、障害福祉サービス

事業者、医療機関等との連絡

調整を行うとともに、雇用に伴い

生じる日常生活又は社会生活

を営む上での各般の問題に関

する相談、指導及び助言等の

必要な支援を行います。 

就労移行支援等を利用し

た後、通常の事業所に新た

に雇用された障害者であっ

て、就労を継続している期

間が６月以上３年６月未満

の障害者（病気や障害により

通常の事業所を休職し、就労

移行支援等を利用した後、復

職した障害者であって、就労を

継続している期間が６月以上３

年６月未満の障害者も含む。） 

基準支給量／支給決定期間 各月の日数／月 １年以内 

訓
練
等
給
付 

自立生活援助 

居宅における自立した日常生

活を営む上での問題について、

定期的な巡回又は随時通報を

受けて行う訪問、相談対応等に

より、障害者の状況を把握し、

必要な情報の提供及び助言並

びに相談、関係機関との連絡

調整等の環境整備に必要な援

助を行います。 

障害者支援施設若しくは共

同生活援助を利用していた

障害者又は居宅で単身若

しくは障害や疾病等のある

家族等と同居しているため

日常生活を営む上で問題

に対する支援が見込めない

状況にある障害者 

基準支給量／支給決定期間 各月の日数／月 １年以内 

 

１ 対象者について 

【療養介護】 

病院等への長期の入院による医療的ケアに加え、常時の介護を必要とする障害者として次

に掲げる者 

（１）筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）患者等気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行って

いる者であって、障害支援区分が区分６の者 

（２）筋ジストロフィー患者又は重症心身障害者であって、障害支援区分が区分５以上の者 

 

【施設入所支援】 

（１）生活介護を受けている者であって障害支援区分が区分４（５０歳以上の者にあっては区

分３）以上である者 

（２）自立訓練又は就労移行支援を受けている者であって、入所させながら支援等を実施する

ことが必要かつ効果的であると認められるもの又は地域における障害福祉サービスの提供体

制の状況その他やむを得ない事情により、通所によって支援等を受けることが困難な者 

（３）生活介護を受けている者であって障害支援区分４（５０歳以上の場合は障害支援区分３）

より低い者のうち、指定特定相談支援事業者によるサービス等利用計画案の作成の手続を

経た上で、市町村が利用の組合せの必要性を認めた者 

（４）就労継続支援Ｂ型を受けている者のうち、指定特定相談支援事業者によるサービス等利

用計画案の作成の手続を経た上で、市町村が利用の組合せの必要性を認めた者 
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【宿泊型自立訓練】 

自立訓練（生活訓練）対象者のうち、日中、一般就労や障害福祉サービスを利用している者

等であって、地域移行に向けて一定期間、居住の場を提供して帰宅後における生活能力等の

維持・向上のための訓練その他の支援が必要な知的障害者・精神障害者 

 

【共同生活援助（グループホーム）】 

障害者（身体障害者にあっては、６５歳未満の者又は６５歳に達する日の前日までに障害福

祉サービス若しくはこれに準ずるものを利用したことがある者に限る。） 

なお、共同生活援助の利用対象者とする身体障害者の範囲については、施設からの地域移

行の推進などの趣旨を踏まえ、６５歳に達した以降に身体障害者となった者については新規利

用の対象としない。 

 

【就労定着支援】  

就労移行支援等を利用した後、通常の事業所に新たに雇用された障害者であって、就労を

継続している期間が６月以上３年６月未満の障害者（病気や障害により通常の事業所を休職し、

就労移行支援等を利用した後、復職した障害者であって、就労を継続している期間が６月以上

３年６月未満の障害者も含む。） 

 

【自立生活援助】 

障害者支援施設若しくは共同生活援助を利用していた障害者又は居宅において単身である

ため若しくはその家族と同居している場合であっても、当該家族等が障害や疾病等のため居宅

における自立した日常生活を営む上での各般の問題に対する支援が見込めない状況にある下

記の障害者等。 

（１）障害者支援施設、指定宿泊型自立訓練を行う自立訓練（生活訓練）事業所、児童福祉

施設又は療養介護を行う病院等に入所していた障害者（児童福祉施設に入所していた１８歳

以上の者、障害者支援施設等に入所していた１５歳以上の障害者みなしの者も含む）。 

（２）共同生活援助（グループホーム）又は福祉ホームに入居していた障害者 

（３）精神科病院に入院していた精神障害者 

（４）救護施設又は更生施設に入所していた障害者 

（５）刑事施設（刑務所、少年刑務所、拘置所）、少年院に収容されていた障害者 

（６）更生保護施設に入所していた障害者又は自立更生促進センター、就業支援センター若

しくは自立準備ホームに宿泊していた障害者 

（７）現に地域において一人暮らしをしている障害者又は同居する家族が障害、疾病等により

当該家族による支援が見込めないため実質的に一人暮らしと同等の状況にある障害者であ

って、人間関係、生活環境又は心身の状態等の変化により、自立した地域生活を継続するこ

とが困難と認められる者  

 

２ 宿泊型自立訓練の標準利用期間について 

 標準利用期間は、原則２年間（長期間入院していた者等は３年間）とし、利用開始から１年ごとに

利用継続の必要性について確認し、支給決定の更新を行う。 

なお、標準利用期間を超えて支給決定の更新を行おうとする場合には、市町村審査会の意見
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を聴くものとする。 

 

３ 共同生活援助における地域移行支援型ホームの標準利用期間について 

地域移行支援型ホームは、地域生活への移行プロセスを支える経過的な共同生活住居と位置

付け、以下の条件等を満たす場合に利用を限定している。 

・経過的な利用とする（原則２年間） 

・地域住民との交わりを確保する 

・居住の場としてふさわしい環境を確保する 

・地域のサービス整備量が十分でない場合に限る 

・指定特定相談支援事業所がサービス等利用計画を作成した長期入院精神障害者に限る 

このため、２年間を超えて支給決定の更新の申請があった場合には、市町村審査会の意見を

聴き、真に必要やむを得ない事情があるかどうかを十分に確認し、真にやむを得ない場合に限っ

て必要最小限の有効期間でサービスの更新を行う。 

 

４ 就労定着支援・自立生活援助の標準利用期間について 

 標準利用期間は、就労定着支援が３年間、自立生活援助が１年間とし、利用開始から１年ごとに

利用継続の必要性について確認し、支給決定の更新を行う。 

なお、標準利用期間を超えて、さらにサービスの利用が必要な場合については、市町村審査

会の個別審査を経て、必要性が認められた場合に限り、最大１年間の更新が可能である（原則１

回。ただし、自立生活援助については、市町村審査会の個別審査を絵て、必要性が認められた

場合は回数の制限なく更新が可能。）が、就労定着支援については３年間の標準利用期間を超

えて更新することはできない。 

 

５ 他の障害福祉サービスとの併給について 

（１）グループホーム入居者の居宅介護について 

グループホーム入居者（体験的な利用を行う者を含む。）は、入居中は、居宅介護及び重度

訪問介護を利用することはできない（区分４以上で重度訪問介護・行動援護対象者、区分４以

上の入居者、経過的居宅介護型共同生活援助事業所の利用者を除く）。 

ただし、下記に該当する場合は併給可能である 

ア 区分１以上で、かつ、慢性疾患等の障害者であって、医師の指示により、定期的に通院を

必要とする者であって、通院介助が個別支援計画に位置付けられている者 

グループホーム入居者の通院介助については、基本的に日常生活上の支援の一環として、

当該事業者が対応することになるが、慢性疾患の利用者がいる場合、定期的に通院を必要と

し、世話人等が個別に対応することが困難な場合があることから、上記の要件のもと、通院介

助（ホームヘルプ）の利用を認める（２回/月を限度とする）。 

イ グループホーム入居者が一時帰宅する場合 

グループホーム入居者が一時帰宅する場合は、通常、受け入れ体制が確保されていること

が想定されるが、本市が特に必要と認める場合においては、共同生活援助に係る報酬が全く

算定されない期間中に限り、居宅介護又は重度訪問介護について支給決定を行うことは可

能である。 
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（２）施設入所者の居宅介護の利用について 

施設入所支援を受ける障害者については、施設入所支援以外の日中系サービスを併せて

支給決定を行うこととなるが、当該日中活動系サービス以外の障害福祉サービスについては、

原則として利用することはできない。 

ただし、障害者支援施設に入所する者が一時帰宅する場合は、通常、受け入れ体制が確保

されていることが想定されるが、本市が特に必要と認める場合においては、施設入所支援に係

る報酬が全く算定されない期間中に限り、訪問系サービスについて支給決定を行うことは可能

である。 

（３）施設入所支援利用者のグループホーム利用について 

施設入所支援受給者が、共同生活援助を体験的に利用する場合には、その間、共同生活

援助の利用が可能となるとともに、併せてその期間中の日中活動サービスの利用も可能である

（年５０日以内かつ１回につき３０日以内の利用制限あり）。  

 （４）グループホーム入居者・施設入所支援利用者の短期入所利用について 

施設入所者又は共同生活援助を行う住居に入所（入居）する者は、入所（入居）中は原則とし

て短期入所を利用することはできない。 

ただし、入所（入居）者が、一時帰宅中において、短期入所が必要な事情が生じた場合には、

通常、入所施設又は共同生活援助を行う住居に戻って必要な支援を受けることが想定されるが、

一時帰宅中の施設入所支援等の報酬（帰宅時支援加算は含まない。）が算定されない期間に

おいては、帰宅先における介護者の一時的な事情により必要な介護を受けることが困難で、か

つ、帰宅先と入所施設又は共同生活援助を行う住居とが遠隔地であるため直ちに入所施設又

は共同生活援助を行う住居に戻ることも困難である場合等、本市が特に必要と認める場合は、

支給決定を行うことは可能である。 

（５）就労定着支援と自立生活援助又は自立訓練との併給について 

就労定着支援は、障害者が新たに雇用された通常の事業所での就労の継続を図るため、企

業、障害福祉サービス事業者、医療機関等との連絡調整を行うとともに、雇用に伴い生じる日

常生活又は社会生活を営む上での各般の問題に関する相談、指導及び助言等の支援を行うも

のであり、自立生活援助の支援内容を包含するため、自立生活援助との併給はできない。 

また、就労定着支援を利用する障害者は、一般企業に６月以上就労が継続している障害者

であり、新たに生活に関する訓練を行うことは想定されないため、自立訓練（生活訓練）との併

給はできない。 

（６）自立生活援助と地域定着支援との併給について 

自立生活援助は、障害者が自立した地域生活を営む上での各般の問題に対し、居宅への

訪問や随時の相談対応等により当該障害者の状況を把握し、必要な情報提供や助言、連絡調

整等の支援を行うものであり、地域定着支援の支援内容を包含するため、地域定着支援との併

給はできない。 

 

６ 介護保険との併用関係について 

 介護保険との併用については、原則、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について」（平成 19 年

３月 28日障企発第 0328002号通知）に則った取扱いとし、介護保険サービスにおいて、当

該サービスが利用できる場合は、介護保険サービスが障害福祉サービスに優先する。 
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Ⅶ 地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）支給決定ガイドライン 

 

給付 

種類 
サービス名 内容 対象者 

地
域
相
談
支
援
給
付 

地域移行支援 

障害者支援施設等に入所して

いる障害者又は精神科病院に

入院している精神障害者等に

住居の確保その他の地域に

おける生活に移行するための

活動に関する相談その他の必

要な支援を行います。 

・障害者支援施設、児童福

祉施設又は療養介護を行

う病院等に入所している

障害者 

・精神科病院に入院している

精神障害者 

・救護施設又は更生施設等

に入所している障害者 

地域定着支援 

居宅において単身等で生活

する障害者に常時の連絡体

制を確保し、障害の特性に起

因して生じた緊急の事態等に

相談、緊急訪問その他必要な

支援を行います。 

・居宅において単身で生活

している障害者 

・同居している家族等が疾病

等により緊急時の支援が

受けられない障害者 

基準支給量／支給決定期間 各月の日数／月 
地域移行支援 ６か月以内 

地域定着支援  １年以内 

 

１ 対象者について 

【地域移行支援】 

以下の者のうち、地域生活への移行のための支援が必要と認められる者。 

（１）障害者支援施設、のぞみの園、児童福祉施設又は療養介護を行う病院に入所している障

害者（児童福祉施設に入所する１８歳以上の者、障害者支援施設等に入所する１５歳以上

の障害者みなしの者も含む）。 

（２）精神科病院に入院している精神障害者 

（３）救護施設又は更生施設に入所している障害者 

（４）刑事施設（刑務所、少年刑務所、拘置所）、少年院に収容されている障害者 

（５）更生保護施設に入所している障害者又は自立更生促進センター、就業支援センター若し

くは自立準備ホームに宿泊している障害者 
 

【地域定着支援】 

（１）居宅において単身であるため緊急時の支援が見込めない状況にある者 

（２）居宅において家族と同居している障害者であっても、当該家族等が障害、疾病等のため、 

障害者に対し、当該家族等による緊急時の支援が見込めない状況にある者（障害者支援施 

設等や精神科病院から退所・退院した者の他、家族との同居から一人暮らしに移行した者 

や地域生活が不安定な者等も含む。） 
 

２ 他の障害福祉サービスとの併給等について 

共同生活援助、宿泊型自立訓練の入居者に係る常時の連絡体制の整備、緊急時の支援等に

ついては、通常、当該事業所の世話人等が対応することとなるため、地域定着支援の対象となら

ない。 
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Ⅷ 計画相談支援支給決定ガイドライン 

 

給付 

種類 
サービス名 内容 対象者 

計
画
相
談
支
援
給
付 

サービス利用支援 

利用者の状況等を勘案し、サー

ビス等を利用するための利用計

画を作成します。 

サービスの申請・変更申

請を行った障害者 

継続サービス利用 

支援 

サービス等利用計画等が適切

かどうか検証し、必要に応じ計

画を見直し、計画の変更等を行

います。 

サービス等利用計画が作

成された支給決定者 

基準支給量／支給決定期間 － サービスの支給決定期間 

 

１ 対象者について 

障害福祉サービス又は障害児通所支援（以下「障害福祉サービス等」という。）の申請若しくは

変更の申請に係る障害者若しくは障害児の保護者。 

介護保険該当者については、介護保険のケアプランの作成対象者となるため、原則、計画相

談支援の対象外とするが、本市が特に必要と認める場合については、この限りではない。（下記７

の「サービス等利用計画における介護保険対象者の取扱いについて」を参照のこと。） 

 

２ 計画相談支援・障害児相談支援支給の流れ  

（１）本市が障害福祉サービス等の申請者に対し、サービス等利用計画案又は障害児支援利用

計画案（以下「利用計画案」という。）の提出を依頼する（申請のあった者に本市よりサービス等

利用計画案・障害児支援利用計画案提出依頼書(以下「提出依頼書」という。)）。 

（２）申請者が指定相談支援事業所又は指定障害児相談支援事業所（以下「指定事業所」とい

う。）と計画相談支援又は障害児相談支援について利用契約を締結する（本市が送付した提出

依頼書を確認）。 

（３）指定事業所が、利用計画案を作成し、申請者に交付。  

（４）申請者が本市に対し、以下の書類を提出。  

ア 指定事業所が作成した利用計画案 

イ 計画相談支援給付費・障害児相談支援給付費支給申請書兼計画相談支援・障害児相 

談支援依頼（変更）届出書  

（５）本市が障害福祉サービス等の支給（却下）決定と併せて、計画相談支援給付費・障害児相

談支援給付費支給（却下）通知を送付。 併せて、障害福祉サービス受給者証又は地域相談支

援受給者証若しくは通所受給者証（障害児）を申請者に交付。  

（６）指定事業所は、利用計画等（本計画）を作成し、申請者に交付。  

（７）サービス利用開始 

（８）モニタリング 
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３ 計画相談支援・障害児相談支援の支援内容について 

（１） サービス利用支援・障害児支援利用援助のサービス内容 

サービス利用支援及び障害児相談支援とは、以下の支援のいずれも行うものをいう。  

ア 障害福祉サービス等の申請若しくは変更の申請に係る障害者若しくは障害児及びその

保護者の心身の状況、その置かれている環境、サービスの利用に関する意向その他の事情

を勘案し、利用する障害福祉サービス等の種類及び内容その他の主務省令で定める事項を

記載した利用計画案を作成する。  

【利用計画案の記載事項】 

① 利用者及びその家族の生活に対する意向   

② 総合的な援助の方針 

③ 生活全般の解決すべき課題  

④ 提供される福祉サービス等の目標及びその達成時期  

⑤ 福祉サービス等の種類、内容、量  

⑥ 福祉サービス等を提供する上での留意事項  

⑦ モニタリング期間  

イ 支給決定若しくは支給決定の変更の決定後に、指定障害福祉サービス事業所、指定一

般相談支援事業所等との連絡調整等の便宜を供与するとともに、支給決定に係るサービスの

種類及び内容、担当者その他の他主務省令で定める事項を記載した利用計画等を作成す

る。  

【利用計画等の記載事項】  

① 利用者及びその家族の生活に対する意向  

② 総合的な援助の方針  

③ 生活全般の解決すべき課題  

④ 提供される福祉サービス等の目標及びその達成時期  

⑤ 福祉サービス等の種類、内容、量  

⑥ 福祉サービス等を提供する上での留意事項  

⑦ モニタリング期間  

⑧ 福祉サービス等の利用料  

⑨ 福祉サービス等の担当者  

（２）継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助のサービス内容 

継続サービス利用支援及び継続障害児支援利用援助とは、支給決定障害者等が、支給決定

の有効期間内において、当該者に係る利用計画等が適切であるかどうかにつき、主務省令で定

める期間（モニタリング期間）ごとに、障害福祉サービス等の利用状況を検証し、その結果及び心

身の状況、その置かれている環境、サービスの利用に関する意向その他の事情を勘案し、利用

計画等の見直しを行い、その結果に基づき、次のいずれかの便宜の供与を行うことをいう。  

ア 利用計画等を変更するとともに、関係者との連絡調整等の便宜を供与。  

イ 新たな支給決定若しくは支給決定の変更の決定が必要と認められる場合において、当該支

給決定障害者等に対し、当該申請の勧奨を行う。  

 

４ モニタリング期間について 

モニタリングの標準的な期間については、以下のとおりとする。 
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ただし、障害者等の心身の状況や置かれている環境等の変化により、本市がモニタリング期間

の変更が特に必要と認める場合はこの限りでない。（相談支援専門員が障害者等の障害及び生

活状況等を勘案し、モニタリング期間の変更が適当と判断する場合、継続サービス利用支援・継

続障害児支援利用援助（変更）提案書（別紙１６）を以て提案することができる） 

 

期  間 対 象 者 

Ⅰ １月（毎月）ごと 

⑴ 支給決定又は支給決定の変更によりサービスの種類、内
容又は量に著しく変動があった者 
⑵ 障害福祉サービス（施設入所支援・療養介護・重度障害
者等包括支援を除く）・障害児通所支援・地域定着支援利用
者のうち以下に該当する者 （⑴該当者を除く） 
① 障害者支援施設からの退所等に伴い、一定期間、集中的
に支援を行うことが必要である者  
② 単身世帯、同居している家族等の障害・疾病等のため、指
定障害福祉サービス事業者等との連絡調整を行うことが困難
である者 
③ 重度障害者等包括支援に係る支給決定が可能である者 

Ⅱ ３月ごと 

⑴ 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、短期入
所（支給量が７日を超える者）、就労移行支援、自立訓練
（機能訓練・生活訓練・宿泊型）を利用する者 

⑵ 生活介護、就労継続支援、共同生活援助（日中サービス
支援型を除く）、地域移行支援、地域定着支援を利用する
者のうち、６５歳以上で介護保険のケアマネージメントを受
けていない者 

⑶ 就労定着支援、自立生活援助又は共同生活援助（日中
サービス支援型に限る。）を利用する者 

Ⅲ ６月ごと 

⑴ 療養介護、重度障害者等包括支援、施設入所支援を利
用する者 

⑵ 生活介護、就労継続支援、共同生活援助（日中サービス
支援型を除く）、地域移行支援、地域定着支援を利用する
者（Ⅱ⑶を除く） 

⑶ 障害児通所支援 

Ⅳ １年ごと 短期入所（Ⅱ⑵を除く） 

備 考 

⑴  障害福祉サービスの新規申請者については、支給決定
日から起算して１月、３月、６月とする。ただし、障害児通所
支援の新規申請者については、支給決定日から起算して
３月とする。 

⑵ 支給量の変更があった者については、変更のあった月か
ら１月のみとする（Ⅰ⑴該当者を除く） 
⑶ 障害児通所支援若しくは障害福祉サービスを利用してい
る障害児が新たなサービスの支給を受けた場合は、支給決定
日から１月のみとする 
⑷ Ⅱ～Ⅳに係わらず、サービスの有効期限が異なる等の理
由により、モニタリング期間の調整を行うことがある 
⑸ 上記以外のモニタリング期間が特に必要と認められる場合
は、この限りではない 
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５ モニタリング等に係る留意事項 

サービス提供事業所の職員と兼務する相談支援専門員（地域相談支援に係る指定一般相談

支援事業所と兼務する場合は除く。）については、サービス提供事業所との中立性の確保や、サ

ービス提供事業所と異なる視点での検討が欠如しかねないことから、以下のやむを得ない場合を

除き、モニタリングや支給決定の更新又は支給決定の変更に係るサービス利用支援については、

当該サービス提供事業所と兼務しない相談支援専門員が実施することを基本とする。  

（１）身近な地域に指定特定相談支援事業者がない場合  

（２）支給決定又は支給決定の変更によりサービス内容に著しく変動があった者のうち、当該支

給決定等から概ね３ヶ月以内の場合（サービス利用支援とその直後の継続サービス利用支援

は一体的な業務であること、また、指定特定相談支援事業者の変更に当たっては利用者が別

の事業者と契約を締結し直すことが必要となるため、一定期間を猶予。）  

 （３）その他市町村がやむを得ないと認める場合  

 

６ セルフプランについて 

障害者総合支援法第２２条第５項及び児童福祉法第２１条の５の７第５項では、市区町村からサ

ービス等利用計画案等の提出を求められた障害者又は障害児の保護者は、相談支援事業所以

外において作成されるサービス等利用計画案等（セルフプラン）を提出することができるものとされ

ている。 

セルフプランは、障害者総合支援法施行規則第１２条の４及び児童福祉法施行規則第１８条の

１４の規定により「身近な地域に指定特定相談支援事業者・指定障害児相談支援事業者がない

場合又は申請者が希望する場合」に申請者が市区町村に提出できるものである。 

このため、セルフプランを提出する場合は、申請者にセルフプランの提出について（別紙１７）

を提出させるものとする。 

また、セルフプランの内容については、サービス等利用計画と同様に当事者の意向や生活全

般の解決すべき課題、目標達成時期、サービスの種類・内容・量等省令で示している項目につい

て記載することとする。 

なお、セルフプランは自ら計画の見直しを行えるものと判断されるため、指定事業所が行うモニ

タリングは必要ない。 

 

７ サービス等利用計画における介護保険対象者の取扱いについて 

本市における介護保険対象者のサービス等利用計画については、下記の取扱いとする。 

介護保険のケアプラン作成者については、原則、障害福祉サービスを含めたケアプランの提出

を依頼することとする。 

ただし、以下に該当する場合は、障害者総合支援法におけるサービス等利用計画の対象者と

することができる。 

（１） 障害福祉サービス固有の行動援護、同行援護、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、

就労継続支援等の申請者であって、障害福祉の観点から、本市がサービス等利用計画の作成

が特に必要と認める者 

（２） 施設入所支援、共同生活援助、生活介護等で障害特性等により介護保険施設における

対応ができない等の理由により障害福祉サービスの申請を行う者で、障害福祉の観点から、本

市がサービス等利用計画の作成が特に必要と認める者 
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（３） 介護保険の要介護認定の結果、非該当と判定された場合等で、介護保険サービスを利用

できない者 

（４） 介護保険の要介護認定を受けているが、介護保険サービスの利用がなく、ケアプランが

作成されていない者 

 

【備考】 

１．上記の（１）及び（２）に該当する場合においても、介護保険のケアプラン作成対象者につい

ては、障害福祉サービスを含めたケアプランの提出を優先し、それが困難である場合にのみ適

用すること。 

２．６５歳未満で特定疾病により介護保険及び介護扶助を受給者している者についてもこの取

扱いに準ずる。 

 

 

Ⅸ 障害福祉サービスに係るやむを得ない事由による措置 

やむを得ない事由により障害福祉サービスを利用することが著しく困難であると認める者につい

ては、『徳島市障害福祉サービス及び障害児通所支援に係るやむを得ない事由による措置要綱』

（別紙１８）に基づいて、障害福祉サービスの措置を行うことができる。 
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Ⅹ 障害者・障害児区分別障害福祉サービス対象者整理表 

 

区 分 障害者 障害児 非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 

介 

護 

給 

付 

費 

居 宅 介 護 ○ ○  
通院(身

体伴う)不

可 
     

重度訪問介護 ○ × 
 

 
      

同 行 援 護 ○ ○ 
アセスメ

ント該当

者のみ 

      

行 動 援 護 ○ ○        

重度障害者

等包括支援 
○ ×        

短 期 入 所 ○ ○        

生 活 介 護 ○ ×   
50 歳

以上 
    

療 養 介 護 ○ ×        

施設入所支援 ○ ×    
50 歳

以上 
   

訓 

練 

等 

給 
付 

費 

自 立 訓 練 ○ ×        

宿泊型自立訓練 ○ ×        

就労移行支援 ○ ×        

就労継続支援 ○ ×        

共同生活援助 ○ ×        

就労定着支援 ○ ×        

自立生活援助 ○ ×        

地域相

談支援

給付費 

地域移行支援 ○ ×        

地域定着支援 ○ ×        

※１ 共同生活援助の利用を希望する障害者のうち、入浴、排せつ又は食事等の介護の提供を

受けることを希望する障害者は障害支援区分の認定が必要となる。 

※２ 児童福祉法附則第６３条の２及び第６３条の３の規定に基づき１５歳以上の障害児が障害者

のみを対象とするサービスを利用する場合、徳島県中央こども女性相談センターの意見書によ

り、障害者のみを対象とするサービスの利用が適当とみなされる場合は、当該障害児が障害者

とみなされることから、当該障害児本人が申請を行うことができる。 

なお、当該障害児が障害児を対象とするサービスについても併せて利用する場合は、当該

サービスについても障害者とみなして扱う。 
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Ⅰ 障害児通所支援等の支給決定について 

 

１ 対象者となる障害児 

（１）身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳を有している児童 

（２）特別児童扶養手当、自立支援医療（精神通院医療）、小児慢性特定疾病医療を受給して

いる児童 

（３）医師の診断書等により、発達障害等の障害又は小児慢性特定疾病等の難病の状態及び

療育・訓練の必要性が認められる児童 

（４）上記（１）～（３）に該当しないが、徳島県中央こども女性相談センターまたは徳島市子ども

健康課等の作成する意見書において、療育・訓練を必要性が認められる児童 

 

 

２ 意見書について 

（１）障害者手帳を取得していない児童又は特別児童扶養手当等を受給していない児童につい

ては、徳島市子ども健康課（未就学児のみ）、徳島県中央こども女性相談センター、徳島県発

達障がい者総合支援センター等の意見書（判定結果）又は医師の診断書（意見書可）において、

障害の有無等を確認し、支給決定の可否を行う。 

また、支給決定において、重症心身障害児及び難聴児の判断が必要な場合で、身体障害者

手帳及び療育手帳により判断できない時には、徳島県中央こども女性相談センターに当該対

象障害児となるかどうか意見書に記載を求めることとする。 

（２）意見書の作成を徳島市子ども健康課、徳島県中央こども女性相談センター又は徳島県発

達障がい者総合支援センターから意見書の提出にあたっては、保護者から同意書（別紙２０－

１・２０－２・２０－３）及び児童通所支援・障害福祉サービス（意見書）における基礎資料（別紙２

１・２２）の提出を求めるものとする。 

また、各機関に意見書作成を依頼する際は、各機関における相談歴について確認することと

する。相談した時期が不明の場合や相談して長期間経過している場合は、保護者から各機関

に現在の相談記録で意見書の作成が可能かどうか確認を求める。 

（３）医師の診断書もしくは意見書にかかる費用は申請者もしくは利用者の自己負担とする。 

 

３ 障害児通所支援の申請から利用までのながれ 

 障害児通所支援の申請から利用までのながれについては、次頁のとおり。 
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障害児通所支援の申請から利用までのながれ 

 

① 障害児通所支援を利用する場合、申請者（保護者）は

本市の窓口で支給申請及び利用者負担額の決定に必

要な所得等の申告、聴き取り調査の予約を行う。 

  

② 本市は対象障害児が療育手帳、身体障害者手帳等を

取得していない場合、徳島県中央こども女性相談センタ

ー（児童相談所）又は子ども健康課等に意見書の作成を

依頼する。依頼後、意見書より本市は対象障害児が療

育・訓練を必要とするか否かについて確認する。 

 

③ 必要と認められた後、申請者は障害児相談支援事業

所と契約し、障害児支援利用計画案の作成を依頼する。 

 

 

 

④ 本市は申請者等に対し、心身の状況等について、聴き

取り調査を行う。 

 

 

⑤ 申請者は障害児相談支援事業所が作成した障害児支

援利用計画案とともに、障害児相談支援支給申請書兼

障害児相談支援依頼届出書を障害福祉課に提出する。 

 

 

 

⑥ 本市は障害児支援利用計画案を踏まえ、サービスと支

給量、モニタリング期間等を決定し、受給者証を発行す

る。 

 

⑦ 障害児相談支援事業所は支給決定されたサービスを

もとに障害児支援利用計画を作成する。 

 

 

 

 

⑧ 申請者はサービスを利用する事業所に受給者証を提

示し、利用契約を行った後、支給決定されたサービスを

利用する。 

 

⑨ 障害児相談支援事業所はモニタリング期間ごとに、サ

ービスの利用状況等を検証し、必要に応じて、計画の見

直しを行う。 

 

○保育所等訪問支援について 

  サービスの申請をする者は、上記の手続き以外に訪問先の保育所等の承認等の手続きが必

要である。 

支給決定 

相談支援事業所との契約 
(障害児支援利用計画案の作成依頼) 

聴き取り調査 

障害児支援利用計画案、 

障害児相談支援支給申請書兼障害

児相談支援依頼届出書の提出 

障害児支援利用計画の作成 

サービス事業所との契約 

サービスの利用開始 

モニタリング 

支給申請 

中央こども女性相談センター 

又は子ども健康課等 

へ意見書の作成依頼 
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Ⅱ 障害児通所支援支給決定ガイドライン 

給付 

種類 
サービス名 内容 対象者 

障

害

児

通

所

給

付 

児童発達支援 （肢体

不自由のある児童に

対して治療を行うもの

を除く。） 

日常生活における基本的な

動作の指導、知識技能の付

与 、 集 団 生活 へ の適応 訓

練、その他必要な支援を行

います。 

療育の観点から集団療育及

び個別療育を行う必要があ

る未就学の障害児 

児童発達支援 （肢体

不自由のある児童に

対して治療を行うもの

に限る。） 

児童発達支援及び治療を行

います。 

肢体不自由があり、理学療

法等の機能訓練又は医療

的管理下での支援が必要な

障害児 

基準支給量／ 

支給決定期間 
各月の日数－８日以内 １年以内 

放課後等デイサービ

ス 

生活能力の向上のために必

要な訓練、社会との交流の促

進その他必要な支援を行い

ます。 

学校に就学しており、授業

の終了後又は休業日に支

援が必要な障害児 

基準支給量／ 

支給決定期間 
１５日／月以内 １年以内 

居宅訪問型児童発達

支援 

居宅を訪問し、日常生活に

お け る 基 本 的 な 動 作 の 指

導、知識技能の付与、集団

生活への適応訓練その他必

要な支援を行います。 

重症心身障害児等であっ

て、障害児通所支援を受け

るために外出することが著し

く困難な障害児 

基準支給量／ 

支給決定期間 
８日／月以内 １年以内 

保育所等訪問支援 

障害児以外の児童との集団

生活への適応のための専門

的な支援その他必要な支援

を行います。 

保育所、幼稚園、小学校、

特別支援学校等に通う障害

児又は乳児院、児童養護施

設等に入所する障害児であ

って、施設において、専門

的な支援が必要な障害児 

基準支給量／ 

支給決定期間 
２日／月以内 １年以内 

 

１ 対象者について 

【児童発達支援 （肢体不自由のある児童に対して治療を行うものを除く。）】  

療育の観点から集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる主に未就学の障害児 

【児童発達支援 （肢体不自由のある児童に対して治療を行うものに限る。）】  

肢体不自由があり、理学療法等の機能訓練又は医療的管理下での支援が必要であると認め

られた障害児 
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【放課後等デイサービス】  

学校教育法第１条に規定している学校（幼稚園及び大学を除く。）又は専修学校等（専修学

校及び各種学校）に就学しており、授業の終了後又は休業日に支援が必要と認められた障害

児 

【居宅訪問型児童発達支援】  

重度の障害の状態その他これに準ずるものとして内閣府令で定める状態にあり、児童発達支

援、医療型児童発達支援又は放課後等デイサービスを受けるために外出することが著しく困難

であると認められた障害児 

※その他これに準ずるものとは下記の状態とする。 

(1)人工呼吸器を装着している状態その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある

場合 

(2)重い疾病のため感染症にかかるおそれがある状態にある場合 

【保育所等訪問支援】  

保育所、幼稚園、小学校、特別支援学校、認定こども園等に通う障害児又は乳児院、児童養

護施設その他児童が集団生活を営む施設として、市町村が認めた施設に入所する障害児 

 

２ 支給量について 

前頁表のとおり。ただし、支給量については、障害児の発達支援の状況等を踏まえ、各種手帳

の所持又は医師の診断書等により、障害又は難病を有するとみなされる場合等、特に支援が必

要とみなされる場合は、原則日数を超えて利用を必要とする理由を記載した理由書（別紙２８）の

内容を勘案し、基準支給量を超える支給量を支給できる。 

 

３ 通所給付決定の際の勘案事項 

支給申請が行われたときは、次に掲げる事項を勘案して支給の要否を決定する。  

（１）当該申請に係る障害児の障害の種類及び程度その他の心身の状態、介助の必要性や障

害の程度の把握のために、５領域２０項目（別表７）の調査を行う。 

（２）当該申請に係る障害児の介護を行う者の状況 

（３）当該申請に係る障害児の保護者に関する障害児通所給付費等の受給の状況 

（４）当該申請に係る障害児の保護者に関する障害児入所給付費の受給の状況 

（５）当該申請に係る障害児の保護者に関する介護給付費等の受給の状況 

（６）当該申請に係る障害児に関する保健医療サービス又は福祉サービス等の利用の状況

（（３）～（５）を除く） 

（７）当該申請に係る障害児又は障害児の保護者の障害児通所支援の利用に関する意向の具

体的内容 

（８）当該申請に係る障害児の置かれている環境 

（９）当該申請に係る障害児通所支援の提供体制の整備の状況 

 

４ 支給決定事項等 

通所給付決定の際に、指定通所支援に係る報酬の算定上確認等が必要な事項等について、

併せて決定等を行う。 
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（１）「重症心身障害」及び「難聴」対象児 

重症心身障害児については、身体障害者手帳の肢体不自由に関して 1 級又は 2 級の交

付、かつ、療育手帳 A 判定を受けている障害児。なお、当該手帳により判断ができない場合

は、徳島県中央こども女性相談センターより当該対象障害児と判定を受けた障害児とする。 

（２）「個別サポート加算（Ⅰ）」及び「「個別サポート加算（Ⅰ）（重度）」対象児 

ア 児童発達支援に係る「個別サポート加算（Ⅰ）」 

下記の（ア）～（エ）のいずれかに該当する障害児 

（ア）重症心身障害児対象児 

（イ）身体障害者手帳１級・２級の交付を受けている障害児 

（ウ）療育手帳を交付されており、最重度又は重度であると判定されている障害児 

（エ）１級の精神障害者保健福祉手帳を交付されている障害児 

イ 放課後等デイサービスに係る「個別サポート加算（Ⅰ）」 

平成２４年厚生労働省告示第２７０号第８の４の表（別表８）から算出した点数の合計が、１３点

以上である障害児。 

ウ 放課後等デイサービスに係る「個別サポート加算（Ⅰ）（重度）」 

「障害児の調査項目（５領域２０項目）」（別表７）の「食事」、「排せつ」、「入浴」及び「移動」のう

ち３つ以上の項目について「常に支援が必要である」又は「一人で歩くことが難しい」の区分に

該当する障害児。 

（３）「強度行動障害児支援加算」対象児 

 「強度行動障害判定基準表」（平成２４年厚生労働省告示第２７０号）に係る調査において、合

計２０点以上に該当する障害児。 

（４）「視覚・聴覚・言語機能障害児支援加算」の支給決定に係る対象児 

下記の（ア）～（ウ）のいずれかに該当する障害児 

（ア）視覚に重度の障害を有する障害児（視覚障害に関して１級又は２級の身体障害者手帳の

交付を受けている障害児） 

（イ）聴覚に重度の障害を有する障害児（聴覚障害に関して２級の身体障害者手帳の交付を受

けている障害児） 

（ウ）言語機能に重度の障害を有する障害児（言語機能に関して３級の身体障害者手帳の交付

を受けている障害児） 

（５）「医療的ケア児」対象児 

「障害福祉サービス等利用における医療的ケア判定スコア（医師用）」（令和３年３月２３日 厚

生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 事務連絡 「令和３年度報酬改定におけ

る医療的ケア児に係る報酬（児童発達支援及び放課後等デイサービス）の取扱い等について」

の別紙１）において、基本スコア及び見守りスコアを合算して算出した点数が、３点以上の障害

児。※支給決定を希望する場合は、上記判定スコアを１年に１回本市に提出すること。 

 

５ 個別サポート加算（Ⅱ）の算定について 

本加算は、要保護児童又は要支援児童を受け入れた場合において、家庭との関わりや、心

理的に不安定な児童へのケア、支援に必要な関係機関と連携が必要となることを考慮し、児童

相談所やこども家庭センター等の公的機関、要保護児童対策地域協議会、医師と連携して指

定児童発達支援及び指定放課後等デイサービスを行う場合に算定できる。 
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なお、算定可否については、個別支援計画に基づいて判断する。※算定を行う場合は、個

別支援計画を作成（見直し）の毎に本市に提出すること。 

 

６ 個別サポート加算（Ⅲ）の算定について 

本加算は、不登校の状態にある障害児に対して、学校及び家族等と緊密に連携を図りながら、

指定放課後等デイサービスを行う場合に算定できる。本加算の対象となる児童とは、「何らかの

心理的、情緒的、身体的あるいは社会的要因・背景により、登校しないあるいはしたくてもでき

ない状況にあるため、長期的継続的もしくは断続的に欠席している児童（病気や経済的な理由

による者は除く。）」であって、あらかじめ保護者の同意を得た上で、学校と情報共有を行い、事

業所と学校との間で、緊密な連携を図りながら支援を行うことが必要である」と判断された障害

児を対象とする。 

 なお、算定可否については、「個別サポート加算（Ⅲ）算定に係る報告書」（別紙２３）及び個別

支援計画に基づいて判断する。※算定を行う場合は、上記報告書及び個別支援計画を作成

（見直し）の毎に本市に提出すること。 

 

７ 支給決定期間について 

支給決定期間は通常１年以内であるが、同一世帯にサービスを利用する障害児が複数いる場

合（以下「複数障害児」という。」）や障害児が１８歳到達等の状況により支給決定期間を短縮させ

る場合がある。  

支給決定日から１年以内に１８歳に到達する場合、支給決定終了日は誕生日月の末日までと

する（１日が誕生日の場合は誕生日の前月末まで）。 

また、サービスを申請した障害児が、他に障害福祉サービス又は地域生活支援事業を利用し

ている場合や申請の結果、複数障害児となる場合は、保護者の申請手続きの負担軽減のため、

原則、利用中のサービス又は同一世帯の他の障害児の支給終了日と期間を合わせるものとす

る。 

  なお、児童発達支援の支給決定期間については、対象障害児が次年度において就学する場

合は、支給決定期間を３月３１日までとする（放課後等デイサービスを希望する者は、再度支給決

定を行う）。 

 

８ 複数障害児について 

 複数障害児の利用者負担については、同一の保護者が支給決定を受けている場合は、一の負

担上限月額となる。 

利用者負担額が上限額を超える見込みのある者は上限管理が必要となるが、この場合、受給

者証の特記事項欄に「上限管理対象者（複数障害児）」と記載する。 

 

９ 放課後等デイサービスの利用年齢に関する特例 

放課後等デイサービスについては、１８歳未満の障害児を対象としているが、１８歳到達後も引

き続き放課後等デイサービスを受けなければ、その福祉を損なうおそれがあると認めるときは、２０

歳に達するまで利用することができる特例を設けている。 
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(1) 支給決定の手順について 

支給決定に当たって、利用年齢の特例を必要とするか否かについて判断が困難な場合に

は、徳島県中央こども女性相談センターに意見を求めるものとする。 

（２）この特例による放課後等デイサービスを希望する申請者（対象者本人）は、特例措置が必

要となる理由について記載した理由書（別紙２９）等を本市に提出し、本市において、支給決定

要件を満たすかどうか勘案したうえでサービスの支給の要否を決定する。 

なお、申請者が生活介護その他の支援を利用できる場合は、通所給付決定は行わない。 

（３）支給決定者について 

  支給決定者は、障害者本人とする。 

（４）支給決定期間について 

  支給決定期間は最大１年間とし、継続して利用を希望する場合はあらためて上記の必要書

類をもとめた上で支給決定するものとする。特別支援学校等在学中の障害者については、卒業

する月末までの決定とし、引き続き利用を希望する場合は、申請を受けて卒業後必要な理由を

あらためて勘案した上で支給決定を行うこととする。 

（５）利用者負担について 

サービス利用にかかる負担金については、障害児の負担金の算定方法により決定する。 

 （６）特例の要件である生活介護その他の支援が受けられない状況かどうかについては、保護者

からの理由書等（状況により個別会議による協議等）により判断する。特別支援学校等在学中

については、生活介護等の通所等の利用が困難なため、在学している事を理由とする。 

（７）聴き取り調査については、障害児の聴き取り調査票で行う。ただし、障害福祉サービスを利

用するため、８０項目の聴き取り調査を行う場合は重複しては行わない。なお、聴き取り調査は

原則として申請がある都度行うものとする。 

 

１０ 乳児院又は児童養護施設に入所している障害児への障害児通所支援の支給決定につい

て 

 乳児院児院又は児童養護施設に入所している障害児については、児童福祉法第 27 条第１項

第３号に規定する措置によるものであることから、障害児通所支援の提供についても、児童福祉

法第 21 条の６の規定及び「里親に委託されている児童が保育所へ入所する場合等の取扱いに

ついて（平成１１年８月３０日付け児家第５０号通知）」に基づき、やむを得ない事由による措置とし

て市町村が支援の提供を委託する。 

※『徳島市障害福祉サービス及び障害児通所支援に係るやむを得ない事由による措置要綱』

（別紙１９）参照 

 

１１ 他のサービスとの併給等について  

原則として、併給できないサービスの組み合わせは特定せず、報酬が重複しない利用形態で

あるならば、本市が支給決定時にサービスの必要性について適切に判断し、特に必要と認める場

合は併給を妨げない。 

なお、複数の障害児通所支援の通所給付決定を受けている場合でも、障害児通所支援に係る

報酬は一日単位で算定されることから、同一日に複数の障害児通所支援を利用することはできな

い（同一日に同一サービスを異なる事業所で利用した場合を含め、同一日においては、一の事業

所以外の報酬は算定できない。）。 
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（１）保育所等訪問支援について 

本市が特に必要と認める場合には、児童発達支援（医療型児童発達支援を含む。）又は放

課後等デイサービスと保育所等訪問支援を組み合わせて支給決定を行うことができる。 

なお、同一時間帯での支援の提供でない限りにおいて、児童発達支援、放課後等デイサー

ビス等と同一日であっても報酬の算定は可能であるが、保育所等訪問支援を同一日に複数回

算定することや障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス（居宅介護を除く。）と同一日に

算定することはできない。 

（２）居宅訪問型児童発達支援について 

対象者が、児童発達支援、放課後等デイサービス等を利用するために外出することが

著しく困難であると認められる障害児であることから、児童発達支援等と組み合わせて

通所給付決定を行うことは、原則として想定されないものであるが、通所施設へ通うた

めの移行期間として組み合わせることは差し支えない。 
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Ⅲ 障害児相談支援支給決定ガイドライン 

 

給付 

種類 
サービス名 内容 対象者 

障
害
児
相
談
支
援
給
付 

障害児支援利用援助 

利用者の状況等を勘案し、サ

ービス等を利用するための利

用計画を作成します。 

サービスの申請・変更申

請を行った障害児の保護

者 

継続障害児支援 

利用援助 

障害児支援利用計画が適切

かどうか検証し、必要に応じ計

画を見直し、計画の変更等を

行います。 

障害児支援利用計画が

作成された支給決定者等 

基準支給量／支給決定期間 － サービスの支給決定期間 

 

障害児相談支援給付支給決定ガイドラインについては、障害福祉サービスの「Ⅷ 計画相談支

援給付支給決定ガイドライン」を参照のこと。 

 

 

Ⅳ 障害児通所支援に係るやむを得ない事由による措置 

やむを得ない事由により障害児通所支援を利用することが著しく困難であると認める者につい

ては、『徳島市障害福祉サービス及び障害児通所支援に係るやむを得ない事由による措置要綱』

（別紙１９）に基づいて障害児通所支援の措置を行うことができる。 
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地域生活支援事業支給決定ガイドライン 
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 Ⅰ 地域生活支援事業支給決定ガイドライン 

 

サービス名 内容 対象者 

移動支援事業 

（個別支援型） 

社会生活上必要不可欠な外出

及び余暇活動等の社会参加のた

めの外出を行う際のホームヘル

プサービスです。ただし、通院や

通学、通勤、施設通所には利用

ができません。 

視覚障害者（児）、全身性障害

者（児）（両上肢及び両下肢障

害があり 身体障害 者 手帳 1

級）、知的障害者（児）、精神障

害者（児） 

基準支給量／ 

支給決定期間 
３０時間／月 １年以内 

日中一時支援事業 

日中、短期入所（ショートステイ）

事業所等において、知的障害者

及び障害児に活動の場を提供

し、見守り、社会に適応するため

の日常的な訓練等を行います。 

知的障害者・障害児（日中にお

いて監護する者がいないため、

一時的に見守り等の支援が必

要な場合） 

基準支給量／ 

支給決定期間 
２日／月 １年以内 

福祉ホーム事業 

住居を必要としている人に、低額

な料金で、居室等を提供するとと

もに、日常生活に必要な支援を

行います。 

身体障害者、知的障害者、精

神障害者（ただし、常に介護や

医療が必要な人を除きます） 

基準支給量／ 

支給決定期間 
各月の日数／月 ３年以内 

身体障害者訪問入浴

サービス事業 

在宅や施設での入浴が困難な重

度の身体障害者を対象に、看護

師又は准看護師若しくは介護職

員が、身体障害者の居宅を訪問

し、浴槽を提供して入浴の介護を

行います。 

肢体不自由又は体幹機能障害

を有する身体障害者手帳１級

又は２級の身体障害者で、医師

の診断により入浴を許可されて

おり、居宅での家族等又はヘル

パーの介助による入浴が困難

であり、かつ、障害福祉サービ

スにおける生活介護等の利用

が困難である人 

※介護保険給付対象者を除く 

基準支給量／ 

支給決定期間 
１回／週 １年以内 

重度障害者入院時コミ

ュニケーション支援事

業 

意思疎通が困難な重度身体障害

者が医療機関に入院する際にコ

ミュニケーション支援員を派遣し

医師や看護士等との円滑な意思

疎通を支援します。 

重度訪問介護対象者であっ

て、居宅介護又は重度訪問介

護利用者で発語困難等により

意思表示が困難な単身世帯等

の身体障害者 

基準支給量／ 

支給決定期間 

１５０時間／月（８時間／日までで

１回の入院につき３０日以内） 
１年以内 
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重度障害者大学修学

支援事業 

重度障害者が修学するために必

要な支援体制を大学等が構築で

きるまでの間、重度障害者に対し

て必要な支援をします。 

重度訪問介護の対象者であっ

て、居宅介護又は重度訪問介

護利用者（※大学等の要件あ

り） 

基準支給量／ 

支給決定期間 

１６５時間／月（７．２時間／日ま

で） 
１０カ月以内 

重度障害者等就労 

支援特別事業 

重度障害者等の通勤や職場等

における排せつ、食事、通勤・外

出及び代筆・代読等のコミュニケ

ーション等の支援をします。 

重度訪問介護、同行援護又は

行動援護の支給決定を受けて

いる者であって、１週間の所定

労働時間が 10 時間以上である

者。 

基準支給量／ 

支給決定期間 
１６０時間／月（８時間／日まで） １年以内 

※大学等の要件①障害のある学生支援について協議・検討や意思決定を行う委員会及び障害

のある支援業務を行う部署・相談窓口が設置されていること。②重度障害者に対する支援体制

の構築に向けた計画が立てられ、着実に大学等による支援がすすめられていること。 

 

１ 対象者について 

上記表のとおり。 

 

２ 支給量について 

【移動支援事業】  ３０時間／月以内 

【日中一時支援事業】  ２日／月 

【福祉ホーム事業】  各月の日数／月 

【身体障害者訪問入浴サービス事業】  １回／週 

【重度障害者入院時コミュニケーション支援事業】  １50 時間／月（８時間／日までで１回の 

入院につき３０日以内） 

【重度障害者大学修学支援事業】 １６５時間／月（７．２時間／日までで年間１０カ月以内） 

【重度障害者等就労支援特別事業】 １６０時間／月（８時間／日まで） 

 

３ 支給決定における勘案等について 

【移動支援事業】 

 やむを得ない事由により、本市が特に必要と認める場合は、支給量の追加ができる。 

 

【日中一時支援事業】  

下記（１）～（３）に該当する場合、支給量の追加ができる。  

（１）下記アからウに該当する場合、支給量を５日／月まで支給できる。 

ア 保護者が就労のため、日中に必要な支援が見込めない者（この場合、１年ごとに保護者

の就労を証明する書類の提出が必要） 

イ 全身性障害者（児）又は重度心身障害者（児）であって、日中の支援の必要性が高いとみ

なされる者 
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ウ 単身であるため、必要な支援が見込めない状況にある者又は家族等と同居しているが、 

当該家族等が障害、疾病等のため必要な支援が見込めない者 

（２）就学児の夏期休暇である８月中のみ最大１０日／月まで支給量の変更をすることができる。 

（３）上記に定めるもののほか、本市が特に支援が必要と認めた場合、支給量の変更をすること 

ができる。 

４ 障害福祉サービス等との併給について 

移動支援事業、日中一時支援事業、身体障害者訪問入浴サービス事業は、在宅生活者（児）

を対象としている。このため、在宅生活者（児）で障害福祉サービス又は障害児通所支援を利用し

ている者のサービスの併給は可能である。しかし、施設入所支援受給者が利用することができな

い。 

身体障害者訪問入浴サービス事業については、居宅での家族等又はヘルパーの介助による

入浴が困難であり、かつ、障害福祉サービスにおける生活介護等の利用が困難である者が対象と

なることから、支給決定の際、居宅介護等及び生活介護等の利用状況を勘案して支給決定を行

う。 

 

５ 行動援護、同行援護、重度訪問介護と移動支援事業の併給について 

外出時の支援である行動援護、同行援護、重度訪問介護は移動支援事業に優先するため、各

サービスの対象となる者は移動支援事業の利用はできない。 

また、重度訪問介護利用者のうち障害支援区分６の身体障害者については、重度訪問介護に

よる入院中の意思疎通支援等が重度障害者入院時コミュニケーション支援事業に優先する。 

 

６ 介護保険との併用関係について 

 訪問入浴サービスについては、介護保険給付対象者は対象外とする。その他の事業について

は、介護保険との併用について、介護保険に該当するサービスがないかどうかを検討してから支

給決定を行う。 

   

７ その他 

移動支援事業については、『徳島市移動支援事業（個別支援型）ガイドライン』（別紙２）を参照

のこと。 
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障害福祉サービス等の利用者負担 
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Ⅰ 障害福祉サービス・障害児通所支援の利用者負担について 

 

障害福祉サービス及び障害児通所支援の利用者が負担する金額は、所得に応じて負担上限

月額を設定する。サービスに係る費用の１割相当額が負担上限月額より低い場合は、サービスに

係る費用の１割相当額の負担となる（計画相談支援、地域相談支援及び障害児相談支援につい

ては、利用者負担は不要）。 

負担上限月額については、利用者本人（支給決定保護者）の属する世帯の収入等に応じて、

下記の５区分に設定する。 

なお、世帯については、原則、住民基本台帳上、同一世帯であるかどうかにより判断することと

するが、障害児で親が単身赴任しているような場合については、単身赴任している親も同一世帯

であるとみなして認定する。 

 

１ 障害福祉サービスの利用者負担区分 

所得区分 負担上限月額 

生活保護 生活保護世帯 

０円 低所得１ 
市町村民税非課税世帯のうち、本人又は保護者

の年収が８０万円以下 

低所得２ 市町村民税非課税世帯（低所得１に該当しない） 

一般１ 

市町村民税課税世帯（市町村民税所得割額が１６

万円（障害児及び２０歳未満の施設入所者にあっ

ては２８万円未満） 

【施設等入所者以外】 

 障害者…９，３００円 

 障害児…４，６００円 

【２０歳未満の施設等入所者】 

     ９，３００円 

一般２ 市町村民税課税世帯（一般１に該当しない） ３７，２００円 

【所得区分（負担上限月額）の決定にあたる世帯の範囲】 

     ・障害者…本人及び配偶者     ・障害児…本人及び保護者世帯全員 

 

２ 障害福祉サービスの負担軽減措置等 

軽減措置等の種類 内 容 

食費・光熱水費等の軽減 

施設でサービスを利用する場合の食費や光熱水費は全

額自己負担となるが、所得の低い人はその負担が軽減さ

れる。 

療養介護の医療費・食事療養費

の軽減 

療養介護を利用する場合、所得の低い人は、医療費や

食事療養費の負担が軽減される。 

グループホームの家賃助成 
グループホームの利用者で所得の低い人には、利用者１

人あたり月額１万円を上限として家賃の助成が行われる。 

高額障害福祉サービス等給付費 

同じ世帯に障害福祉サービスを利用する人が複数いる場

合や、障害児通所支援や介護保険を併用している人が

いる場合や補装具費を支払った場合は、合算した金額が

基準額（利用者負担上限額）を超えた金額が申請により

払い戻される。 
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新高額障害福祉サービス等給付

費 

６５歳になるまでに５年以上、特定の障害福祉サービス（居

宅介護・重度訪問介護・生活介護・短期入所）を利用して

いた人で、一定の要件を満たす場合は、介護保険移行後

に利用した相当する介護保険サービスの利用者負担が償

還される。 

 

３ 障害児通所支援の利用者負担区分 

所得区分 負担上限月額 

生活保護 生活保護世帯 

０円 低所得１ 
市町村民税非課税世帯のうち、保護者の年収が

８０万円以下 

低所得２ 市町村民税非課税世帯（低所得１に該当しない） 

一般１ 市町村民税課税世帯（所得割額２８万円未満） ４，６００円 

一般２ 市町村民税課税世帯（一般１に該当しない） ３７，２００円 

【所得区分（負担上限月額）の決定にあたる世帯の範囲】 保護者の属する世帯全員 

 

４ 障害児通所支援の負担軽減措置等 

軽減措置等の種類 内 容 

食費・光熱水費等の軽減 
施設でサービスを利用する場合の食費や光熱水費は全額

自己負担となるが、所得の低い人はその負担が軽減される。 

高額障害児通所給付費 

同じ世帯に障害児通所支援と、障害福祉サービスを併用し

ている人がいる場合や補装具費を支払った場合は、合算し

た金額が基準額（利用者負担上限額）を超えた金額が申請

により払い戻される。 

未就学児の多子軽減措置 

小学校就学前の児童が２人以上いる場合で、第１子目が幼

稚園・保育所等（※）、または障害児通所支援に通っている

場合、第２子目の障害児通所支援の利用者負担額は半額、

第３子目以降は無償となる。 

また、年収約３６０万円未満相当世帯で、第１子（未就学児に

限らず）が保護者と生計を一にしている場合、第２子目の障

害児通所支援の利用者負担額は半額、第３子目以降は無

償となる。ただし、いずれも上記の負担上限月額と比較して

低い額を負担上限月額とみなす。 

※幼稚園、特別支援学校の幼稚部、保育所、情緒障害児短

期治療施設、認定こども園 

就学前障害児の発達支援の

無償化 

就学前の障害児を支援するため、｢満 3 歳になって初めての

４月１日から３年間｣については、児童発達支援等のサービ

スの利用者負担を無料とする。 

※受給者証には所得区分に応じた負担上限月額を記載し、

特記事項欄に無償化対象児童であることを記載する。 
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５ 障害福祉サービス等の負担上限月額の算定の取り扱いについて 

（１）負担上限月額の認定時において、市町村民税所得割額の算定に当たっては、「住宅借入

金等特別税額控除」（地方税法附則第５条の４及び第５条の４の２）及び「（ふるさと納税制度に

よる）寄附金税額控除」（地方税法第314条の７）による税額控除前の所得割額で判定を行うこと

とする。 

（２）障害福祉サービス等の負担上限月額等の算定に当たって用いる市町村民税の所得割の

額については、年少扶養親族（16 歳未満）及び特定扶養親族（16 歳以上 19 歳未満）の扶養控

除が適用された場合と同様のものとなるよう算出する。 

（３）負担上限月額等の決定の基礎となる市町村民税所得割の額の算定において、未婚のひと

り親についても、寡婦控除等が適用された場合と同等の控除が得られるようにする。 

（４）市長村民税の課税年度については、障害福祉サービス等の支給を受ける日の属する年度

（４月から６月までは前年度）の地方税法の規定による市長村民税の課税状況により算定する。 

 

６ 地域生活支援事業の利用者負担区分 

地域生活支援事業においても、利用者負担金は、障害福祉サービス等と同様に所得に応じて

利用者負担額が設定されるが、負担上限月額や高額給付費等の規定は設けていない。また、施

設でサービス利用にともなう食費や光熱水費等は全額自己負担となる。 

なお、移動支援事業（車両移送型）については、利用者負担を無料としている。 

所得区分 負担額 

生活保護世帯 

市町村民税非課税世帯 
０円 

市町村民税課税世帯 サービス基準額の１割 

 

 

Ⅱ 障害福祉サービス等の利用者負担上限額管理について 

 

１ 利用者負担上限額管理対象者について 

障害福祉サービス等の利用者負担には上限額が設定されているが、負担上限月額を超えて

負担額を支払わないように、負担額の上限管理を行うこととしている。下記の利用者で、利用者

負担額が負担上限月額を超過することが予測される者については、利用するいずれかの事業

所に上限管理を依頼する。（複数の事業所を利用しない場合は依頼の必要はない。） 

（１）居住系サービス事業所 （施設入所支援、療養介護、共同生活援助、短期入所、宿泊型

自立訓練）の利用者で、他事業所の障害福祉サービスを利用する者 

（２）在宅の障害福祉サービス等利用者で複数の障害福祉サービス事業所を利用する者 

（３）障害児通所支援利用者で複数の障害児通所支援事業所を利用する者 

  

２ 利用者負担上限額管理の届出について 

上限管理が必要な者は受給者証の裏面の「利用者負担に関する事項」欄の「利用者負担上

限額管理対象者該当の有無」の欄に「該当」と記載する。 



 

62 

 

利用者は、上限管理を依頼する事業所に利用者負担上限額管理依頼（変更）届出書、障害

児通所支援利用者負担上限額管理事務依頼（変更）届出書（別紙２５、２６）を提出し、事業所

の承諾を受けたうえで、本市に届出書と受給者証を提出し、受給者証に上限額管理事業所名

の記載を受ける。 

また、同一世帯にサービスを利用する障害児が複数いる場合で同一の保護者が支給決定を

受けている場合、その保護者については、同一の負担上限月額が設定されることから、受給者

証の特記事項欄に「上限額管理対象者（複数障害児）」と記載し、合算の対象となる障害児氏

名と受給者証番号を記載する。この場合、利用者は、上限管理を依頼する事業所に、複数児童

用利用者負担上限額管理依頼（変更）届出書（別紙２７）を提出し、事業所の承諾を受けたうえ

で、本市に届出書と受給者証を提出し、受給者証に上限額管理事業所名の記載を受ける。 

なお、上限管理を行う事業所の優先順序は、下記のとおりとするので、支給決定者等は利用

するサービスの内容に応じて、事業所に上限管理の依頼を行う。 

  【障害福祉サービス】 

（１）居住系サービス事業所（施設入所支援、療養介護、共同生活援助、宿泊型自立訓練等） 

（２）特定相談支援事業所（計画相談支援支給対象者のうちモニタリング期間が「毎月ごと」の

場合のみ） 

（３）日中活動系サービス事業所 （生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援等の

うち契約日数の多い事業所） 

（４）訪問系サービス （ホームヘルプ事業所のうち契約時間数が多い事業所） 

（５）短期入所サービス （短期入所のみの利用者） 

（６）共同生活援助の体験利用者 

   

【障害児通所支援】 

（１）障害児相談支援事業所（障害児相談支援支給対象者のうちモニタリング期間が「毎月ご

と」の場合のみ） 

（２）（１）に該当する者以外（児童発達支援事業所、医療型児童発達支援事業所、放課後等

デイサービス事業所、保育所等訪問支援事業所のうち契約日数の多い事業所） 

 

※これまでに上限額管理対象者となっていて、既に上限管理事業所の届出をしている者で、

上限管理事業所の変更がない場合は、新たに届出する必要はない。 
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資料・様式等 

別表１  難病等対象疾病一覧 

別表２  障害児の調査項目 

別表３  行動援護及び重度障害者等包括支援の判断基準票 

別表４  同行援護のアセスメント調査票 

別表５  居宅介護支給決定基準早見表（基本・勘案追加） 

別表６  居宅介護支給決定基準早見表（日中活動系サービス支給決定者） 

別表７  放課後等デイサービスの「乳幼児等サポート調査留意事項」 

別表８  放課後等デイサービスの「就学児サポート調査（行動関連項目１６項目）」 

 

別紙１  理由書 

別紙２  徳島市移動支援事業（個別支援型）ガイドライン 

別紙３  暫定支給決定期間にかかる訓練等給付事業評価結果報告書 

別紙４  暫定支給期間アセスメントシート（就労移行支援事業・就労継続支援Ａ型） 

別紙５  暫定支給期間アセスメントシート（生活訓練事業・機能訓練事業） 

別紙６  就労継続支援Ａ型事業に係るアセスメント実施報告書  

別紙７  障害者就労アセスメント票 

別紙８  アセスメントシート（就労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ型） 

別紙９  アセスメント票（就労系） 

別紙１０ 就労支援のための日常生活チェック票 

別紙１１ 支給決定の更新にかかる評価結果報告書（標準利用期間設定サービス） 

別紙１２ アセスメントシート（標準利用期間設定サービス） 

別紙１３ 利用者に対する支援の内容 

別紙１４ 標準利用期間を超える更新決定の取扱いについて 

別紙１５ アセスメントシート（標準利用期間を超える支給決定） 

別紙１６ 就労移行支援及び就労継続支援に係る在宅就労支援の取扱いについて 

別紙１７ 継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助（変更）提案書 

別紙１８ セルフプランの提出について 

別紙１９ 徳島市障害福祉サービス及び障害児通所支援に係るやむを得ない事由によ

    る措置要綱 

別紙２０－１ 同意書（子ども健康課） 

別紙２０－２ 同意書（徳島県中央こども女性相談センター） 

別紙２０－３ 同意書（徳島県発達障害者総合支援センター） 

別紙２１ 児童通所支援・障害福祉サービス（意見書）における基礎資料（子ども健 

康課） 

別紙２２ 児童通所支援・障害福祉サービス（意見書）における基礎資料（徳島県中 

央こども女性相談センター） 

別紙２３ 個別サポート加算（Ⅲ）算定に係る報告書 

別紙２４ 利用者負担上限額管理事務依頼（変更）届出書 
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別紙２５ 障害児通所支援利用者負担上限額管理事務依頼（変更）届出書 

別紙２６ 利用者負担上限額管理事務依頼（変更）届出書（複数児童用） 

別紙２７ 理由書（児童通所支援を原則の日数を超えて利用する場合） 

別紙２８ 理由書（放課後等デイサービスの特例措置） 
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令和 7 年 4 月 1 日からの障害者総合支援法の対象疾病一覧（376 疾病） 

※ 新たに対象となる疾病（７疾病） 

△ 表記が変更された疾病（２疾病） 

○ 障害者総合支援法独自の対象疾病（２９疾病） 

 

番号 疾病名   番号 疾病名 

1 アイカルディ症候群  51 潰瘍性大腸炎  

2 アイザックス症候群  52 下垂体前葉機能低下症  

3 ＩｇＡ腎症  53 家族性地中海熱  

4 ＩｇＧ４関連疾患  54 家族性低 β リポタンパク血症 1(ホモ接合体)  

5 亜急性硬化性全脳炎  55 家族性良性慢性天疱瘡  

6 アジソン病  56 カナバン病  

7 アッシャー症候群  57 化膿性無菌性関節炎・壊疽性膿皮症・アクネ症候群   

8 アトピー性脊髄炎  58 歌舞伎症候群  

9 アペール症候群  59 ガラクトース‐1‐リン酸ウリジルトランスフェラーゼ欠損症  

10 アミロイドーシス  60 カルニチン回路異常症  

11 アラジール症候群  61 加齢黄斑変性    ○ 

12 アルポート症候群  62 肝型糖原病  

13 アレキサンダー病  63 間質性膀胱炎（ハンナ型）  

14 アンジェルマン症候群  64 環状 20 番染色体症候群  

15 アントレー・ビクスラー症候群  65 関節リウマチ  

16 イソ吉草酸血症  66 完全大血管転位症  

17 一次性ネフローゼ症候群  67 眼皮膚白皮症  

18 一次性膜性増殖性糸球体腎炎  68 偽性副甲状腺機能低下症  

19 １ｐ36 欠失症候群  69 ギャロウェイ・モワト症候群  

20 遺伝性自己炎症疾患  70 急性壊死性脳症 ○ 

21 遺伝性ジストニア  71 急性網膜壊死 ○ 

22 遺伝性周期性四肢麻痺  72 球脊髄性筋萎縮症  

23 遺伝性膵炎  73 急速進行性糸球体腎炎  

24 遺伝性鉄芽球性貧血  74 強直性脊椎炎  

25 ウィーバー症候群  75 巨細胞性動脈炎  

26 ウィリアムズ症候群  76 巨大静脈奇形（頚部口腔咽頭びまん性病変）  

27 ウィルソン病  77 巨大動静脈奇形（頚部顔面又は四肢病変）  

28 ウエスト症候群  78 巨大膀胱短小結腸腸管蠕動不全症  

29 ウェルナー症候群  79 巨大リンパ管奇形（頚部顔面病変）  

30 ウォルフラム症候群  80 筋萎縮性側索硬化症  

31 ウルリッヒ病  81 筋型糖原病  

32 HTRA1 関連脳小血管病  82 筋ジストロフィー  

33 HTLV－１関連脊髄症  83 クッシング病  

34 ＡＴＲ－Ｘ症候群  84 クリオピリン関連周期熱症候群  

35 ＡＤＨ分泌異常症  85 クリッペル・トレノネー・ウェーバー症候群  

36 エーラス・ダンロス症候群  86 クルーゾン症候群  

37 エプスタイン症候群  87 グルコーストランスポーター１欠損症  

38 エプスタイン病  88 グルタル酸血症 1 型  

39 エマヌエル症候群  89 グルタル酸血症 2 型  

40 MECP2 重複症候群  90 クロウ・深瀬症候群  

41 LMNB1 関連大脳白質脳症 ※ 91 クローン病  

42 遠位型ミオパチー  92 クロンカイト・カナダ症候群  

43 円錐角膜 ○ 93 痙攣重積型（二相性）急性脳症  

44 黄色靭帯骨化症  94 結節性硬化症  

45 黄斑ジストロフィー  95 結節性多発動脈炎  

46 大田原症候群  96 血栓性血小板減少性紫斑病  

47 オクシピタル・ホーン症候群  97 限局性皮質異形成  

48 オスラー病  98 原発性肝外門脈閉塞症 ※ 

49 カーニー複合  99 原発性局所多汗症 ○ 

50 海馬硬化を伴う内側側頭葉てんかん  100 原発性硬化性胆管炎  

別表１ 
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令和 7 年 4 月 1 日からの障害者総合支援法の対象疾病一覧（376 疾病） 

※ 新たに対象となる疾病（７疾病） 

△ 表記が変更された疾病（２疾病） 

○ 障害者総合支援法独自の対象疾病（２９疾病） 

 

番号 疾病名   番号 疾病名 

101 原発性高脂血症  151 紫斑病性腎炎  

102 原発性側索硬化症  152 脂肪萎縮症  

103 原発性胆汁性胆管炎  153 若年性特発性関節炎  

104 原発性免疫不全症候群  154 若年性肺気腫  

105 顕微鏡的大腸炎 ○ 155 シャルコー・マリー・トゥース病  

106 顕微鏡的多発血管炎  156 重症筋無力症  

107 高ＩｇＤ症候群  157 修正大血管転位症  

108 好酸球性消化管疾患  158 出血性線溶異常症 ※ 

109 好酸球性多発血管炎性肉芽腫症  159 ジュベール症候群関連疾患  

110 好酸球性副鼻腔炎  160 シュワルツ・ヤンペル症候群  

111 抗糸球体基底膜腎炎  161 神経細胞移動異常症  

112 後縦靭帯骨化症  162 神経軸索スフェロイド形成を伴う遺伝性びまん性白質脳症  

113 甲状腺ホルモン不応症  163 神経線維腫症  

114 拘束型心筋症  164 神経有棘赤血球症  

115 高チロシン血症 1 型  165 進行性核上性麻痺  

116 高チロシン血症 2 型  166 進行性家族性肝内胆汁うっ滞症  

117 高チロシン血症 3 型  167 進行性骨化性線維異形成症  

118 後天性赤芽球癆  168 進行性多巣性白質脳症  

119 広範脊柱管狭窄症  169 進行性白質脳症  

120 膠様滴状角膜ジストロフィー  170 進行性ミオクローヌスてんかん  

121 抗リン脂質抗体症候群  171 心室中隔欠損を伴う肺動脈閉鎖症  

122 極長鎖アシル‐CoA 脱水素酵素欠損症 ※ 172 心室中隔欠損を伴わない肺動脈閉鎖症  

123 コケイン症候群  173 睡眠時棘徐波活性化を示す発達性てんかん性脳症及びてんかん性脳症  △ 

124 コステロ症候群  174 スタージ・ウェーバー症候群  

125 骨形成不全症  175 スティーヴンス・ジョンソン症候群  

126 骨髄異形成症候群 ○ 176 スミス・マギニス症候群  

127 骨髄線維症 ○ 177 スモン 〇 

128 ゴナドトロピン分泌亢進症  178 脆弱 X 症候群  

129 ５p 欠失症候群  179 脆弱Ｘ症候群関連疾患  

130 コフィン・シリス症候群  180 成人発症スチル病  

131 コフィン・ローリー症候群  181 成長ホルモン分泌亢進症  

132 混合性結合組織病  182 脊髄空洞症  

133 鰓耳腎症候群  183 脊髄小脳変性症(多系統萎縮症を除く。)  

134 再生不良性貧血  184 脊髄髄膜瘤  

135 サイトメガロウィルス角膜内皮炎 ○ 185 脊髄性筋萎縮症  

136 再発性多発軟骨炎  186 セピアプテリン還元酵素（SR）欠損症  

137 左心低形成症候群  187 前眼部形成異常  

138 サルコイドーシス  188 全身性エリテマトーデス  

139 三尖弁閉鎖症  189 全身性強皮症  

140 三頭酵素欠損症  190 先天異常症候群  

141 CFC 症候群  191 先天性横隔膜ヘルニア  

142 シェーグレン症候群  192 先天性核上性球麻痺  

143 色素性乾皮症  193 先天性気管狭窄症／先天性声門下狭窄症  

144 自己貪食空胞性ミオパチー  194 先天性魚鱗癬  

145 自己免疫性肝炎  195 先天性筋無力症候群  

146 自己免疫性後天性凝固因子欠乏症  196 先天性グリコシルホスファチジルイノシトール（GPI）欠損症  

147 自己免疫性溶血性貧血  197 先天性三尖弁狭窄症  

148 四肢形成不全 ○ 198 先天性腎性尿崩症  

149 シトステロール血症  199 先天性赤血球形成異常性貧血  

150 シトリン欠損症  200 先天性僧帽弁狭窄症  
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令和 7 年 4 月 1 日からの障害者総合支援法の対象疾病一覧（376 疾病） 

※ 新たに対象となる疾病（７疾病） 

△ 表記が変更された疾病（２疾病） 

○ 障害者総合支援法独自の対象疾病（２９疾病） 

 

番号 疾病名   番号 疾病名 

201 先天性大脳白質形成不全症  251 特発性門脈圧亢進症  

202 先天性肺静脈狭窄症  252 特発性両側性感音難聴  

203 先天性風疹症候群 ○ 253 突発性難聴 〇 

204 先天性副腎低形成症  254 ドラベ症候群  

205 先天性副腎皮質酵素欠損症  255 中條・西村症候群  

206 先天性ミオパチー  256 那須・ハコラ病  

207 先天性無痛無汗症  257 軟骨無形成症  

208 先天性葉酸吸収不全  258 難治頻回部分発作重積型急性脳炎  

209 前頭側頭葉変性症  259 22q11.2 欠失症候群  

210 線毛機能不全症候群（カルタゲナー（Kartagener）症候群を含む。）  260 乳児発症 STING 関連血管炎 ※ 

211 早期ミオクロニー脳症  261 乳幼児肝巨大血管腫  

212 総動脈幹遺残症  262 尿素サイクル異常症  

213 総排泄腔遺残  263 ヌーナン症候群  

214 総排泄腔外反症  264 ネイルパテラ症候群（爪膝蓋骨症候群）/LMX1B 関連腎症   

215 ソトス症候群  265 ネフロン癆  

216 ダイアモンド・ブラックファン貧血  266 脳クレアチン欠乏症候群  

217 第 14 番染色体父親性ダイソミー症候群  267 脳腱黄色腫症  

218 大脳皮質基底核変性症  268 脳内鉄沈着神経変性症  

219 大理石骨病  269 脳表ヘモジデリン沈着症  

220 ダウン症候群 ○ 270 膿疱性乾癬  

221 高安動脈炎  271 嚢胞性線維症  

222 多系統萎縮症  272 パーキンソン病  

223 タナトフォリック骨異形成症  273 バージャー病  

224 多発血管炎性肉芽腫症  274 肺静脈閉塞症／肺毛細血管腫症  

225 多発性硬化症／視神経脊髄炎  275 肺動脈性肺高血圧症  

226 多発性軟骨性外骨腫症 ○ 276 肺胞蛋白症（自己免疫性又は先天性）  

227 多発性嚢胞腎  277 肺胞低換気症候群  

228 多脾症候群  278 ハッチンソン・ギルフォード症候群  

229 タンジール病  279 バッド・キアリ症候群  

230 単心室症  280 ハンチントン病  

231 弾性線維性仮性黄色腫  281 汎発性特発性骨増殖症 ○ 

232 短腸症候群 ○ 282 ＰＣＤＨ19 関連症候群  

233 胆道閉鎖症  283 ＰＵＲＡ関連神経発達異常症 ※ 

234 遅発性内リンパ水腫  284 非ケトーシス型高グリシン血症  

235 チャージ症候群  285 肥厚性皮膚骨膜症  

236 中隔視神経形成異常症/ドモルシア症候群  286 非ジストロフィー性ミオトニー症候群  

237 中毒性表皮壊死症  287 皮質下梗塞と白質脳症を伴う常染色体優性脳動脈症   

238 腸管神経節細胞僅少症  288 肥大型心筋症  

239 TRPV４異常症  289 左肺動脈右肺動脈起始症  

240 TSH 分泌亢進症  290 ビタミン D 依存性くる病/骨軟化症  

241 TNF 受容体関連周期性症候群  291 ビタミンＤ抵抗性くる病/骨軟化症  

242 低ホスファターゼ症  292 ビッカースタッフ脳幹脳炎  

243 天疱瘡  293 非典型溶血性尿毒症症候群  

244 特発性拡張型心筋症  294 非特異性多発性小腸潰瘍症  

245 特発性間質性肺炎  295 皮膚筋炎／多発性筋炎  

246 特発性基底核石灰化症  296 びまん性汎細気管支炎 ○ 

247 特発性血栓症（遺伝性血栓性素因によるものに限る。）   297 肥満低換気症候群 ○ 

248 特発性後天性全身性無汗症  298 表皮水疱症  

249 特発性大腿骨頭壊死症  299 ヒルシュスプルング病（全結腸型又は小腸型）  

250 特発性多中心性キャッスルマン病  300 VATER 症候群  
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令和 7 年 4 月 1 日からの障害者総合支援法の対象疾病一覧（376 疾病） 

※ 新たに対象となる疾病（７疾病） 

△ 表記が変更された疾病（２疾病） 

○ 障害者総合支援法独自の対象疾病（２９疾病） 

 

番号 疾病名   番号 疾病名 

301 ファイファー症候群  351 もやもや病  

302 ファロー四徴症  352 モワット・ウイルソン症候群  

303 ファンコニ貧血 ○ 353 薬剤性過敏症症候群 〇 

304 封入体筋炎  354 ヤング・シンプソン症候群  

305 フェニルケトン尿症  355 優性遺伝形式をとる遺伝性難聴  

306 フォンタン術後症候群  356 遊走性焦点発作を伴う乳児てんかん  

307 複合カルボキシラーゼ欠損症  357 ４p 欠失症候群  

308 副甲状腺機能低下症  358 ライソゾーム病  

309 副腎白質ジストロフィー  359 ラスムッセン脳炎  

310 副腎皮質刺激ホルモン不応症  360 ランゲルハンス細胞組織球症 ※ 

311 ブラウ症候群  361 ランドウ・クレフナー症候群  

312 プラダ－・ウィリ症候群  362 リジン尿性蛋白不耐症  

313 プリオン病  363 両側性小耳症・外耳道閉鎖症  

314 プロピオン酸血症  364 両大血管右室起始症  

315 PRL 分泌亢進症（高プロラクチン血症）  365 リンパ管腫症/ゴーハム病  

316 閉塞性細気管支炎  366 リンパ脈管筋腫症  

317 β‐ケトチオラーゼ欠損症  367 類天疱瘡（後天性表皮水疱症を含む。）  

318 ベーチェット病  368 ルビンシュタイン・テイビ症候群  

319 ベスレムミオパチー  369 レーベル遺伝性視神経症  

320 ヘパリン起因性血小板減少症 ○ 370 レシチンコレステロールアシルトランスフェラーゼ欠損症  

321 ヘモクロマトーシス  371 劣性遺伝形式をとる遺伝性難聴  

322 ペリー病  372 レット症候群  

323 ペルーシド角膜辺縁変性症  373 レノックス・ガストー症候群  

324 ペルオキシソーム病（副腎白質ジストロフィーを除く。）   374 ロウ症候群  

325 片側巨脳症  375 ロスムンド・トムソン症候群  

326 片側痙攣・片麻痺・てんかん症候群 ○ 376 肋骨異常を伴う先天性側弯症  

327 芳香族 L－アミノ酸脱炭酸酵素欠損症     

328 発作性夜間ヘモグロビン尿症     

329 ホモシスチン尿症     

330 ポルフィリン症     

331 マリネスコ・シェーグレン症候群     

332 マルファン症候群/ロイス・ディーツ症候群 ○    

333 慢性炎症性脱髄性多発神経炎／多巣性運動ニューロパチー      

334 慢性血栓塞栓性肺高血圧症     

335 慢性再発性多発性骨髄炎     

336 慢性膵炎     

337 慢性特発性偽性腸閉塞症     

338 ミオクロニー欠神てんかん     

339 ミオクロニー脱力発作を伴うてんかん     

340 ミトコンドリア病     

341 無虹彩症     

342 無脾症候群     

343 無 β リポタンパク血症     

344 メープルシロップ尿症     

345 メチルグルタコン酸尿症     

346 メチルマロン酸血症     

347 メビウス症候群     

348 免疫性血小板減少症     

349 メンケス病     

350 網膜色素変性症     
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障害児の調査項目（５領域１１項目） 

 項 目 区 分 判断基準 

① 

 

食事 

 

・全介助 

・一部介助 

全面的に介助を要する。 

おかずを刻んでもらうなど一部介助を要する。 

② 

 

排せつ ・全介助 

・一部介助 

全面的に介助を要する。 

便器に座らせてもらうなど一部介助を要する。 

③ 

 

 

入浴  

 

・全介助 

・一部介助 

全面的に介助を要する。 

身体を洗ってもらうなど一部介助を要する。 

④ 

 

移動 ・全介助 

・一部介助 

全面的に介助を要する。 

手を貸してもらうなど一部介助を要する。 

⑤ 

 

行動障害 

及 び 精 神

症状 

・ほぼ毎日（週 

５日以上の） 

支援や配慮 

等が必要 

 

・週に１回以上 

の支援や配 

慮等が必要 

調査日前の１週間に週５日以上現れている場合又は調査日

前の１か月間に５日以上現れている週が２週以上ある場合。 

 

 

 

調査日前の１か月間に毎週１回以上現れている場合又は調

査日前の１か月間に２回以上現れている週が２週以上ある場

合。 

 

(1) 強いこだわり、多動、パニック等の不安定な行動や、危険

の認識に欠ける行動。 

(2) 睡眠障害や食事・排せつに係る不適応行動（多飲水や

過飲水を含む）。 

(3) 自分を叩いたり傷つけたり他人を叩いたり蹴ったり、器物

を壊したりする行為。 

(4) 気分が憂鬱で悲観的になったり、時には思考力が低下す

る。 

(5) 再三の手洗いや繰り返しの確認のため日常動作に時間

がかかる。 

(6) 他者と交流することの不安や緊張、感覚の過敏さ等のた

め外出や集団参加ができない。 

また、自室に閉じこもって何もしないでいる。 

(7) 学習障害のため、読み書きが困難。 

 

 

別表２ 
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行動援護及び重度障害者等包括支援の判定基準票 

 

 

 

 

 

別表３ 
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同行援護のアセスメント調査票

 

別表４ 
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居宅介護支給決定基準支給量早見表（基本・勘案追加）

3400 単位 合計 4300 単位 合計 6400 単位 合計 8100 単位 合計 11600 単位 合計 16800 単位 合計

0 時間 9 時間 9 0 時間 12 時間 12 0 時間 18 時間 18 0 時間 23 時間 23 0 時間 32 時間 32 0 時間 47 時間 47
1 時間 9 時間 10 1 時間 12 時間 13 1 時間 17 時間 18 1 時間 22 時間 23 1 時間 32 時間 33 1 時間 46 時間 47
2 時間 9 時間 11 2 時間 11 時間 13 2 時間 17 時間 19 2 時間 22 時間 24 2 時間 31 時間 33 2 時間 46 時間 48
3 時間 8 時間 11 3 時間 11 時間 14 3 時間 17 時間 20 3 時間 21 時間 24 3 時間 31 時間 34 3 時間 45 時間 48
4 時間 8 時間 12 4 時間 10 時間 14 4 時間 16 時間 20 4 時間 21 時間 25 4 時間 31 時間 35 4 時間 45 時間 49
5 時間 7 時間 12 5 時間 10 時間 15 5 時間 16 時間 21 5 時間 20 時間 25 5 時間 30 時間 35 5 時間 45 時間 50
6 時間 7 時間 13 6 時間 9 時間 15 6 時間 15 時間 21 6 時間 20 時間 26 6 時間 30 時間 36 6 時間 44 時間 50
7 時間 6 時間 13 7 時間 9 時間 16 7 時間 15 時間 22 7 時間 20 時間 27 7 時間 29 時間 36 7 時間 44 時間 51
8 時間 6 時間 14 8 時間 9 時間 17 8 時間 14 時間 22 8 時間 19 時間 27 8 時間 29 時間 37 8 時間 43 時間 51
9 時間 6 時間 15 9 時間 8 時間 17 9 時間 14 時間 23 9 時間 19 時間 28 9 時間 28 時間 37 9 時間 43 時間 52

10 時間 5 時間 15 10 時間 8 時間 18 10 時間 14 時間 24 10 時間 18 時間 28 10 時間 28 時間 38 10 時間 42 時間 52
11 時間 5 時間 16 11 時間 7 時間 18 11 時間 13 時間 24 11 時間 18 時間 29 11 時間 28 時間 39 11 時間 42 時間 53
12 時間 4 時間 16 12 時間 7 時間 19 12 時間 13 時間 25 12 時間 17 時間 29 12 時間 27 時間 39 12 時間 42 時間 54
13 時間 4 時間 17 13 時間 6 時間 19 13 時間 12 時間 25 13 時間 17 時間 30 13 時間 27 時間 40 13 時間 41 時間 54
14 時間 3 時間 17 14 時間 6 時間 20 14 時間 12 時間 26 14 時間 17 時間 31 14 時間 26 時間 40 14 時間 41 時間 55
15 時間 3 時間 18 15 時間 6 時間 21 15 時間 11 時間 26 15 時間 16 時間 31 15 時間 26 時間 41 15 時間 40 時間 55
16 時間 3 時間 19 16 時間 5 時間 21 16 時間 11 時間 27 16 時間 16 時間 32 16 時間 25 時間 41 16 時間 40 時間 56
17 時間 2 時間 19 17 時間 5 時間 22 17 時間 11 時間 28 17 時間 15 時間 32 17 時間 25 時間 42 17 時間 39 時間 56
18 時間 2 時間 20 18 時間 4 時間 22 18 時間 10 時間 28 18 時間 15 時間 33 18 時間 25 時間 43 18 時間 39 時間 57
19 時間 1 時間 20 19 時間 4 時間 23 19 時間 10 時間 29 19 時間 14 時間 33 19 時間 24 時間 43 19 時間 39 時間 58
20 時間 1 時間 21 20 時間 3 時間 23 20 時間 9 時間 29 20 時間 14 時間 34 20 時間 24 時間 44 20 時間 38 時間 58
21 時間 1 時間 22 21 時間 3 時間 24 21 時間 9 時間 30 21 時間 14 時間 35 21 時間 23 時間 44 21 時間 38 時間 59
22 時間 0 時間 22 22 時間 3 時間 25 22 時間 8 時間 30 22 時間 13 時間 35 22 時間 23 時間 45 22 時間 37 時間 59

680 単位 合計 23 時間 2 時間 25 23 時間 8 時間 31 23 時間 13 時間 36 23 時間 22 時間 45 23 時間 37 時間 60
0 時間 2 時間 2 24 時間 2 時間 26 24 時間 8 時間 32 24 時間 12 時間 36 24 時間 22 時間 46 24 時間 36 時間 60
1 時間 1 時間 2 25 時間 1 時間 26 25 時間 7 時間 32 25 時間 12 時間 37 25 時間 22 時間 47 25 時間 36 時間 61
2 時間 1 時間 3 26 時間 1 時間 27 26 時間 7 時間 33 26 時間 11 時間 37 26 時間 21 時間 47 26 時間 36 時間 62
3 時間 1 時間 4 27 時間 0 時間 27 27 時間 6 時間 33 27 時間 11 時間 38 27 時間 21 時間 48 27 時間 35 時間 62
4 時間 0 時間 4 28 時間 0 時間 28 28 時間 6 時間 34 28 時間 11 時間 39 28 時間 20 時間 48 28 時間 35 時間 63

860 単位 合計 29 時間 5 時間 34 29 時間 10 時間 39 29 時間 20 時間 49 29 時間 34 時間 63
0 時間 2 時間 2 30 時間 5 時間 35 30 時間 10 時間 40 30 時間 19 時間 49 30 時間 34 時間 64
1 時間 1 時間 2 31 時間 5 時間 36 31 時間 9 時間 40 31 時間 19 時間 50 31 時間 33 時間 64
2 時間 1 時間 3 32 時間 4 時間 36 32 時間 9 時間 41 32 時間 19 時間 51 32 時間 33 時間 65
3 時間 1 時間 4 33 時間 4 時間 37 33 時間 8 時間 41 33 時間 18 時間 51 33 時間 33 時間 66
4 時間 0 時間 4 34 時間 3 時間 37 34 時間 8 時間 42 34 時間 18 時間 52 34 時間 32 時間 66
5 時間 0 時間 5 35 時間 3 時間 38 35 時間 8 時間 43 35 時間 17 時間 52 35 時間 32 時間 67
6 時間 0 時間 6 36 時間 2 時間 38 36 時間 7 時間 43 36 時間 17 時間 53 36 時間 31 時間 67

37 時間 2 時間 39 37 時間 7 時間 44 37 時間 16 時間 53 37 時間 31 時間 68
38 時間 2 時間 40 38 時間 6 時間 44 38 時間 16 時間 54 38 時間 31 時間 69
39 時間 1 時間 40 39 時間 6 時間 45 39 時間 16 時間 55 39 時間 30 時間 69

6500 単位 合計 40 時間 1 時間 41 40 時間 6 時間 46 40 時間 15 時間 55 40 時間 30 時間 70
0 時間 20 時間 20 41 時間 0 時間 41 41 時間 5 時間 46 41 時間 15 時間 56 41 時間 29 時間 70
1 時間 19 時間 20 42 時間 0 時間 42 42 時間 5 時間 47 42 時間 14 時間 56 42 時間 29 時間 71
2 時間 19 時間 21 1280 単位 合計 43 時間 4 時間 47 43 時間 14 時間 57 43 時間 28 時間 71
3 時間 19 時間 22 0 時間 4 時間 4 44 時間 4 時間 48 44 時間 14 時間 58 44 時間 28 時間 72
4 時間 18 時間 22 1 時間 1 時間 2 45 時間 3 時間 48 45 時間 13 時間 58 45 時間 28 時間 73
5 時間 18 時間 23 2 時間 1 時間 3 46 時間 3 時間 49 46 時間 13 時間 59 46 時間 27 時間 73
6 時間 17 時間 23 3 時間 1 時間 4 47 時間 3 時間 50 47 時間 12 時間 59 47 時間 27 時間 74
7 時間 17 時間 24 4 時間 0 時間 4 48 時間 2 時間 50 48 時間 12 時間 60 48 時間 26 時間 74
8 時間 16 時間 24 5 時間 0 時間 5 49 時間 2 時間 51 49 時間 11 時間 60 49 時間 26 時間 75
9 時間 16 時間 25 6 時間 0 時間 6 50 時間 1 時間 51 50 時間 11 時間 61 50 時間 25 時間 75

10 時間 15 時間 25 7 時間 0 時間 7 51 時間 1 時間 52 51 時間 11 時間 62 51 時間 25 時間 76
11 時間 15 時間 26 8 時間 0 時間 8 52 時間 0 時間 52 52 時間 10 時間 62 52 時間 25 時間 77
12 時間 14 時間 26 53 時間 0 時間 53 53 時間 10 時間 63 53 時間 24 時間 77
13 時間 14 時間 27 1620 単位 合計 54 時間 9 時間 63 54 時間 24 時間 78
14 時間 13 時間 27 0 時間 5 時間 5 55 時間 9 時間 64 55 時間 23 時間 78
15 時間 13 時間 28 1 時間 4 時間 5 56 時間 8 時間 64 56 時間 23 時間 79
16 時間 13 時間 29 2 時間 4 時間 6 57 時間 8 時間 65 57 時間 22 時間 79
17 時間 12 時間 29 3 時間 3 時間 6 58 時間 8 時間 66 58 時間 22 時間 80
18 時間 12 時間 30 4 時間 3 時間 7 59 時間 7 時間 66 59 時間 22 時間 81
19 時間 11 時間 30 5 時間 2 時間 7 60 時間 7 時間 67 60 時間 21 時間 81
20 時間 11 時間 31 6 時間 2 時間 8 61 時間 6 時間 67 61 時間 21 時間 82
21 時間 10 時間 31 7 時間 2 時間 9 62 時間 6 時間 68 62 時間 20 時間 82
22 時間 10 時間 32 8 時間 1 時間 9 63 時間 5 時間 68 63 時間 20 時間 83
23 時間 9 時間 32 9 時間 1 時間 10 64 時間 5 時間 69 64 時間 19 時間 83
24 時間 9 時間 33 10 時間 0 時間 10 65 時間 5 時間 70 65 時間 19 時間 84
25 時間 8 時間 33 11 時間 0 時間 11 66 時間 4 時間 70 66 時間 19 時間 85
26 時間 8 時間 34 67 時間 4 時間 71 67 時間 18 時間 85
27 時間 7 時間 34 68 時間 3 時間 71 68 時間 18 時間 86
28 時間 7 時間 35 69 時間 3 時間 72 69 時間 17 時間 86
29 時間 7 時間 36 70 時間 2 時間 72 70 時間 17 時間 87
30 時間 6 時間 36 71 時間 2 時間 73 71 時間 16 時間 87
31 時間 6 時間 37 72 時間 2 時間 74 72 時間 16 時間 88
32 時間 5 時間 37 73 時間 1 時間 74 73 時間 16 時間 89
33 時間 5 時間 38 74 時間 1 時間 75 74 時間 15 時間 89
34 時間 4 時間 38 75 時間 0 時間 75 75 時間 15 時間 90
35 時間 4 時間 39 76 時間 0 時間 76 76 時間 14 時間 90
36 時間 3 時間 39 1340 単位 合計 77 時間 14 時間 91
37 時間 3 時間 40 0 時間 4 時間 4 78 時間 14 時間 92
38 時間 2 時間 40 1 時間 3 時間 4 79 時間 13 時間 92
39 時間 2 時間 41 2 時間 3 時間 5 80 時間 13 時間 93
40 時間 2 時間 42 3 時間 2 時間 5 81 時間 12 時間 93
41 時間 1 時間 42 4 時間 2 時間 6 82 時間 12 時間 94
42 時間 1 時間 43 5 時間 2 時間 7 83 時間 11 時間 94
43 時間 0 時間 43 6 時間 1 時間 7 84 時間 11 時間 95

780 単位 合計 7 時間 1 時間 8 85 時間 11 時間 96
0 時間 2 時間 2 8 時間 0 時間 8 86 時間 10 時間 96
1 時間 2 時間 3 9 時間 0 時間 9 87 時間 10 時間 97
2 時間 1 時間 3 88 時間 9 時間 97
3 時間 1 時間 4 89 時間 9 時間 98
4 時間 0 時間 4 90 時間 8 時間 98
5 時間 0 時間 5 91 時間 8 時間 99

92 時間 8 時間 100
93 時間 7 時間 100
94 時間 7 時間 101
95 時間 6 時間 101
96 時間 6 時間 102
97 時間 5 時間 102
98 時間 5 時間 103
99 時間 5 時間 104

100 時間 4 時間 104
101 時間 4 時間 105
102 時間 3 時間 105
103 時間 3 時間 106
104 時間 2 時間 106
105 時間 2 時間 107
106 時間 2 時間 108
107 時間 1 時間 108
108 時間 1 時間 109
109 時間 0 時間 109
110 時間 0 時間 110

1880 単位 合計

0 時間 5 時間 5
1 時間 5 時間 6
2 時間 4 時間 6
3 時間 4 時間 7
4 時間 4 時間 8
5 時間 3 時間 8
6 時間 3 時間 9
7 時間 2 時間 9
8 時間 2 時間 10
9 時間 1 時間 10

10 時間 1 時間 11
11 時間 1 時間 12
12 時間 0 時間 12

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

家事 身体

家事 身体

家事

勘案追加可能分

家事 身体

勘案追加可能分

家事 身体

障害児

家事

家事

家事 身体

家事

身体

身体

家事 身体

家事

勘案追加可能分

勘案追加可能分

身体

勘案追加可能分

身体

身体

勘案追加可能分

家事 身体

身体

家事 身体

家事

勘案追加可能分

◎障害者
家事援助・通院等介助（身体伴わない）１５３単位
身体介護・通院等介助（身体伴う）３６０単位
◎障害児
家事援助・通院等介助（身体伴わない）１５０単位
身体介護・通院等介助（身体伴う）３２７単位
で算定しています。

◎通院等乗降介助は１０４単位
で算定してください
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居宅介護支給決定基準支給量早見表（日中活動系サービス支給決定者）

3400 単位 合計 4300 単位 合計 6400 単位 合計 8100 単位 合計 11600 単位 合計 14700 単位 合計

0 時間 9 時間 9 0 時間 12 時間 12 0 時間 18 時間 18 0 時間 23 時間 23 0 時間 32 時間 32 0 時間 41 時間 41
1 時間 9 時間 10 1 時間 12 時間 13 1 時間 17 時間 18 1 時間 22 時間 23 1 時間 32 時間 33 1 時間 40 時間 41
2 時間 9 時間 11 2 時間 11 時間 13 2 時間 17 時間 19 2 時間 22 時間 24 2 時間 31 時間 33 2 時間 40 時間 42
3 時間 8 時間 11 3 時間 11 時間 14 3 時間 17 時間 20 3 時間 21 時間 24 3 時間 31 時間 34 3 時間 40 時間 43
4 時間 8 時間 12 4 時間 10 時間 14 4 時間 16 時間 20 4 時間 21 時間 25 4 時間 31 時間 35 4 時間 39 時間 43
5 時間 7 時間 12 5 時間 10 時間 15 5 時間 16 時間 21 5 時間 20 時間 25 5 時間 30 時間 35 5 時間 39 時間 44
6 時間 7 時間 13 6 時間 9 時間 15 6 時間 15 時間 21 6 時間 20 時間 26 6 時間 30 時間 36 6 時間 38 時間 44
7 時間 6 時間 13 7 時間 9 時間 16 7 時間 15 時間 22 7 時間 20 時間 27 7 時間 29 時間 36 7 時間 38 時間 45
8 時間 6 時間 14 8 時間 9 時間 17 8 時間 14 時間 22 8 時間 19 時間 27 8 時間 29 時間 37 8 時間 37 時間 45
9 時間 6 時間 15 9 時間 8 時間 17 9 時間 14 時間 23 9 時間 19 時間 28 9 時間 28 時間 37 9 時間 37 時間 46

10 時間 5 時間 15 10 時間 8 時間 18 10 時間 14 時間 24 10 時間 18 時間 28 10 時間 28 時間 38 10 時間 37 時間 47
11 時間 5 時間 16 11 時間 7 時間 18 11 時間 13 時間 24 11 時間 18 時間 29 11 時間 28 時間 39 11 時間 36 時間 47
12 時間 4 時間 16 12 時間 7 時間 19 12 時間 13 時間 25 12 時間 17 時間 29 12 時間 27 時間 39 12 時間 36 時間 48
13 時間 4 時間 17 13 時間 6 時間 19 13 時間 12 時間 25 13 時間 17 時間 30 13 時間 27 時間 40 13 時間 35 時間 48
14 時間 3 時間 17 14 時間 6 時間 20 14 時間 12 時間 26 14 時間 17 時間 31 14 時間 26 時間 40 14 時間 35 時間 49
15 時間 3 時間 18 15 時間 6 時間 21 15 時間 11 時間 26 15 時間 16 時間 31 15 時間 26 時間 41 15 時間 34 時間 49
16 時間 3 時間 19 16 時間 5 時間 21 16 時間 11 時間 27 16 時間 16 時間 32 16 時間 25 時間 41 16 時間 34 時間 50
17 時間 2 時間 19 17 時間 5 時間 22 17 時間 11 時間 28 17 時間 15 時間 32 17 時間 25 時間 42 17 時間 34 時間 51
18 時間 2 時間 20 18 時間 4 時間 22 18 時間 10 時間 28 18 時間 15 時間 33 18 時間 25 時間 43 18 時間 33 時間 51
19 時間 1 時間 20 19 時間 4 時間 23 19 時間 10 時間 29 19 時間 14 時間 33 19 時間 24 時間 43 19 時間 33 時間 52
20 時間 1 時間 21 20 時間 3 時間 23 20 時間 9 時間 29 20 時間 14 時間 34 20 時間 24 時間 44 20 時間 32 時間 52
21 時間 1 時間 22 21 時間 3 時間 24 21 時間 9 時間 30 21 時間 14 時間 35 21 時間 23 時間 44 21 時間 32 時間 53
22 時間 0 時間 22 22 時間 3 時間 25 22 時間 8 時間 30 22 時間 13 時間 35 22 時間 23 時間 45 22 時間 31 時間 53

680 単位 合計 23 時間 2 時間 25 23 時間 8 時間 31 23 時間 13 時間 36 23 時間 22 時間 45 23 時間 31 時間 54
0 時間 2 時間 2 24 時間 2 時間 26 24 時間 8 時間 32 24 時間 12 時間 36 24 時間 22 時間 46 24 時間 31 時間 55
1 時間 1 時間 2 25 時間 1 時間 26 25 時間 7 時間 32 25 時間 12 時間 37 25 時間 22 時間 47 25 時間 30 時間 55
2 時間 1 時間 3 26 時間 1 時間 27 26 時間 7 時間 33 26 時間 11 時間 37 26 時間 21 時間 47 26 時間 30 時間 56
3 時間 1 時間 4 27 時間 0 時間 27 27 時間 6 時間 33 27 時間 11 時間 38 27 時間 21 時間 48 27 時間 29 時間 56
4 時間 0 時間 4 28 時間 0 時間 28 28 時間 6 時間 34 28 時間 11 時間 39 28 時間 20 時間 48 28 時間 29 時間 57

860 単位 合計 29 時間 5 時間 34 29 時間 10 時間 39 29 時間 20 時間 49 29 時間 29 時間 58
0 時間 2 時間 2 30 時間 5 時間 35 30 時間 10 時間 40 30 時間 19 時間 49 30 時間 28 時間 58
1 時間 1 時間 2 31 時間 5 時間 36 31 時間 9 時間 40 31 時間 19 時間 50 31 時間 28 時間 59
2 時間 1 時間 3 32 時間 4 時間 36 32 時間 9 時間 41 32 時間 19 時間 51 32 時間 27 時間 59
3 時間 1 時間 4 33 時間 4 時間 37 33 時間 8 時間 41 33 時間 18 時間 51 33 時間 27 時間 60
4 時間 0 時間 4 34 時間 3 時間 37 34 時間 8 時間 42 34 時間 18 時間 52 34 時間 26 時間 60
5 時間 0 時間 5 35 時間 3 時間 38 35 時間 8 時間 43 35 時間 17 時間 52 35 時間 26 時間 61
6 時間 0 時間 6 36 時間 2 時間 38 36 時間 7 時間 43 36 時間 17 時間 53 36 時間 26 時間 62

37 時間 2 時間 39 37 時間 7 時間 44 37 時間 16 時間 53 37 時間 25 時間 62
38 時間 2 時間 40 38 時間 6 時間 44 38 時間 16 時間 54 38 時間 25 時間 63
39 時間 1 時間 40 39 時間 6 時間 45 39 時間 16 時間 55 39 時間 24 時間 63

6500 単位 合計 40 時間 1 時間 41 40 時間 6 時間 46 40 時間 15 時間 55 40 時間 24 時間 64
0 時間 20 時間 20 41 時間 0 時間 41 41 時間 5 時間 46 41 時間 15 時間 56 41 時間 23 時間 64
1 時間 19 時間 20 42 時間 0 時間 42 42 時間 5 時間 47 42 時間 14 時間 56 42 時間 23 時間 65
2 時間 19 時間 21 1280 単位 合計 43 時間 4 時間 47 43 時間 14 時間 57 43 時間 23 時間 66
3 時間 19 時間 22 0 時間 4 時間 4 44 時間 4 時間 48 44 時間 14 時間 58 44 時間 22 時間 66
4 時間 18 時間 22 1 時間 1 時間 2 45 時間 3 時間 48 45 時間 13 時間 58 45 時間 22 時間 67
5 時間 18 時間 23 2 時間 1 時間 3 46 時間 3 時間 49 46 時間 13 時間 59 46 時間 21 時間 67
6 時間 17 時間 23 3 時間 1 時間 4 47 時間 3 時間 50 47 時間 12 時間 59 47 時間 21 時間 68
7 時間 17 時間 24 4 時間 0 時間 4 48 時間 2 時間 50 48 時間 12 時間 60 48 時間 20 時間 68
8 時間 16 時間 24 5 時間 0 時間 5 49 時間 2 時間 51 49 時間 11 時間 60 49 時間 20 時間 69
9 時間 16 時間 25 6 時間 0 時間 6 50 時間 1 時間 51 50 時間 11 時間 61 50 時間 20 時間 70

10 時間 15 時間 25 7 時間 0 時間 7 51 時間 1 時間 52 51 時間 11 時間 62 51 時間 19 時間 70
11 時間 15 時間 26 8 時間 0 時間 8 52 時間 0 時間 52 52 時間 10 時間 62 52 時間 19 時間 71
12 時間 14 時間 26 53 時間 0 時間 53 53 時間 10 時間 63 53 時間 18 時間 71
13 時間 14 時間 27 1620 単位 合計 54 時間 9 時間 63 54 時間 18 時間 72
14 時間 13 時間 27 0 時間 5 時間 5 55 時間 9 時間 64 55 時間 17 時間 72
15 時間 13 時間 28 1 時間 4 時間 5 56 時間 8 時間 64 56 時間 17 時間 73
16 時間 13 時間 29 2 時間 4 時間 6 57 時間 8 時間 65 57 時間 17 時間 74
17 時間 12 時間 29 3 時間 3 時間 6 58 時間 8 時間 66 58 時間 16 時間 74
18 時間 12 時間 30 4 時間 3 時間 7 59 時間 7 時間 66 59 時間 16 時間 75
19 時間 11 時間 30 5 時間 2 時間 7 60 時間 7 時間 67 60 時間 15 時間 75
20 時間 11 時間 31 6 時間 2 時間 8 61 時間 6 時間 67 61 時間 15 時間 76
21 時間 10 時間 31 7 時間 2 時間 9 62 時間 6 時間 68 62 時間 14 時間 76
22 時間 10 時間 32 8 時間 1 時間 9 63 時間 5 時間 68 63 時間 14 時間 77
23 時間 9 時間 32 9 時間 1 時間 10 64 時間 5 時間 69 64 時間 14 時間 78
24 時間 9 時間 33 10 時間 0 時間 10 65 時間 5 時間 70 65 時間 13 時間 78
25 時間 8 時間 33 11 時間 0 時間 11 66 時間 4 時間 70 66 時間 13 時間 79
26 時間 8 時間 34 67 時間 4 時間 71 67 時間 12 時間 79
27 時間 7 時間 34 68 時間 3 時間 71 68 時間 12 時間 80
28 時間 7 時間 35 69 時間 3 時間 72 69 時間 12 時間 81
29 時間 7 時間 36 70 時間 2 時間 72 70 時間 11 時間 81
30 時間 6 時間 36 71 時間 2 時間 73 71 時間 11 時間 82
31 時間 6 時間 37 72 時間 2 時間 74 72 時間 10 時間 82
32 時間 5 時間 37 73 時間 1 時間 74 73 時間 10 時間 83
33 時間 5 時間 38 74 時間 1 時間 75 74 時間 9 時間 83
34 時間 4 時間 38 75 時間 0 時間 75 75 時間 9 時間 84
35 時間 4 時間 39 76 時間 0 時間 76 76 時間 9 時間 85
36 時間 3 時間 39 1340 単位 合計 77 時間 8 時間 85
37 時間 3 時間 40 0 時間 4 時間 4 78 時間 8 時間 86
38 時間 2 時間 40 1 時間 3 時間 4 79 時間 7 時間 86
39 時間 2 時間 41 2 時間 3 時間 5 80 時間 7 時間 87
40 時間 2 時間 42 3 時間 2 時間 5 81 時間 6 時間 87
41 時間 1 時間 42 4 時間 2 時間 6 82 時間 6 時間 88
42 時間 1 時間 43 5 時間 2 時間 7 83 時間 6 時間 89
43 時間 0 時間 43 6 時間 1 時間 7 84 時間 5 時間 89

780 単位 合計 7 時間 1 時間 8 85 時間 5 時間 90
0 時間 2 時間 2 8 時間 0 時間 8 86 時間 4 時間 90
1 時間 2 時間 3 9 時間 0 時間 9 87 時間 4 時間 91
2 時間 1 時間 3 88 時間 3 時間 91
3 時間 1 時間 4 89 時間 3 時間 92
4 時間 0 時間 4 90 時間 3 時間 93
5 時間 0 時間 5 91 時間 2 時間 93

92 時間 2 時間 94
93 時間 1 時間 94
94 時間 1 時間 95
95 時間 0 時間 95
96 時間 0 時間 96

1740 単位 合計

0 時間 5 時間 5
1 時間 4 時間 5
2 時間 4 時間 6
3 時間 4 時間 7
4 時間 3 時間 7
5 時間 3 時間 8
6 時間 2 時間 8
7 時間 2 時間 9
8 時間 1 時間 9
9 時間 1 時間 10

10 時間 1 時間 11
11 時間 0 時間 11

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

家事 身体

家事 身体

家事 身体

家事

家事 身体

障害児

家事 身体

勘案追加可能分

家事 身体

勘案追加可能分

家事 身体

家事 身体

勘案追加可能分

家事 身体

勘案追加可能分

身体

勘案追加可能分

勘案追加可能分

家事 身体

勘案追加可能分

家事 身体

家事 身体

家事 身体

◎障害者
家事援助・通院等介助（身体伴わない）１５３単位
身体介護・通院等介助（身体伴う）３６０単位
◎障害児
家事援助・通院等介助（身体伴わない）１５０単位
身体介護・通院等介助（身体伴う）３２７単位
で算定しています。

◎通院等乗降介助は１０４単位
で算定してください
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ふりがな

児童氏名

領  域 項  目
以下に該当の
番号を記入

（１)食事

①  一人で食べることができる
②  見守りや声かけがあれば
食べることができる

③  一部支援が必要である ④  常に支援が必要である

（２）排せつ
①  一人でトイレに移動して排
せつすることができる

②  見守りや声かけがあればト
イレに移動して排せつすること
ができる

③  一部支援が必要である ④  常に支援が必要である

（３）入浴
①  一人で入浴することができ
る

②  見守りや声かけがあれば
入浴することができる

③  一部支援が必要である ④  常に支援が必要である

（４）衣類の着
脱 ①  一人で衣類の着脱ができる

②  見守りや声かけがあれば
衣類の着脱ができる

③  一部支援が必要である ④  常に支援が必要である

（５）感覚器官
(聞こえ)

①  特に問題がなく聞こえる
②  補聴器などの補助装具が
あえば聞こえる

③  聞き取りにくい音がある/
過敏等で補助装具が必要で
ある

④  音や声を聞き取ることが
難しい

（６）感覚器官
(口腔機能) ①  噛んで飲み込むことができ

る
②  柔らかい食べ物を押しつぶ
して食べることができる

③  介助があれば口を開き、
口を閉じて飲み込むことがで
きる

④  哺乳瓶などを使用してい
る/口から食べることが難しい

（７）姿勢の保
持
(座る)

①  一人で座り、手を使って遊
ぶことができる

②  手で支えて座ることができ
る

③  身体の一部を支えると座
ることができる

④  座るために全身を支える
必要がある

（８）運動の基
本技能(目と足
の協応)

①  ケンケンが３回以上できる
②  交互に足を出して階段を昇
り・降りできる

③  両足同時にジャンプし、
転倒せずに着地できる

④  階段は同じ足を先に出し
て昇る

⑤  どの動きも難しい

（９）運動の基
本的技能(移動)

①  一人で歩くことができる
②  一人で歩くことはできるが
近くでの見守りが必要である

③  一人で歩くことができる
が、手をつなぐなどのサポー
トや 杖・保護帽などの補助具
が必要

④  一人で歩くことが難しい

（10）危険回避
行動 ①  自発的に危険を回避するこ

とができる
②  声かけ等があれば 危機を
回避することができる

③  危険を回避するために
は、 支援者の介入が必要で
ある

（11）注意力
①  集中して取り組むことができ
る

②  部分的に集中して取り組む
ことができる

③  集中して取り組むことが
難しい

（12）見通し
(予測理解) ①  見通しを立てて行動 するこ

とができる
②  声かけがあれば見通しを立
てて行動することができる

③  視覚的な情報があれば
行動することができる

④  その他の工夫が必要

（13）見通し
(急な変化対応) ①  急な予定変更でも問題ない

②  声かけがあれば対応でき
る

③  視覚的な手掛かりがあれ
ば対応できる

④  その他の工夫やサポート
が必要

（14）その他
①  乱暴な言動はほとんどみら
れない

② 乱暴な言動がみられるが、 
対処方法がある

③  乱暴な言動がみられ、対
処方法も特にない

（15）2項関係
(人対人) ①  目が合い、微笑むことや、 

嬉しそうな表情をみせる
②  訴えている（要求する）時
は目が合う

③  あまり目が合わない/
合っても持続しない

④  ほとんど目が合わない

（16）表出
(意思の表出) ①  言葉を使って伝えることが

できる
②  身振りで伝えることができ
る

③  泣いたり怒ったりして伝
える

④  意思表示が難しい

（17）読み書き

①  支援が不要 ②  支援が必要な場合がある ③  常に支援が必要

（18）人との関
わり（他者への
関心興味） ①  自分から働きかけたり、 相

手からの働きかけに反応する
②  ごく限られた人であれば反
応する

③  自分から働きかけること
は ほとんどないが、相手から
の働きかけには反応すること
もある

④  過剰に反応する、または
全く反応しない

（19）遊びや活
動（トラブル頻
度）

①  ほとんどないか、 あっても
自分たちで解決できる

②  トラブルがあっても、 大人
の支援があれば解決できる

③  支援があっても、解決で
きる場面とできない場面があ
る

④  トラブルが頻繁に起き、 
解決することも難しい

（20）集団への
参加（集団参加
状況）

①  指示やルールを理解して最
初から最後まで参加できる

②  興味がある内容であれば
部分的に参加できる

③  支援があればその場に
はいられる

④  参加することが難しい

領  域 項  目
以下に該当の
番号を記入

コミュニケーショ
ン

（21）コミュニ
ケーション
（言葉遣い）

①  適切な言葉遣いや態度で
表現することができる

②  時折、適切な言葉遣いや
態度で表現することができる

③  ほとんど適切な言葉遣い
や態度で表現することが難し
い

④  適切な言葉遣いや態度
で表現することが難しい

（22）コミュニ
ケーション
（やり取り）

①  やり取りをすることができる
②  配慮があればやり取りがで
きる／やり取りをしようとする

③  やり取りをすることが難し
い

（23）コミュニ
ケーション
（集団適応力）

①  参加することができる ②  たま参加することができる
③  ほとんど参加することが
ない

④  参加することが難しい

４　言語・コミュ
ニケーション

５　人間関係・
社会性

判断項目（支援度合）

１　健康・生活

２　感覚・運動

３　認知・行動

障害児の調査票（調査項目：５領域20項目）

調査日　：　令和　　　　年　　　　月　　　　日

判断項目（支援度合）

 

別表７ 
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週１回以上

～ほぼ毎日

・人との関係で緊張状態になり、集団生活の場面に参加できなかったり、参加しても行動に移せないことがある。

・緊張状態が強く、身体症状が出ている。

常に支援が必要 ・文字や文章を読むこと、書くことについて、どの程度の支援を必要とするか。読み書き □ 支援不要 □
支援が必要な

場合がある
□

対人面の不安緊張

集団への不適応
□ 支援不要 □ 月１回以上 □

週１回以上

～ほぼ毎日

・気分が憂鬱で悲観的になる、抑鬱気分なため思考力が低下し考えがまとまらず、日常生活に支障をきたす。

・気分の高揚により行動的になるが、注意力が散漫であるため、結果は失敗に終わり社会生活に影響を及ぼす。

反復的行動 □ 支援不要 □ 月１回以上 □
週１回以上

～ほぼ毎日
・ある考えに固執し、特定の行為を反復したり、儀式的な行為にとらわれる等により、動作に時間がかかり日常生活に支障が生じる。

そううつ状態 □ 支援不要 □ 月１回以上 □

週１回以上

～ほぼ毎日
・過食や過飲、拒食、反すう等、食に関する行動上の問題がある。

てんかん □ 支援不要 □ 経過観察あり □ 診断あり
・〔診断あり〕てんかんの診断がある。（薬で発作を予防している場合も含む。）

・〔経過観察あり〕服薬対応までしていないが、てんかんの経過観察を行っている。

過食・反すう等 □ 支援不要 □ 月１回以上 □

週１回以上

～ほぼ毎日

・興味や関心が優先し適切な意思表示ができなかったり、判断能力が不十分であること等により、不適切な行為がある。

　不適切な行為の例）　急に他人に抱きつく、断りもなく物をもってきてしまう、他人をのぞき込む、急に他人に接近する等。

突発的な行動 □ 支援不要 □ 月１回以上 □
週１回以上

～ほぼ毎日

・関心が強い物や人を見つけたら、突然気になる方へ走っていってしまう等、突発的な行動がある。

・危険の認識が弱く、道路への飛び出しや自分の身体能力を超えた高さから飛び降りる等の行為がある。

不適切な行動 □ 支援不要 □ 月１回以上 □

常に支援が必要 ・自分の体を叩いたり、頭を床に打ち付けたり等、自分の体を傷つける行為がある。

他人を傷つける行為 □ 支援不要 □
支援が必要な

場合がある
□ 常に支援が必要

・他人を叩く、髪の毛を引っ張る等、他人を傷つける行為がある。相手への侮辱等、心理的に相手を傷つける行為がある。

・壁を壊したり、物を投げたりする等、他人を傷つける危険性がある。

自ら傷つける行為 □ 支援不要 □
支援が必要な

場合がある
□

週１回以上

～ほぼ毎日

・特定の物や人（対象が明確でない場合も含む）に対する興味関心が強く、思うとおりにならないと多動になったり、その対象にこだわっ

て動かなくなってしまう。

不安定な行動 □ 支援不要 □ 月１回以上 □
週１回以上

～ほぼ毎日

・予定や手続き、日頃から慣れている支援者や状況等が変わることが受け入れられず、突然大声を出したり、興奮する等のパニック状

態になる等、行動が不安定になる。

多動・行動停止 □ 支援不要 □ 月１回以上 □

週１回以上

～ほぼ毎日

・周囲が驚いたり、他者が迷惑となるような大声や奇声を出す。

・物などを使って周囲に不快な音を立てる。

異食行動 □ 支援不要 □
支援が必要な

場合がある
□ 常に支援が必要

・食べられないものを口に入れたり、飲み込んだりする異食行動がある。

・異食行動を防ぐため、異食しそうなものを周囲に置かないなど配慮が必要。

大声・奇声を出す □ 支援不要 □ 月１回以上 □

常に支援が必要 ・他者に対する自分の意思の伝達に、どの程度の支援を必要とするか。

説明の理解 □ 支援不要 □
支援が必要な

場合がある
□ 常に支援が必要 ・他者からの説明の理解に、どの程度の支援を必要とするか。

支援頻度 具体例

コミュニケーション □ 支援不要 □
支援が必要な

場合がある
□

別表８ 
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理 由 書 

（ 兼  申 立 書 ） 

  年  月  日 

徳島市長 様 

                    住 所 

 

氏 名                印 

 

障害福祉サービス等に係る本人の状況等については下記のとおりです。  

 

受 
 

給 
 

者 

受給者証番号 

 

   

   

 

 

   

   

 

   

 

   

 

   

 

   

 

   

 

   

 

受 給 者 住 所 

 

受 給 者 氏 名 

 

児 童 氏 名 

 

 

（内   容）  

 

 

（ 理  由 ） 

 

 

別紙１ 
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徳島市移動支援事業（個別支援型）ガイドライン 

 

１．事業の目的・内容 

移動支援事業は、屋外において単独での移動が困難な障害者(児)に対し、社会生活上必要不可欠な

外出及び余暇活動等社会参加のための外出が円滑にできるよう、ガイドヘルパーを派遣して、外出時

に必要となる移動の介助及び外出に伴って必要となる介護を行うサービスです。 

 

２．対象者 

  下記に該当する障害者(児)であって、市長が外出時に支援が必要と認めた人。ただし、同行援護、

行動援護、重度訪問介護利用者、施設入所者を除きます。 

⑴  屋外での移動に制限のある視覚障害者・児 

 ⑵ 全身性障害者・児（身体障害者手帳１級であり、かつ両上肢・両下肢に障害を有する人（おおむ

ね２級以上）又はこれに準ずると徳島市が認めた人） 

 ⑶ 知的障害者・児 

 ⑷ 一人での外出に困難のある精神障害者・児 

 

３．移動支援事業の対象となる外出 

 社会生活上必要不可欠な外出 

・公的機関等での手続（官公署・金融機関等） 

・冠婚葬祭・病院へのお見舞い 

・散髪、美容室等への外出 

・その他日常生活上必要不可欠な外出 

  

余暇活動等社会参加のための外出 

・買い物 

・公園・遊園地等での遊興目的の外出 

・映画・美術館・演劇観賞等の外出 

・スポーツ、プールへの外出 

・サークル活動、ボランティア活動等への参加 

・地域等での行事への参加 

・その他趣味・娯楽に係る外出 

 

４．移動支援事業の対象とならない外出 

移動支援事業で利用できないもの 

・通年かつ長期にわたる外出（施設等への通所・学校等への通学等） 

・営業活動・経済活動（通勤、会社・店舗での仕事のための外出等） 

・社会通念上不適当な外出（ギャンブル等を目的とした公序良俗に反する目的の外出） 

・政治活動・布教活動 

・用務を一日で終えない外出（宿泊を伴う旅行等） 

・通院（障害福祉サービス・介護保険サービスを利用してください） 

・目的地のみでの介護 

別紙２ 
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・目的地での介助が行われない外出（実質送迎のみになっているもの） 

 

５．移動支援事業のサービス提供についての基本的な取扱い 

 １対１のサービス 

  移動支援事業の個別支援型サービスは、利用者１人につきヘルパー１人が介護するマンツーマンの

サービスであるため、１人のヘルパーが複数の利用者を介護することを認めておりません。 

  

１回あたりのサービス提供時間 

  移動支援事業には１回のサービス提供時間に制限はありません。但し、１日の範囲内で用務を終え

るものに限ります。また、１日に複数回の利用も可能です。 

  

サービス提供の起点・終点 

 サービスの起点と終点は、原則として自宅となります。 

自宅以外の場所が起点・終点となる場合はその都度理由書を作成し、請求時にはサービス提供記録

と共に提出していただきます。 

帰りは家族が迎えに行くことが可能な場合など、状況によっては片道の算定も可能ですが、学校や

施設、会社などの帰宅途中からサービスを開始することはできません。また、病院の帰宅途中に通院

等介助等から移動支援にサービスを切り替えることはできません。 

また、目的地での介助がなく、目的地まで送り届け、用事が終わる頃に迎えに行くといった利用は

出来ません。 

 

学校・施設への送迎 

学校、施設への送迎は通年かつ長期の外出となるため、原則として移動支援事業対象外です。また、

家の近くのバス停までの送迎や一旦学校や施設から自宅に帰らずに、外出先で待ち合わせて自宅まで

送迎することも通学・通所の送迎の範囲となるため対象外です。 

但し、通学についてのみ、保護者の疾病等の緊急時において、徳島市が特に必要と認めた場合に限

り、一時的に通学の送迎に利用可能です（１ヶ月に４回（片道 1回）まで。事前又は事後に理由書の

提出が必要です）。 

なお、施設への送迎は上記に係わらずサービス対象外です。 

 

プール、銭湯等での支援 

単にプールサイド等で見守るだけでは算定の対象とはなりませんが、衣服の着替え、排泄等実際に

介護を行う場合や、プール内（水中）や銭湯内（浴槽内）に一緒に入り介助や安全確保等を行う場合

は移動支援の算定対象となります。 

 

ヘルパーの運転による自動車等でのサービス提供 

移動支援事業は、原則バスなどの公共交通機関での移動を想定していますが、移動支援事業所又は

ヘルパー等の車を使用して利用者を移送する場合は、移動に係る費用の収受の有無により、道路運送

法上の許可等が必要となります。 

具体的には、利用者から運賃等の運送サービスの提供に対する反対給付を徴する場合（ガソリン代

ほか実費負担を除く。）は、道路運送法第４条第１項の一般乗用旅客自動車運送事業の許可及び、事
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業所やヘルパー等の自家用自動車を使用して移送する場合はこれに加えて道路運送法第７８条第３

号の自家用自動車有償運送の許可（ぶらさがり許可）が必要となります。 

これら道路運送法上の許可を受けずに車両移送でサービス提供をした場合は、移動支援事業の算定

対象となりません。 

なお、運転するヘルパーは、事業用自動車（緑ナンバー又は黒ナンバーの車）を使用して車両移送

に従事するヘルパーは二種免許が、自家用自動車を使用して車両移送に従事するヘルパーは二種免許

又は福祉有償運送運転者講習修了等の資格を得たうえで、この自家用自動車有償運送の許可（ぶらさ

がり許可）が必要となります。 

   

一方、道路運送法の法制度上、利用者から運賃等の運送サービスに対する報酬が支払われていない

と扱われるものは、有償の運送には該当しないため、道路運送法における許可又は登録は要しない運

送とされています。ただし、これまで運送について同法の許可又は登録をうけている場合は、それら

の廃止届や返納を行なわないと、この許可又は登録を要しない運送とは扱わないことにご注意くださ

い。 

 

移動支援事業の算定対象時間 

  道路運送法上の許可等を取得している事業所がヘルパーの運転により利用者を外出先へ移送する

場合、ヘルパーが運転している時間は利用者を介護できる状態ではないため、移動支援事業の算定対

象外となります。ヘルパーが利用者の自宅を訪問するための移動時間も算定対象外です。なお、自動

車で目的地までの送迎のみは対象外であるため、目的地での介護の外、外出前後の衣服の着替え、排

泄等何らかの介護が伴った場合のみ算定可能です。 

また、ヘルパーが食事を摂っている時間や別室等で待機している時間等利用者に常時付き添ってい

ない時間は算定対象外となりますので、サービス提供時間から控除して算定します。 

（例）ヘルパーの運転で移動支援を行う場合 

自宅         目的地                目的地           自宅 

車で移動        介護・見守り     車で移動 

 

    算定対象外                     算定対象外 

 

１日に複数回利用する場合の算定 

 １日に複数回サービスを利用する場合は、その間隔を２時間以上空けなければ、１回のサービスと

して算定できません。サービスの間隔が２時間未満であるときは、各サービス提供時間を通算した時

間数を算定します。 

（例） 開始時間 ～ 終了時間  提供時間数      算定時間数 

  ①１０：００～１１：００ （１．０）  

      （間隔 1.0時間）            

  ②１２：００～１４：００ （２．０） 

      （間隔 3.0時間）        

③１７：００～１９：００ （２．０） 

     （間隔 0.5時間）            

④１９：３０～２１：００ （１．５）  

３．５時間 

 

５時間 

３．０時間 

※サービスの間隔が２時間未満の 

場合、利用時間数を通算。 
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提供時間に対する算定時間 

 所要時間３０分未満（最初の３０分）で算定する場合の所要時間は２０分以上になります。 

（例） 開始時間 ～ 終了時間  提供時間数  算定時間数 

①１２：００～１２：１５   １５分   所要時間２０分未満のため算定不可。 

 

最初の３０分を過ぎてからの請求は、１５分以上サービスを提供してください。 

 ※１時間で請求する場合は４５分以上のサービス提供になります。 

     

ヘルパー２人派遣 

あらかじめ本市に理由書を提出し、身体面・行動面で２人介護が必要であると認められた場合（受

給者証に２人介護の記載をします）にのみ算定可能です。 

なお、２人介護はヘルパー１人につき算定されますので、ヘルパーが２人介護している間は２倍の

時間・利用者負担が算定されます。 

  

交通費等実費負担 

移動支援事業のサービス提供中の実費負担について、交通費及び入場料はヘルパーの分も含めて利

用者の負担となります。食事代については、会食等で利用者が一緒に食べることを希望する場合等を

除き、原則としてヘルパーの分は利用者の実費負担に含めないものと考えますが、あらかじめ事業所

と利用者の契約及び重要事項説明書等で説明・協議を行い、双方の合意により対応してください。 

支援を行っている間のヘルパーの食事については、業務中はサービスに専念すべきであるため、サ

ービス提供時間が長時間に及ぶ場合等やむを得ない場合を除いて、支援を行っている間は食事を控え

てください。やむを得ず食事を摂る場合は、食事の間の利用者の安全を確保するよう配慮してくださ

い。なお、ヘルパーは業務中であることを理由に食事を辞退することができます。 

  

障害福祉サービスとの関係 

  病院への通院については、障害福祉サービスの通院等乗降介助、通院等介助等を利用していただき

ますので、移動支援事業での通院はできません。 

  また、同行援護、行動援護、重度訪問介護、療養介護、宿泊型自立訓練、施設入所支援の利用者は移

動支援事業を利用できません。 

 

入院中の利用 

入院中の外出や外泊時の自宅への送迎には利用できません。 

 

介護保険サービスとの関係 

  介護保険の認定を受けている人で、病院への通院については、介護保険サービスの通院等乗降介助、

身体介護を利用していただきますので、移動支援事業での通院はできません。なお、介護保険の認定

で要支援となり介護保険サービスでの通院ができない人は、障害福祉サービスで障害程度区分が１以

上に認定され、通院の必要性があると認められる場合には、障害福祉サービスの通院等乗降介助等の

利用が可能です。 
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事業所の発案・企画した旅行・行事等への参加 

  移動支援事業は、利用者の発意・提案による外出が原則であるため、事業所が主催した旅行や行事

への参加等については、本人の主体的な活動を支援する移動支援事業の趣旨に該当しないため対象外

です。 

  また、障害福祉サービス及び他の地域生活支援事業に係る報酬・補助等が算定される場合も移動支

援事業の対象外です。 

 

複数事業所利用 

  支給量の範囲内であれば、複数の事業所を利用できます。移動支援事業の契約時に支給量の範囲内

で契約してください。 

 （例１）支給量３０時間  

    ○：Ａ事業所２０時間＋Ｂ事業所１０時間 ＝ 合計３０時間 

    ×：Ａ事業所２０時間＋Ｂ事業所１５時間 ＝ 合計３５時間（支給量超過） 

（例２）支給量３０時間 

Ａ事業所３０時間で契約中 

    Ａ事業所以外にＢ事業所で１０時間利用したい 

→Ａ事業所の契約時間を２０時間以内に変更し、Ｂ事業所と１０時間で契約 

 

６．サービス実施事業所・サービス提供者の資格要件 

移動支援事業を行うことができる事業所は、徳島市と業務契約を締結した事業所で、障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律第２９条第１項の指定のうち、居宅介護、重度訪問介護、

同行援護又は行動援護の徳島県知事による指定を受けている事業所です。 

 また、サービス提供者の資格要件は、次の研修の課程を終了し、研修を終了した旨の証明書の交付を

受けたヘルパーです。 

類 型 

研修課程等 

視覚障害者

（児） 

全身性障害者

（児） 

知的障害者

（児） 

精神障害者

（児） 

介護福祉士   ○ ○ 

看護師・准看護師   ○ ○ 

障害１～３級   ○ ○ 

居宅介護職員初任者研修   ○ ○ 

居宅介護従業者基礎研修   ○ ○ 

移動（視覚） ○    

移動（全身性）  ○   

移動（知的）   ○  

日常生活支援（全身性）  ○   

行動援護   ○ ○ 

強度行動障害支援者養成

研修 
  ○ ○ 
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類 型 

研修課程等 

視覚障害者

（児） 

全身性障害者

（児） 

知的障害者

（児） 

精神障害者

（児） 

重度訪問介護  ○   

同行援護 ○    

訪問介護員１・２級   ○ ○ 

介護職員基礎研修   ○ ○ 

介護職員初任者研修   ○ ○ 

介護職員実務者研修   ○ ○ 

７．利用者負担 

 サービスの利用者負担は市民税非課税世帯は無料、市民税課税世帯はサービス基準額の一割負担です。 

算 定 時 間 30分以下 
3 0 分 を 超 え 1 時 間 を 超 え 1 時 間 3 0 分 を 超 え 2 時 間 を 超 え 2 時 間 3 0 分 を 超 え 

以 後 3 0 分 
1 時 間 以 下 1 時 間 3 0 分 以 下 2 時 間 以 下 2 時 間 3 0 分 以 下 3 時 間 以 下 

負 担 額 150円 270円 400円 480円 560円 630 円 80円 

※上記の費用に交通費は含まれていません。ヘルパーの運転する自動車等で移動する場合は、上記の費用と

は別に運賃が必要ですのでご注意ください。 

 

８．移動支援事業契約事業所の運営について 

 利用契約書・重要事項説明書 

移動支援事業者は、利用者に対しサービス提供を行う場合は、事前に利用契約書及び重要事項説明

書を作成し、利用者に手渡してください。 

また、利用者と契約を行ったら、受給者証の事業者記入欄へ契約内容を記入し、事業者確認印の欄

に押印をしてください（終了時も同様）。その後、徳島市へ契約内容報告書を提出してください。報

告書の提出が必要となるのは、新規契約・変更・終了時となります。受給者証については、写しをと

り、事業所で保管してください。 

なお、サービス提供にあたる前に、このガイドラインを踏まえ、サービス提供内容や利用者負担、

運賃等実費負担分等について、十分協議を行ったうえでサービス提供を行ってください。 

  

９．請求関係 

請求の手順等 

移動支援事業に係る費用の請求は、事業所による代理受領となり、事業所から徳島市へ下記の要領

で請求を行います。 

（１）移動支援事業者はサービス提供を行った翌月１０日（土・日・祝日の場合にはその翌日）まで

に市に請求書を提出してください。 

（２）請求書に、請求明細書、移動支援サービス提供実績記録票の写しを添付してください。実績記

録票には行き先、内容について記載してください。（サービス提供時間は実際の提供時間で記載

してください。） 

（３）徳島市で請求内容の審査を行い、請求書提出日の属する月末日までに支払いを行います。（た

だし、請求に不備等があった場合は、この限りではありません。） 

（４）事業者は移動支援費の支払いを受けたら、利用者に対し「代理受領通知」を交付してください。 
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サービス提供記録・領収書等 

  移動支援の提供を行った場合は、提供実績記録票にサービス提供内容を記載し、利用者へ確認を行

いサービス提供者印と利用者確認印を押印してください。また、原本は事業所で保管し、写しを利用

者へ渡して下さい。 

  また、利用者負担や運賃等実費負担がある場合は、利用者に対し必ず領収書を交付してください。 

 

調査及び指導調査 

  移動支援事業の適正な事業運営を図るために、請求に関する事項等について調査を行ないますので、

請求に係る書類（請求関係書類一式、契約書、支援計画、サービス提供記録、従業者出勤記録、領収

書等）は請求月から５年間保存してください。また、年に一回は自主点検表（別表１）に基づいて自

主点検を行い、適切な運営・管理に努めて下さい。 

 

 費用の返還・契約の取り消し 

移動支援事業に係る費用の請求において、誤り、偽りその他不正の手段により移動支援費の利用が

認められる場合は、その事項に該当する費用の全部又は一部を返還していただきます。 

また、事業所への調査等により、下記に該当する場合は、事業者の登録を取り消すことがあります。 

  （１）正当な理由がなく移動支援事業の契約を履行しないとき。 

（２）移動支援事業の契約の履行について不正の行為があったとき。 

（３）移動支援事業の契約の履行に際し、本市係員の指示に従わず、又はその職務を妨害したとき。 

（４）法令違反があったとき。 

   

 なお、以上の取り扱いは、制度改正やその他の障害者施策の動向などから判断し、変更することがあ

ります。  

 

  附 則 

 このガイドラインは、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

 このガイドラインは、平成２６年４月１日から施行する。 

  附  則 

 このガイドラインは、平成２７年４月１日から施行する。 

  附 則 

 このガイドラインは、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

 このガイドラインは、平成２９年１０月１日から施行する。 

附 則 

 このガイドラインは、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

 このガイドラインは、令和６年４月１日から施行する。 
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別紙３ 

提出年月日　　　 年 月 日

徳島市長　殿　

届出者 所在地

事業者名

代表者名 ㊞

　下記のとおり関係書類を添えて訓練等給付事業にかかる評価結果を報告します。

□　就労移行支援 □　就労継続支援（Ａ型）

□　自立訓練（機能訓練） □　自立訓練（生活訓練）

当該サービスの継続利用に係る適否 □適 □不適
（理由）

添付書類 □　１　アセスメント票アセスメントシート

□　２　個別支援計画

□　３　個別支援計画に基づく支援実績及び評価結果アセスメント票
※２・３は事業所の任意様式で

注　この報告は暫定支給決定期間の終期３週間前までに提出すること。

月

暫定支給決定期間にかかる訓練等給付事業評価結果報告書

年 月

支給決定

（サービス管理責任者）

評価実施者

受給者証番号
障害者氏名

日日～　　

契約事業所名

年

サービスの種類

評価結果

　　

契約事業所番号

暫定支給

決定期間
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暫定支給期間アセスメントシート 

（ □ 就労移行支援事業 ・ □ 就労継続支援Ａ型 ） 

              記入日     年  月  日 

利用実績  月 ／    日  月    ／   日 
 

次回（  ）月１日からの（          ）のサービスを申請します。 

利用者氏名印            ㊞ 

 

上記記載内容に相違ないことを証します。 

サービス管理責任者氏名印            ㊞ 

利用者の氏名 
 性別 

（ 男 ・ 女 ） 

生年月日 

    年   月   日  (       歳) 

暫定期間    年  月   日～     年  月   日 事業所との契約日     年   月    日 

事業所名  評価実施者 

(サービス管理責任者) 
 

既に取得している資格等 

・ 

・ 

利用者の希望する就労形態・職種等（職歴含） 

・ 

・ 

 

暫定期間中の個別支援計画に基づく支援実績(支援した仕事の内容・習熟度・暫定計画の評価等) 

【仕事の内容】 

【習熟度】 

【暫定計画の評価】 

 

今後支給期間内に支援していく内容と方向性（取得予定の資格・基礎訓練内容・企業実習・就職先との調整等） 

【取得予定の資格】 

【基礎訓練内容】 

【企業実習】 

【就職先との調整】 

 

最終的な本人のサービス利用意向 ( 確認日      年   月   日) 

 

 

 

 

別紙４ 
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暫定支給期間アセスメントシート 

（ □ 生活訓練事業 ・ □ 機能訓練事業  ） 

              記入日     年  月  日 

利用実績  月 ／    日  月    ／   日 
 

 

次回（  ）月１日からの（          ）のサービスを申請します。 

利用者氏名印            ㊞ 

 

上記記載内容に相違ないことを証します。 

サービス管理責任者氏名印            ㊞ 

利用者の氏名 
 性別 

（ 男 ・ 女 ） 

生年月日 

    年   月   日  (       歳) 

暫定期間    年  月   日～     年  月   日 事業所との契約日     年   月    日 

事業所名  評価実施者 

（サービス管理責任者 
 

利用者の希望する地域生活 

・ 

・ 

 

利用者の希望する地域生活に移行するための課題(地域生活への移行を図る上で必要な生活能力等) 

・ 

・ 

 

暫定期間中の個別支援計画に基づく支援実績(支援した内容・達成度・暫定計画の評価等) 

【支援の内容】 

【達成度】 

【暫定計画の評価】 

 

今後支給期間内に支援していく内容と方向性 

【内容】 

 

【方向性】 

 

最終的な本人のサービス利用意向 ( 確認日      年   月   日) 
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就労継続支援Ａ型事業に係るアセスメント実施報告書 

 

  年  月  日 

（あて先）徳島市長 

 

届出者 所 在 地 

                    事業者名 

                    代表者名            印 

 

 下記の者については、このたび当事業所（就労継続支援Ａ型（雇用有））の採用に際しア 

セスメント（選考）を実施し、正式に雇用することを決定しました。つきましては、就労 

継続支援Ａ型（雇用有）の支給申請にあたり関係書類を添えて下記のとおり報告します。 

 

採用対象者 

氏名  

住所  

採用予定年月日       年   月   日 

事業所番号           事業所名  

評価実施者 

(サービス管理責任者)  

  

              （連絡先：        ） 

添付書類 

・採用通知書（写し） （雇用期間が明記されていること） 

・個別支援計画 

・アセスメント票 

留意事項 

・この報告書は対象者の訓練等給付費支給の申請時に必要となりますので、それまで

に、採用対象者に交付するようにしてください。 

・暫定支給決定を希望する場合は、本報告書の提出は不要です。 

 

※徳島市処理欄 

暫定支給決定の要否 □ 要  □ 不要 

 

別紙６ 
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・ ・ ・ ・ ・ ・

)

・ ・ ・

・ ・ )

・

・ ・ )

） ）

・ ) ・ )

基本情報 本人確認欄
（本人署名・印）

障害者就労アセスメント票

年

年

㊞

月

電　　話 携帯電話

生年月日

Ｅメール

障害区分
身体 知的 精神 腎臓 難病 発達 高次脳機能障害

障 害 名

障害原因 事　故 疾　病 その他（

その他(

手帳区分 身体障害者手帳 療育手帳 精神保健福祉手帳 主治医の意見書 等級 級

発作の有無 あり なし

社会保障 障害年金 万円/2ケ月 生活保護

発症年月 年 月

その他（

医療機関 電話 通院周期

保 護 者

家族構成

〒

住　　所

氏　　名 性別 年齢

万円/月

連 絡 先 FAX 携帯電話

続柄（ 続柄（

　

電話番号 ＦＡＸ番号

支援担当者

Ｅメール ホームページ

ＦＡＸ番号

あり なし (一般登録の有無： なし

ハローワーク名 住所

電話番号

あり

担当

ハローワーク関係 (障害者登録の有無：

作成日

担当者氏名事業所名

事業所名住所

月 日

日
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・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・

就労に関する事項

勤務時間 分 又は時 分 ～ 分の間の時

金 土

時間～ 時時 分

～ 日日休　　日 月 火 水 木

加入保険 雇用保険 健康保険 厚生年金 不問

祝 不問 勤務日 週

得意な所

通勤方法 電車 徒　歩

就労動機

障害特性

配慮事項

バ　ス マイカー バイク 自転車

ハローワーク所感

苦手な所

免許・資格

就労に向けた課題

医師の意見

事業所所感
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履歴関係

学　歴

就学期間 学校名 履修科目

年 月 ～ 年

年 月年 月 ～

月

年 月

年 月 ～ 年 月

年 月 ～

年 月 ～

職　歴

1 就労期間 年

職種

～ 年 ケ月

年 月

事業所名

年 月 勤務年数月

2 就労期間 年

退職理由

職種

仕事内容

退職理由

事業所名

年

仕事内容

月 勤務年数 年 ケ月月 ～

年3 就労期間 年

退職理由

4 就労期間 年

退職理由

事業所名

職種

仕事内容

月 勤務年数 年 ケ月月 ～

事業所名

職種

仕事内容

月 勤務年数 年 ケ月月 ～ 年

5 就労期間 年

退職理由

事業所名

6 就労期間 年

退職理由

事業所名

職種

仕事内容

月 勤務年数 年 ケ月月 ～ 年

職種

仕事内容

月 勤務年数 年 ケ月月 ～ 年
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職業訓練歴

訓練期間 訓練施設名 科目

年 月 ～ 年 月

年 月 ～ 年 月

事業所利用歴

1 利用期間 年 ケ月月 利用年数 年月 ～ 年

作業内容

事業区分

退所理由

事業所名

2 利用期間 年

退所理由

事業所名

事業区分

作業内容

月 利用年数 年 ケ月月 ～ 年

3 利用期間 年

退所理由

事業所名

事業区分

作業内容

年 ケ月年 月 利用年数月 ～

実習歴

1 実習期間 年

実習内容

同 行 者
の 評 価

2 実習期間 年

同 行 者
の 評 価

実習内容

月 職種

事業所名

月 ～ 年

同 行 者
の 評 価

月 職種

事業所名

月 ～ 年

月 職種

事業所名

実習内容

月 ～ 年3 実習期間 年
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○記入方法（評価欄に次の数字を記入する）

アセスメントチェック票

4 ・・・ できる 十分できる。 評価作業の種類

・・・ できない まだまだ課題が多くある。

領域 チェック項目 評価 所見等

3 ・・・ ややできる だいたいできるが、少し課題がある。

2 ・・・ ややできない もう少し課題がある。

1

Ⅰ
・
基
礎
的
日
常
生
活

1 日常生活のリズム

2 健康状態

3

5 電話等の利用

6 金銭管理

感情の安定性

4 身だしなみ

9 ルールの理解・遵守

10 就労能力の自覚

7 交通機関の利用

8 出席・出勤状況

コミュニケーション

3 意思表示

領域 チェック項目 評価 所見等

Ⅱ
・
対
人
関
係

1 挨拶・返事・言葉遣い

2

4 協調性
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Ⅳ
・
作
業
態
度

3

2 就労意欲

領域 チェック項目 評価 所見等

5 判別力

体力

6 修正力

指示内容の理解・遵守

4 正確性・確実性

9 作業速度

10 作業能率

7 巧敏性・器用さ

8 器具・道具の使用

13 危険への対処

領域 チェック項目 評価 所見等

Ⅲ
・
作
業
力

1

習熟

12 適応性

3 準備・片付け・整理整頓

4 作業意欲・積極性

11

質問・報告・連絡・相談

2 時間の遵守

1

5 持続力・集中力
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7 共同作業

領域 チェック項目 評価 所見等

6 責任感

Ⅴ
・
そ
の
他

1 援助の依頼

2 服薬管理

3

5 作業遂行の自立

6 単独の移動範囲

9

10 迷惑になる言動

体調不良時の対処

4 荷物の運搬

8 数量・計算

7

13 共有スペースの利用

11 余暇スキル

12

パソコンスキル

家族からの援助

文字
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　　　　　年　　　月分

利用開始日 年　　月　　日 枚中 枚

日

日/３０日
合計 日

当月
時間

累計

作業内容

事業所番号

利用者住所

事業者及び

その事業所

実績記録票

備考
開始時間 終了時間 時間数

利用者氏名

日

付

曜

日

作業実績
利用者

確認印
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アセスメントシート（就労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ型） 
作成年月日      年   月   日 

徳島市長 殿 

事業所名  

代表者名  

作成者 

（サービス管理責任者） 
                

連絡先 ℡： 

 

次のとおり就労継続支援給付費の支給決定の更新について当事業所の評価票を提出します。 

受給者番号  支給決定者氏名  年齢  

サービス種類 □ 就労継続支援 A 型   □ 就労継続支援 B 型 

1. 現在の支給決定有効期間      年   月   日 ～      年   月   日 

2. 別添「個別支援計画（写）」にお

いて設定した目標・課題の達成度 

 

3. 残った課題もしくは新た

な課題 

 

 

4. 今後、課題解決や目標達成

に向けて必要な支援内容 

 

 

5. 一般就労や他の事業の利

用移行の可能性及びその理由 

 

6.担当者評価 □ 一般就労の可能性があると認められる。 

□ 将来的に一般就労の可能性があると認められるため、継続しての

就労支援が必要である。 

□ 将来的にも一般就労の可能性は低いと認められる。 

□ その他（                        ） 

※欄が不足するときは適宜追紙のこと 

7. 利用実績（利用状況）※最近一年間の利用実績 

月 月 月 月 月 月 月 月 月 

日 日 日 日 日 日 日 日 日 

月 月 月 月 年間利用実績 ※各月の利用日数及び年間の利用可

能日数に対する利用日数を記載して

下さい。 日 日 日 日 日／   日 

上記の内容を確認しました。引き続き（           ）のサービスの受給を希望します。 

 

利用者氏名印              ㊞ 

 

上記記載内容に相違ないことを証します。サービス管理責任者氏名印                ㊞ 

 

※添付書類  ①アセスメント票 ②個別支援計画（写）（それぞれ直近に作成したもの） 

別紙８ 
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作成年月日 年 月 日

歳

年 月 日

判定

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

■自由記載欄　【上記項目以外の障害特性、実習での気になった点、環境的（ハード）な面の配慮等を記載】

灰色部に○がある 「就労継続支援B型」の利用が妥当である

（★） 灰色部に○がなく星印項目が「できる」以上（３ or ４） 「就労移行支援」の利用が適切である

＜総合判断＞

　アセスメントの結果  事業の利用が適切と判断する。

※①の評価基準に関しては別紙「日常生活チェック票」を参考にすること

　３、食事

　４、服薬管理

　７、身だしなみ

アセスメント票　（就労系）

対　　象　　者 作　　成　　者

ふりがな
氏　　名

事業所名

職名

ふりがな
氏名障害種別

性別 年齢 電話番号

生年月日

→

①　日常生活
（主に就労B利用に係る適正を判断）

評　価　結　果　
評　価　項　目

できない　　　　　　できる
アセスメント特記事項

　１、起床

　２、生活リズム

　５、外来通院

　６、体調不良時の対処

　９、自分の障害や症状の理解

１０、援助の要請（★）

　８、金銭管理

→

１１、社会性

②　働く場での対人関係
（主に就労移行、就労Aに係る適正を判断）

　１、あいさつ（★）

　６、意思表示

　作業内容（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
③　働く場での行動・態度
（主に就労移行、就労Aに係る適正を判断）

　２、会話

　３、言葉遣い

　４、協調性

　５、感情のコントロール（★）

　１、一般就労への意欲

　２、作業意欲

　３、就労能力の自覚

　４、働く場のルール理解（★）

　５、仕事の報告（★）

　６、欠勤等の連絡（★）

　９、作業能率の向上

１０、指示内容の理解

１１、作業の正確性

１２、危険への対処（★）

　７、作業に取り組む態度

　８、持続力

＜評価基準＞

　２、交通機関等の利用

④ その他

　１、家族の理解（協力）

参考

 

別紙９ 
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別紙１０ 
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支給決定の更新にかかる評価結果報告書（標準利用期間設定サービス） 

（□自立訓練（機能訓練）・□自立訓練（生活訓練）・□就労移行支援） 

   年   月   日 

 

徳島市長 殿 

届出者 所 在 地 

                            事業者名 

代表者名 

 

下記のとおり評価結果について報告します。 

記 

１ 報告対象者 

受給者証番号                        

支給決定者氏名 
 

支給決定期間 

（初回更新の場合、

暫定期間含） 

     年   月   日 ～      年   月   日 

 

２ 添付書類（※任意様式） 

支援実績 
□ アセスメント票 

□ 個別支援計画 

  

  

  

 ３ 提出書類 

評価 
 □ アセスメントシート 

 □ 別紙１（就労移行支援の場合のみ必要） 

 

４ 結果 

評価年月日      年  月  日 

評価担当者（職・氏名） 
 

評価結果 
□１今後とも訓練効果が見込まれるため、サービス利用の継続が適当 

□２訓練効果が見込まれないため、サービス利用の継続は不適当 

特記事項 

 

 

別紙１１ 
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アセスメントシート（標準利用期間設定サービス） 
記入日      年  月  日 

事業者番号            

事業者の名称 

及び 

代表者の氏名 

 

記入者の職・氏名

及び連絡先 
TEL 

 

下記のとおり、標準利用期間の更新（標準利用期間内）について、本事業所の意見を提出します。 

 

受給者証番号            

利用者氏名  生年月日     年  月  日(  歳) 

利用サービス 

の種類 
□ 自立訓練（機能訓練）   □ 自立訓練（生活訓練）   □ 就労移行支援        

事業所との 

契約日 
   年   月   日  契約支給量 日／月 

 

1 更新（標準利用期間内）を行う必要性の有無 

再更新について

の事業者の意見 

① 
継続してサービスを利用することで改善が見込まれるため、サービスの利用の 

継続が適当 

② 

十分な訓練効果が見込まれないため、サービスの利用の継続は不適当 

⇒利用が適当と思われるサービス

（                      ） 

③ 訓練による十分な効果が得られたため、サービスの利用の継続は不要 

④ その他（                               ） 

 

2 1の意見（②～④）の理由 ※①のサービス利用継続妥当の場合は、以下「3」～へ記入 

 

 

 

 

 

（１で①サービス利用継続妥当の場合は、以下「3」～を記入） 

3 支給決定の更新期間において設定した課題・目標・支援内容（1年目） 

○1年目の課題・目標 

 

 

○１年目の支援内容 

 

 

○1年目の達成度 

 

 

別紙１２ 
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4 2年目の課題・目標・支援内容・達成度（※長期入院者等、標準利用期間が 3年の場合のみ

記入） 

○2年目の課題・目標 

 

  

○2年目の支援内容 

 

 

○2年目の達成度 

 

 

 

5 今回の利用期間終了時において残った課題 

 

 

 

 

 

 

6 当該サービスを更新利用することで 5の課題を改善する事は可能か。 

※「課題が解消されていないため」という理由だけではなく、更新することで何の改善が見込め

るかを具体的に記入。 

（改善できると見込む生活能力・就労能力及び改善が見込める理由） 

 

 

 

 

 

 

7 5の課題を改善するための支援スケジュール・見通し・具体的方策（6で可能と考える具体策） 

 

 

 

 

 

 

 

受給者 

確認欄 

上記の内容を確認しました。引き続き（ 就労移行支援・自立訓練（機能訓練） 

・自立訓練（生活訓練））のサービスの受給を希望します。 

  年  月  日 

                  

 受給者氏名             印 

 

※欄が不足するときは適宜追紙のこと 

※添付書類 

アセスメント票、個別支援計画（写し）（それぞれ直近に作成したもの） 

（就労移行支援事業のみ別紙１も提出して下さい。） 
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利用者に対する支援の内容 

1．職場実習   職場実習の有無（ 有  ・  無 ） 

 実習先 実習期間 実習内容 評価 

１      年  月  日 

～ 

    年  月  日 

通算   日間 

  

２      年  月  日 

～ 

    年  月  日 

通算   日間 

  

３      年  月  日 

～ 

    年  月  日 

通算   日間 

  

      年  月  日 

～ 

    年  月  日 

通算   日間 

  

⇒「無」の場合はその理由を記載 

 

 

 

 

2．求職活動 

ハローワークへの求職登録有無   （ 有  ・  無 ） 相談回数（     回） 

⇒「無」の場合はその理由を記載 

 

 

 

 

3． 就職活動内容  企業への就職活動支援の有無   （ 有  ・  無 ） 

 応募先 応募結果 評価 

    

    

    

※応募先にはトライアル雇用も含むものとする。 

⇒「無」の場合はその理由を記載 

 

 

 

 

 

別紙１３ 
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標準利用期間を超える更新決定の取扱いについて 

 

１ 標準利用期間について 

○ 障害福祉サービス事業のうち、自立訓練（生活訓練）、自立訓練（機能訓練）、就労移行支援事業

については、サービスの長期化を回避するため、標準利用期間が設定されています。 

自立訓練（機能訓練） １年６ヶ月間 

自立訓練（生活訓練） ２年間（長期入院（概ね１年））又は施設入所していた方については３年） 

就労移行支援 
２年間（あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師の資格取得と目的と

する養成施設を利用する場合は３年間又は５年間） 

 

○ 利用者のサービスの利用については、原則、上記の標準利用期間内となります。 

 

○ ただし、標準利用期間では、十分な成果が得られず、かつ引き続きサービスを提供することによ

る改善効果が具体的に見込まれる場合に限り、標準利用期間を超えて最大１年間の更新（原則１回）

をすることができることになっています。 

 

２ 標準利用期間を超えてサービス提供が必要な場合 

○ 更新の理由が、「日中に通所する場所が必要」「利用者相互のかかわりが必要」といった日中活動

サービス全般に共通するような理由ではなく、当該サービスを継続して受けなければならない固有の

理由が必要となります。 

自立訓練（機能訓練） 
リハビリや各種療法を実施しており、さらに継続する必要があること。地域・

在宅生活に向けて、具体的な調整や支援が必要であること。 

自立訓練（生活訓練） 
地域・在宅生活に向けて、具体的な社会生活上のスキルを学ぶ必要があるこ

と、もしくは現在訓練中でさらに継続が認められること。 

就労移行支援 

更新時点で、一般就労への具体的な見通しがあること。 

（採用が内定している、現在、職場実習中である、 

今後具体的な職場実習の予定があるなど） 

○ なお、既に一般就労している方で短時間就労等の理由により、上記のサービスを利用している場

合は、標準利用期間を超える更新はできません。 

 

３ 更新期間 

○ 更新の必要性が審査会にて認められた場合、更新期間は 1 年間となります。なお、更新は原則 1

回限りです。 

 

４ 記載上の注意点 

（再更新を行う必要性の有無） 

・ そのサービスを引き続き継続することの必要性について該当するものに○を付けてください。通

所先が必要等といった日中活動サービス全般に係る必要性は認められません。 

 

別紙１４ 
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（現在までの課題・目標、支援内容、達成度等について） 

・ 契約してから現在までの支援においての設定した課題・目標。それに対する支援内容及び達成度・

残った課題など、経過についての概要を具体的に記載してください。 

・ 就労移行支援事業所においては、上記に加え、職場実習の実習先、実施期間、職業安定所（ハロ

ーワーク）での求職登録等について具体的に記録してください。 

 

（標準利用期間を終えて残った課題） 

・ 前記の支援経過を踏まえて残った課題を具体的に記載してください。 

 

（課題改善のための支援スケジュール・見通し・具体的方策） 

・ 更新後の具体的な支援スケジュール、見通し・その具体的方策について記載してください。就労

移行支援は、具体的な就労までにいたるスケジュールを、自立訓練は訓練終了後の生活を見据えたス

ケジュールを記載してください。 

 

（添付書類） 

（１）更新後の個別支援計画（案） 

・ 更新した場合の個別支援計画（案）を添付してください。様式は事業所の作成している任意の様

式で結構です。 

（２）医師の意見書（自立訓練（機能訓練）のみ） 

・ 更新後も、リハビリや機能訓練の継続の必要性がある場合は、医師の意見書を添付してください。 

 

（受給者確認欄） 

・アセスメントシートは事業所に作成していただくものですが、支給期間の更新決定は受給者に対し

て行うものですので、記載内容について受給者の方に説明をいただき、また、受給者の方もサービス

継続を希望する旨の署名（記名押印）をもらってください 
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アセスメントシート（標準利用期間を超える支給決定） 
記入日      年  月  日 

事業所番号            

事業者の名称 

及び 

代表者の氏名 

 

記入者の職・氏名 

及び連絡先 
TEL 

 

下記のとおり、標準利用期間を超える支給決定について、本事業所の意見を提出します。 

 

受給者証番号            

利用者氏名  生年月日   年  月  日(  歳) 

利用サービス

の種類 
□ 自立訓練（機能訓練）   □ 自立訓練（生活訓練）  □ 就労移行支援        

事業所との 

契約日 
   年   月   日  契約支給量 日／月 

 

1 標準利用期間を超えて再更新を行う必要性の有無 

再更新につい

ての事業者の

意見 

① 
継続してサービスを利用することで改善が見込まれるため、サービスの利用の 

継続が適当（就労移行支援＝就職が見込まれるため） 

② 

十分な訓練効果が見込まれないため、サービスの利用の継続は不適当 

⇒利用が適当と思われるサービス

（                      ） 

③ 訓練による十分な効果が得られたため、サービスの利用の継続は不要 

④ その他（                                ） 

 
2 1の意見（②～④）の理由 ※①のサービス利用継続妥当の場合は、以下「3」～へ記入 

 

 

 

 

以上 
 
（１で①サービス利用継続妥当の場合は、以下「3」～を記入） 

3 支給決定の更新期間において設定した課題・目標・支援内容（1年目） 

○1年目の課題・目標                 

 

○１年目の支援内容 

 

 

○1年目の達成度・残った課題 

 

 

別紙１５ 
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4 2年目の課題・目標・支援内容・達成度 

○2年目の課題・目標                 

 

○２年目の支援内容 

 

 

○2年目の達成度 

 

 

 

5 標準利用期間を終えて残った課題 

 

 

 

 

 

 

6 標準利用期間を超えて当該サービスを利用することで 5の課題を改善する事は可能か。 

※「課題が解消されていないため」という理由だけではなく、更新することで何の改善が見込め

るかを具体的に記入。また、これまでの訓練で改善しなかったにも関わらず、延長更新すれば改

善が見込まれるとした理由を記入。 

（改善できると見込む生活能力・就労能力及び改善できるとしたその理由等） 

 

 

 

 

 

 

7 5の課題を改善するための支援スケジュール・見通し・具体的方策（6で可能と考える具体策） 

 

 

 

 

 

 

 

受給者 

確認欄 

上記の内容を確認しました。引き続き（ 就労移行支援・自立訓練（機能訓練） 

・自立訓練（生活訓練））のサービスの受給を希望します。 

  年  月  日 

                 

受給者氏名             印 

 

 

※欄が不足するときは適宜追紙のこと 

※添付書類    アセスメント票、個別支援計画（写）（それぞれ直近に作成したもの） 

（就労移行支援事業のみ別紙１も提出して下さい。） 

 

 

 

 

 



 

111 

 

 

 

就労移行支援及び就労継続支援に係る在宅就労支援の取扱いについて 
 

１ 基本的な考え方 

  在宅就労支援は、個々のライフスタイルやニーズに柔軟に応じた就労形態であり、利用者の障害特

性等を踏まえ、利用者からの希望があり、同意を得たうえで、その支援効果が認められる場合に行わ

れるものです。そのため、事業所においては利用者の希望がない状態で一方的に在宅就労支援を行い、

利用者への説明や同意が不十分なまま報酬請求を行うといったことがないよう留意してください。ま

た、報酬請求後も、不適切な報酬算定が認められた場合は、返還請求や行政指導の対象となりますの

で、十分に留意してください。 
 
２ 対象者 

  在宅就労支援を希望する者であって、事業所によるアセスメントの結果、在宅就労支援による具体

的な支援効果が認められると本市が判断した者。 
 

３ 事業所における必要な対応 

  在宅就労支援を行う場合は、下記のとおり対応し、所定の様式にて記録を残すとともに、本市へ報

告してください。 

⑴  利用者からの申出とアセスメント等の実施 

利用者から在宅就労支援を希望する申出があった場合に、その希望理由を確認し、通常のアセスメ

ントに加えて、在宅就労支援を行うにあたり必要と考えられる利用者自身の自己管理能力等を確認す

るという観点から「在宅就労アセスメントシート（様式１）」により在宅就労支援を行う妥当性を判

断するためのアセスメントを行ってください。 

⑵  利用者の同意 

在宅就労支援について、具体的な支援内容及び支援効果を利用者に説明し、その支援を受けること

に利用者から同意を得てください。 

⑶  書類の整備と提出 

①  「就労移行支援、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）における在宅就労支援のための届出書（様式２）」

及び在宅就労支援による具体的な訓練目標と取組内容が明記された個別支援計画の作成をして

ください。 

②  在宅就労支援に関する書類一式（「在宅就労アセスメントシート（様式１）」、「就労移行支援、

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）における在宅就労支援のための届出書（様式２）」を申請時に障害

福祉課に提出してください。なお、必要書類を提出したことで必ずしも在宅就労支援が認められ

るわけではありません。在宅就労支援による具体的な支援効果が認められると本市が判断した場

合は、障害福祉サービス受給者証の（四）予備欄へ「支給決定期間に限り在宅就労可」を記載し

ます。 

⑷  支援の提供と記録 

①  在宅就労支援の実施日ごとに「在宅就労における支援記録（様式３）」を作成してください。

（（様式３）と同様の内容を含む形であれば、各事業所の様式で支援記録を作成することも可能

です。） 

②  実績記録票については、通常の通所による支援と同様、在宅就労における支援時間等を記入し、

支援時間等に誤りがないかを必ず対面時に双方で確認してください。また、備考欄には「在宅就

別紙１６ 
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労」と記載してください。 

⑸  利用者との支援内容等の確認 

月に１回以上、事業所職員の訪問又は利用者の通所にて、「在宅就労における達成度評価シート（様

式４）」により、利用者と１ヶ月の訓練目標の達成度の評価と振り返りを行い、その内容について確

認してください。（（様式４）と同様の内容を含む形であれば、各事業所の様式で評価シートを作成す

ることも可能です。）  

⑹  実施報告 

支援を行った月の翌月 15 日までに「対象者及び在宅就労支援実施一覧表（様式５）」において、

月ごとに対象者を一覧にまとめ、障害福祉課に提出してください。 
 

４ 在宅就労支援における報酬算定の要件 

 上記２の対象者要件を満たす者であって、下記の⑴～⑺の要件をすべて満たし、かつ、上記３の本市

が求める書類を提出して在宅就労支援が認められた場合に算定できます。 

⑴  在宅就労支援を提供する場合には、運営規程において、在宅で実施する訓練内容及び支援内容

等を明記していること。 

⑵  在宅において作業を行うことができる環境が整えられたうえで、通常の通所による作業と同等

程度であり、在宅での作業が適正と認められる作業活動、訓練等のメニューと、効果的な支援方

法が確保されていること。 

⑶  １日に２回以上、連絡、助言又は進捗状況の確認等の必要な支援を行うこと。そのうち、作業

開始時における開始時間と作業内容の確認、作業終了時における終了時間と成果内容の確認は必

ず行うこと。 

⑷  １週間に１回以上、事業所職員による訪問、利用者の通所又は電話・パソコン等のＩＣＴ機器

の活用により評価等を行い、その結果を記録として残すこと。 

⑸  原則として、月の利用日数のうち１日以上、事業所職員による訪問又は利用者の通所により事

業所内又は利用者の居宅において支援目標に対する達成度の評価を行うこと。 

⑹  事業所において、通常の通所による利用者への支援を行う人員体制に加え、在宅就労を行う利

用者が作業を行うにあたり、随時連絡が取れる体制を整備し、かつ、緊急対応が必要となった場

合も、訪問等による対応が可能な人員体制を確保していること。 

⑺  上記以外については、国の留意事項通知における「在宅において利用する場合の支援について」

の内容を確認し、その取扱いを遵守すること。 

 

５ 留意事項 

⑴  本取扱いの対象者は、本市で支給決定を受けている利用者に限ります。また、本市への提出書

類についても、本市の利用者についてのみ記載してください。 

⑵  作成した記録等の保存期間は、サービスを提供した日から５年間としてください。また、在宅

就労の支援記録や達成度の評価の振り返りを行った記録等については、本市から提出を求める場

合がありますので、速やかに提出できるよう整備しておいてください。 

⑶  在宅就労支援につきましては、報酬算定上、通常の通所による支援の考え方と同じであるため、

在宅就労支援中の時間帯に別の障害福祉サービスを同時に受けることはできません。 

⑷  在宅就労と通所を組み合わせて利用することも可能ですが、その日の利用者の体調や事業所の

都合等により自由に変更するものではありません。事前に個別支援計画に位置づけ、計画的に利
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用してください。利用当日に利用者及び事業所の都合等により通所利用から在宅就労支援に変更

することは認められません。 

⑸  利用者が計画相談支援事業所又は居宅介護支援事業所を利用して、サービス等利用計画又はケ

アプランを作成している場合には、計画相談事業所又は居宅介護事業所と連携の上、支援内容を

情報共有してください。 

⑹  将来的に一般就労への移行を見据えた支援を行う場合は、通所することも訓練の一環であるこ

とを踏まえ、アセスメント等において在宅就労支援の適否を慎重に検討し判断してください。 
 

６ 様式 

 （様式１）在宅就労アセスメントシート 

 （様式２）就労移行支援，就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）における在宅就労支援のための届出書 

 （様式３）在宅就労における支援記録 

 （様式４）在宅就労における達成度評価シート 

 （様式５）対象者及び在宅就労支援実施一覧表 
 

７ 適用日 

 令和７年４月１日から適用します。 

 

８ 本通知前に在宅就労支援を提供中の利用者がいる場合の留意事項 

 既に、在宅就労支援を本市に認められている利用者につきましては、適用日令和７年４月１日以降に

おいて、「３事業所における必要な対応」⑷及び⑸を整備してください。また、令和７年５月１５日ま

でに（様式５）対象者及び在宅就労支援実施一覧表を提出してください。なお、障害福祉サービス受給

者証に「支給決定期間に限り在宅就労可」の記載については、次回の障害福祉サービス受給者証更新時

に行います。 
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年 月 日

（生活面）

・起床や食事等、自ら生活リズムを作ることができる

・時間の管理ができ、予定を立てることができる

・自分の障害や症状の理解ができる

・体調不良時に自ら対処することができる

・服薬管理ができる

・場にあった服装やきちんとした身なりができる

・洗顔や歯磨き等の清潔保持ができる

・感情のコントロールができる

・自ら意思表示ができる

・相手や場に応じたあいさつ・返事・言葉遣いができる

＜「できない」又は「支援があればできる」とした項目における具体的対処方針＞

（作業面）

・自分の就労能力の理解ができている

・作業意欲が強く、積極的に取り組むことができる

・集中力が途切れず、最後までやり遂げることができる

・作業と休憩の区別ができる

・電話等の手段による指示内容を理解できる

・指示に従い、指示通りに対応することができる

・休み等の連絡や必要に応じた報告・相談ができる

＜「できない」又は「支援があればできる」とした項目における具体的対処方針＞

支援があればできる

支援があればできるできないできる

できる できない 支援があればできる

できる できない 支援があればできる

できる できない 支援があればできる

できる できない 支援があればできる

できる できない 支援があればできる

できない 支援があればできる

在宅就労支援の妥当性

できる できない 支援があればできる

（様式１）

利用者名 受給者証番号

在宅就労アセスメントシート

できる できない 支援があればできる

できる できない 支援があればできる

できる できない 支援があればできる

できる

　　

　

できる できない 支援があればできる

できる できない 支援があればできる

できる できない 支援があればできる

できる できない

できる できない 支援があればできる

できる できない 支援があればできる
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（環境面）

・作業環境の変化に対応することができる

・自宅において、決められた作業場所がある

・通信手段、ネットワーク環境等が整備されている

・同居家族がいる場合、家族の理解・支援がある

・月1回、対面による達成度評価を行うことができる

＜「できない」、「ない」又は「支援があればできる」とした項目における具体的対処方針＞

できる できない

ある ない

ある ない 同居家族がいない

できる できない 支援があればできる

ある ない

記録者
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年 月 日

次のとおり届出します。

（様式2）

就労移行支援，就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）における在宅就労支援のための届出書

（宛先）徳島市長

申

請

者

フリガナ

生年月日
昭和

平成　　　　　　年　　　　月　　　　日氏　名

居 住 地
電話番号

(2)期待される具体的な支援効果

下記の理由により，【就労移行支援・就労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ型】における在宅就労支援を希望します。

事業所名

名　称

所　在　地

連　絡　先

サービス種別 就労移行支援 就労継続支援Ａ型 就労継続支援Ｂ型

本人記入欄

（在宅就労支援を希望する理由）

事業所記入欄

(1)想定される具体的な支援内容

市町村記入欄

妥当性の判断

提出された在宅就労支援アセスメントシートおよび届出書に基づき，在宅就労支援の妥当性を判断した結果，

利用希望者の在宅就労支援を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とする。適 不適
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（ア）在宅利用者が行う作業活動、訓練等のメニューが確保されていること。

（イ）１日２回の連絡、助言または進捗状況の確認、日報作成を行うこと。作業活動、訓練等の内容等に

　　 　　応じ、１日２回を超えた対応を行うこと。

（ウ）緊急時の対応ができること。

（エ）疑義照会等に対し、随時、訪問や連絡等による必要な支援が提供できる体制を確保すること。

（オ）事業所職員による訪問、利用者の通所または電話・パソコン等のICT機器の活用により、

　　　　評価等を１週間につき１回は行うこと。

（カ）原則として月の利用日数のうち１日は事務所職員による訪問または利用者による通所により、

　　　　事業所内において訓練目標に対する達成度の評価等を行うこと。

　　　　※オが通所により行われた場合には、あわせてカの評価を行うことも差し支えない。

（キ）相談支援専門員と連携し、在宅サービスを行うことがサービス等利用計画および個別支援計画へ

　　　　 明記してあること。

　 　　　※在宅と通所による支援を組み合わせることも可能。

在宅ワーク提供要件チェックリスト（全て満たす必要があります）

備考
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年 月 日

訪問 電話 ）

年 月 日 通所 訪問 その他(　　　　　)

年 月 日 ～ 月 日

月 日

記録者

利用者の

心身の状況

（助言内容）

評価内容

（１週間ごと）

作業分

※作業・訓練内容の評価については、1週間以内に実施すること。

※評価内容は、サービス管理責任者が必ずその内容を確認すること。

評価実施日

評価対象日

対応職員

その他（

確認者（サービス管理責任者）

前回評価日

作業・訓練内容

支援内容

(1日2回以上)

（様式3）

在宅就労における支援記録

利用者名 受給者証番号

実施年月日 実施時間 ～
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年

年 月 日

月 日

利用者署名上記内容について確認し、評価実施者と共有いたしました。

今後における

課題の改善方針

健康・体調面

での留意事項

その他

特記事項

在宅就労

継続の妥当性

評価実施者
前回の

達成度評価日

取組内容

訓練目標に

対する達成度

課題

実施年月日 通所 訪問

訓練目標

（様式4） 月 分

在宅就労における達成度評価シート

利用者名 受給者証番号

 

 



 

120 

 

 

 

 

 

年
月

実
施

分

下
記

の
利

用
者

に
対

し
，

個
別

支
援

計
画

に
沿

っ
て

下
記

の
と
お

り
在

宅
就

労
支

援
を

実
施

し
，

月
１

回
の

達
成

度
評

価
（

様
式

4
）

に
お

い
て

，
そ

の
評

価
の

内
容

（
達

成
度

や
課

題
，

課
題

へ
の

対
応

等
）

を
当

該
利

用
者

と
共

有
し

ま
し

た
の

で
，

報
告

し
ま

す
。

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

備
考

（
様

式
5
）

対
象
者
及
び
在
宅
就
労
支
援
実
施
一
覧
表

事
業

所
名

サ
ー

ビ
ス

種
別

担
当

者

達
成

度
評

価

実
施

日
（

月
1
回

）

連
絡

先

項
番

氏
名

受
給

者
証

番
号

算
定

日
（

在
宅

就
労

を
行

っ
た

日
：

○
，

訪
問

日
：

訪
問

，
通

所
日

：
通

所
）

在
宅

就
労

実
施

日
数

評
価

実
施

日
（

週
1
回

）



 

121 

 

 

 

 

継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助（変更）提案書 

 

徳島市長  様 

 

次のとおり提案します 

                                           提出年月日     年  月  日 

 

事業所名  
 

相談支援専門員氏名 
 

事業所住所 

〒 

 

電話番号 

提
案
に
係
る
申
請
者 

申請者氏名 

（児童氏名） 

              

受給者証番号  

居 住 地 

〒                 

 

電話番号 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
期
間 

現在の期間  

提案する期間  

上記のモニタリング期間を提案する理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

徳島市処理欄 

課長 課長補佐 係長 係 

    

（様式第１７－２号） 

別紙１７ 
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セルフプランの提出について 

 

 

徳島市長 殿 

 

 

   私は、障害福祉サービス又は児童通所支援を利用するにあたり、サービスの支給決定において 

 

勘案される「サービス等利用計画（案）」又は「児童支援利用計画（案）」について、相談支援 

 

事業所に依頼するのではなく、自分の意思において、いわゆる「セルフプラン」による提出を 

 

希望します。 

 

※セルフプラン提出に関しては、自らサービス調整を図ることや、相談支援事業者からモニタリ 

ングが実施されないなど、制度の内容を理解し、あるいは十分な説明等を受けています。 

 

 

 

  年  月  日 

 

 

自署記名              印 

 

代筆者               印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１８ 



 

123 

 

 

 

徳島市障害福祉サービス及び障害児通所支援に係るやむを得ない事由による措置要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号。以下「身障法」という。）第１８

条第１項若しくは第２項、知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号。以下「知障法」という。）

第１５条の４第１項又は第１６条第１項第２号又は児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「児

福法」という。）第２１条の６の規定に基づき、やむを得ない事由による措置（以下「措置」という。）

を行うために必要な事項を定めるものとする。 

（対象者等） 

第２条 前条に規定する措置の対象者（以下「対象者」という。）は、次の各号のいずれかに該当する者

とする。 

（１）やむを得ない事由により障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第５条第１項に規定する障害福祉サ

ービス又は児福法第６条の２の２第１項に規定する障害児通所支援を利用することが著しく困難

であると認める者。 

（２）「里親に委託されている児童が保育所へ入所する場合等の取扱いについて（平成１１年８月３

０日付け児家第 50 号通知）」により、障害福祉サービス又は障害児通所支援を利用することが必要

であると認められた障害児。 

２ 前項第１号のやむを得ない事由とは、次の各号に該当する場合とする。 

（１） 障害者総合支援法の規定により当該措置に相当する障害福祉サービスに係る給付を受けるこ

とができる障害者又は障害児の保護者が、事業者と契約をして障害福祉サービスを利用し、又はそ

の前提となる支給申請を期待しがたいことにより障害福祉サービスを利用することが著しく困難

であると認められる場合 

（２）児福法の規定により当該措置に相当する障害児通所支援に係る給付を受けることができる障害

児の保護者が、事業者と契約をして障害児通所支援を利用し、又はその前提となる支給申請を期待

しがたいことにより障害児通所支援を利用することが著しく困難であると認められる場合 

（３） 家族等の介護者から虐待を受け、当該介護者による虐待から保護される必要があると認めら

れる場合 

（４） その他、福祉事務所長がやむを得ない事由と認める場合 

（措置の決定等） 

第３条 福祉事務所長は、対象者であると見込まれるものを発見し、又は関係機関等から通報を受けた

ときは、当該者の状況を調査しなければならない。 

２ 福祉事務所長は、前項に規定する状況調査、次に掲げる事項を総合的に考慮して措置の決定を行う。

ただし、身障法第１８条第１項及び第２項、知障法第１５条の４第１項及び第１６条第１項第２号の

規定に基づく場合であって、医学的及び心理学的判定を必要とする場合には、徳島市身体障害者福祉

法施行細則第５条第１項及び徳島市知的障害者福祉法施行細則第３条第１項の規定に基づき、あらか

じめ、徳島県障害者支援センターの判定を求めなければならない。 

（１） 対象者の意思と尊厳 

（２） 対象者及び家族等の身体及び精神の状況並びに置かれている環境 

別紙１９ 
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（３） その他対象者及び家族等の福祉を図るために必要な事情 

３ 福祉事務所長は、前項の措置の決定を行ったときは、措置決定通知書（第１号様式）により当該者

に対し通知するものとする。 

４ 福祉事務所長は、措置を決定した後、必要な調査及び指導その他必要な援助を行うものとする。 

（事業の委託） 

第４条 福祉事務所長は、障害者総合支援法に規定する指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援

施設若しくはのぞみの園又は指定医療機関の設置者又は児福法に規定する指定障害児通所支援事業

者（以下「事業者等」という。）にサービスを提供することを委託するものとする。 

２ 福祉事務所長は、前項の規定による委託を行う場合は、措置委託通知書（第２号様式）により、当

該委託する事業者等に対し通知するものとする。 

（費用の支弁） 

第５条 措置に要する費用は、市が負担するものとし、その額については次の各号に掲げるとおりとす

る。 

（１）「やむを得ない事由による措置を行った場合の単価等の取扱いについて（平成１８年１１月１

７日付け障障発第 1117002 号通知）」 

（２）「やむを得ない事由による措置（障害児通所支援）を行った場合の単価等の取扱いについて（平

成２４年６月２５日付け障障発 0625 第 1 号通知）」 

（３）「里親に委託されている児童が保育所へ入所する場合等の取扱いについて（平成１１年８月３

０日付け児家第 50 号通知）」 

（費用の請求） 

第６条 事業者は、措置に要する費用について、請求書（第３号様式）により市長に請求するものとす

る。 

（費用の徴収） 

第７条 福祉事務所長は、前条の規定により費用を支弁した場合は、第５条の各号に基づき、当該措置

を受けた者又はその扶養義務者から、利用者負担金を徴収するものとする。 

（利用者負担金の減免） 

第８条 福祉事務所長は、災害、疾病その他の理由により費用を負担することが困難であると認められ

る者に対して、前条に規定する利用者負担金の全部又は一部を免除することができる。 

２ 前項の規定により利用者負担金の減免を受けようとする者は、福祉事務所長に障害福祉サービス等

措置に係る利用者負担金減免申請書（第４号様式）を提出しなければならない。 

（措置の変更及び解除） 

第９条 福祉事務所長は、措置を変更、解除したときは、当該措置を受けた者に対しては措置解除（変

更）通知者（第５号様式）により、当該事業者に対しては措置委託解除（変更）通知書（第６号様式）

により、それぞれ通知するものとする。 

（成年後見制度の活用） 

第１０条 福祉事務所長及び事業者等は、措置を受けた者が障害者総合支援法に基づく障害福祉サービ

スの利用に関する契約を行うことができるようにするため特に必要があると認めるときは、知障法第

２８条に規定する審判の請求等を行い、当該措置に係る者が民法（明治２９年法律第８９号）に基づ

く成年後見制度等を活用できるよう援助するものとする。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 
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附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年３月１日から施行する。 
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子ども健康課に意見書を依頼される場合は、同意書および基礎資料（両面）をご記入の上、提出してください。 

同 意 書 
 

子ども健康課長 様 

 

児童氏名：                

 生年月日 平成・令和   年   月   日 

 

                             １ 就学意見書 

 

                             ２ 障害児通所支援及び障害福祉 

子ども健康課の判定に基づいて作成された           サービス等意見書        を 

                             ３ 心理判定所見 

 

                             ４ その他（          ） 

 

理 由 

  １ 市町村就学指導委員会協議 

 

 ２ 障害児通所支援及び障害福祉サービス等申請 

 

  ３ 加配適用（保育所・幼稚園・学童保育）申請  のため 

 

  ４ 情報提供 

 

  ５ その他（          ） 

 

提出先 

  １ 市町村 

 

  ２ 医療機関           へ提出することに同意します。 

 

  ３ その他（          ） 

 

令和   年   月   日        

 

住   所：                

 

保護者氏名：                

※記名押印に代えて署名することができます 
 

 

 

 
 

別紙２０－１ 
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別紙２０－２ 
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別紙２０－３ 
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児童通所支援・障害福祉サービス（意見書）における基礎資料 

＊該当の箇所にチェック☑又はご記入ください 

１ 児 
ふ り

氏名
が な

 

 生年月日 H ・ R     .   .   

☐男 ☐女 年齢 歳 電話  

２ 現住所  

３ 保育所名等 
☐保育所 ☐幼稚園 ☐こども園  （ H ・ R   年    月～） 

（                    ）                                        

４ 
児童通所支援を

申請した経緯 

☐保健師・相談員から  ☐主治医から      ☐保育士等から    ☐知人から 

☐インターネット等で知って ☐その他 （                          ） 

５ 病院受診歴 

受診歴  ☐有   ☐無 

病院名  

疑われる障害・ 

診断名等 
 

知能/発達検査  

結果等 

IQ ・ DQ ＝ 

検査名： 実施日： 

身体疾患や 

合併症等 
 

聴力検査の実施 
☐無 結果 ： 異常無し ・ 難聴の疑い ・ 難聴と診断 

☐有   補聴器 ： 使用 / 不要 

視力検査の実施 
☐無 結果 : 異常無し・有り（内容：          ） 

☐有  眼鏡 ： 使用 / 不要 

６ 
健診等での 

指摘事項 

１歳６ヶ月児健診 
☐有  ☐無  ☐未受診 

指摘事項（                    ） 

3歳児健診 
☐有  ☐無   ☐未受診 

指摘事項 (                   ） 

７ 

福祉施設等 

利用状況 

（利用予定含む） 

☐言語訓練 ☐児童発達支援  ☐その他（                ） 

施設・事業所名  

  

 

 

別紙２１ 
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８ 
出生時

の様子 

妊娠期間 （       週）    体重（         g） 

生まれた病院  

特記事項（異常や処置があれば） 

 

９ 

運
動
面
の
発
達
状
況 

現在の移動能力 

☐普通に歩ける 

☐不安定ながら何とか歩ける 

☐一人で移動困難    伝い歩き  はいはい 

座位可能   座位も不可 

移
動
運
動 

☐一人で階段

を一段毎に足

をそろえて昇

る 

☐足を交互

に出して階

段を昇る 

☐その場で両

足をそろえ

てジャンプ

をする 

☐片足立ちで

バランスを

保つ 

☐ケンケンを

する 

☐ブランコで

立ち乗りを

してこぐ 

 

手
の
運
動 

☐なぐり書

きをする 

☐鉛筆でぐる

ぐるまるを

描く 

☐マネをし

て〇を描

く 

☐服のボタン

を自分ではめ

る 

☐ハサミを使

って紙を直線

にそって切る 

☐投げられたボール

をキャッチする 

心配な事（不器用・よく転ぶなど） 

 

10 

言
語
面
の
発
達
状
況 

表現 

☐発語なし（喃語：有・無） 

☐単語（語い数：     ） 

☐２語文程度 

☐３語文以上 

    ☐助詞を含めた文章で喋る 

    ☐相手に分かるように説明する 

理解 

☐ジェスチャーや実物をみて理解できる 

☐簡単なことばが分かる 

☐質問や指示の意味を正しく理解できる 

心配な事（発音不明瞭・オウム返し・吃音など） 

 

対
人
関
係 

対
人
関
心 

☐身振りの

マネをする 

☐褒められると

同じ動作を繰

り返す 

☐興味をもった

ものを指さし

などで他者に

伝えようとす

る 

☐他者と関わる

時、適度に視線

を合わせたり、

相手に応じた表

情をする 

☐他者の表情や

その場の状況か

ら、相手の気持

ちを理解できる 

☐他者の気持ち

に配慮して関わ

る 

や
り
と
り 

☐一人で遊ぶ ☐友達と別の

遊 び を す る

が、同じ場所

で過ごす 

☐友達と玩具の

貸し借りが出

来る 

 

☐友達と会話や

玩具でやりとり

をして関わり合

いながら遊ぶ 

☐簡単なルール

を理解して、 

やりとりしなが

ら遊ぶ 

 

１１ 
身辺処

理能力 

①食事   ☐全介助    ☐部分介助    ☐ほぼ自立    ☐自立 

②着脱衣   ☐全介助    ☐部分介助    ☐ほぼ自立    ☐自立 

③排泄   ☐全介助    ☐部分介助    ☐ほぼ自立    ☐自立 

補足事項 

 

(＊出来ること全てに☑) 

歩き始め    ヶ月 

(＊出来ること全てに☑) 

初語(マンマ・パパ等）  ヶ月 
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12.保育所等を利用している方はお答えください。 

 ・以下の質問について、児の現在の様子に最も当てはまる番号をそれぞれ選び、ご記入ください 

（  ）集団での遊びや活動のルールを理解し、それに沿って取り組む 

（  ）集団生活上のスケジュール、予定されている活動、日課などをこなす 

（  ）与えられた役割（日直、リーダー、お手伝い）を行う 

（  ）集団での遊びや活動に参加し、楽しむ 

（  ）運動会や発表会などの練習や本番を上手くこなす 

 

 

 

 

 

・その他、保育所等での配慮点や問題点などがあればご記入下さい 

 

 

 

 

 

13.現在の児の様子について、「よく見られる」ものに〇、「時々見られる」ものに△をご記入ください 

 

（  ） 不安や緊張が強い 

（  ） 寝つきが悪かったり、睡眠が不規則である 

（  ） 感覚が非常に過敏（大きい音におびえる等）・あるいは鈍感（無反応） 

（  ） 食事の好き嫌いが激しい 

（  ） 食べ物でないものを食べたり口に入れたりする 

（  ） 気分のむらが大きく、よくかんしゃくを起こす 

（  ） 自分の体を噛んだり、頭を床に打ち付けたりする 

（  ） 友達に手が出る 

（  ） こだわりがつよい 

（  ） 気持ちの切り替えが苦手 

（  ） 普段の手順が変わると混乱する 

（  ） 興味や関心の幅が限定されている 

（  ） 慣れている相手であっても、視線が合いにくい 

（  ） 落ち着きなく、常に動き回っている 

（  ） いったん思い付くと待っていられず、順番や約束事が守れない 

（  ） 興味が移りやすく、他者のしていることに気を取られやすい 

（  ） 集中力がなく、気が散りやすく、遊びがすぐに変わっていく 

（  ） 活発で動きは乱雑。物の扱いが乱暴で玩具などをすぐに壊してしまう 

 

14.その他、ご家庭で気になっている行動等があれば、具体的にご記入ください。 

    

    

    

①指示・説明を聞いて出来る（個別の配慮は必要なし） 

②周りの様子を見て出来る 

③個別の配慮が必要 
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児童通所支援及び障害福祉サービス等意見書を作成するために、この資料を子ども健康課へ

提出することに同意します。 

 

 

令和   年   月   日 

                  

 保護者氏名                        

（署名又は記名押印） 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害福祉課記入欄 

新規・更新の区別 ☐新規     ☐更新 

記入日 令和    年    月    日 

記入者 所属  氏名  

 

１５ 

利用施設・

事業所に 

期待する事 

☐ことばの遅れを改善させたい 

☐集団生活に適応させたい 

☐能力全般を高めたい 

☐気になる行為を軽減させたい  

 （具体的に                           ） 

☐その他 

 （                               ） 

１６ 

同

居

の 

家

族

状

況 

続柄 氏名 年齢 職業など参考事項 
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事業所番号

事業所名

作成者氏名

受給者番号

受給者氏名 児童氏名

児童在籍校

学校との

情報共有日

児童の状況

支援内容

在籍校名

保護者氏名

※この報告書は、個別支援計画の作成（見直し）毎に提出してください。

※提出先は徳島市障害福祉課障害者支援係（徳島市役所南館1階 ⑫番窓口）です。

個別サポート加算（Ⅲ）算定に係る報告書

作成日　令和　　年　　月　　日

対象児と判

断した理由

令和　　年　　　月　　　日

※個別支援計画の写しと共に提出してください。

令和 　年　　月　　日

令和 　年　　月　　日

個別支援計画作成日

在籍校同意欄

※在籍校担当教員が記入

保護者同意欄

※保護者が記入

                                              印

令和　　　年　　　月　　　日
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上限額管理事業所所在地及び連絡先

上限額管理事業者及びその事業所の名称

印

（提出先）

様

　　　　　年　　　月　　　日

住　所

電話　　　　　（　　　　）

氏　名

利用者負担上限額管理事務依頼（変更）届出書

支給決定障害者等氏名 受給者証番号

フリガナ

生年月日

　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

利用者負担上限額管理を依頼（変更）した事業者

　上記の者から利用者負担上限額管理の依頼の件につきましては、　　　　年　　月　　日から責任を持って
利用者負担の上限額管理事務を行うことを承諾します。

事業所を変更する場合の事由等 変更年月日 　　年　　　月　　　日

※事業所を変更する場合は必ず記入してください。

２　利用者負担の上限額管理を依頼する事業所を変更するときは、変更年月日を記入のうえ、徳島市へ提出してください。

３　この届出書の届出がない場合、利用者負担額を一旦全額負担していただくことがあります。

変更前の事業所への連絡（□済　□　未）

　上記の指定サービス事業所に利用者負担の上限額管理を依頼することを届出します。

　また、利用者負担の上限額管理のために、私にサービスを提供した事業所が上記届出事業所にサー
ビス利用状況等を情報提供することに同意します。

徳島市長

市町村
確認欄

１　この届出書は、利用者負担の上限額管理を依頼する事業所が決まり次第、受給者証を添えて、徳島市へ提出してください。
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（様式1）

上限額管理事業所所在地及び連絡先

上限額管理事業者及びその事業所の名称

事業所番号　　（　　　　　　　　　　　　　　　　） 印

（提出先）

様

　　　　　年　　　月　　　日

住　所

電話　　　　　（　　　　）

氏　名

２　利用者負担の上限額管理を依頼する事業所を変更するときは、変更年月日を記入のうえ、徳島市へ提出してください。

３　この届出書の届出がない場合、利用者負担額を一旦全額負担していただくことがあります。

※事業所を変更する場合は必ず記入してください。

変更前の事業所への連絡（□済　□　未）

　上記の事業所に利用者負担の上限額管理を依頼することを届出します。

　また、利用者負担の上限額管理のために、私に支援を提供した事業所が上記届出事業所に支援利用
状況等を情報提供することに同意します。

徳島市長

児童氏名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

                                      



生年月日

　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

市町村
確認欄

１　この届出書は、利用者負担の上限額管理を依頼する事業所が決まり次第、受給者証を添えて、徳島市へ提出してください。

利用者負担上限額管理を依頼（変更）した事業者

　上記の者から依頼があった利用者負担上限額管理につきましては、　　　　　年　　　月　　　日から責任を
持って利用者負担の上限額管理事務を行うことを承諾します。

事業所を変更する場合の事由等 変更年月日 　　　　年　　　月　　　日

児童通所支援利用者負担上限額管理事務依頼（変更）届出書

支給決定者等氏名 受給者証番号

フリガナ
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フリガナ

上限額管理事業所事業所番号

上限額管理事業所所在地及び連絡先

上限額管理事業者及びその事業所の名称

事業所番号　（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
印

※事業所を変更する場合は必ず記入してください。

（提出先）

徳島市長　　様

令和　　　　年　　　月　　　日

住　所

電話

氏　名

２　利用者負担の上限管理を依頼する事業所を変更するときは、変更年月日を記入のうえ、徳島市へ提出し下さい。

３　この届出書の届出がない場合、利用者負担額を一旦全額負担していただくことがあります。

変更前の事業所への連絡（□済　□　未）

　上記の指定サービス事業所に利用者負担の上限額管理を依頼することを届出します。
　また、利用者負担の上限額管理のために、私にサービスを提供した事業所が上記届出事業所に
サービス利用状況等を情報提供することに同意します。

（　　　　　　）

市町村
確認欄

１　この届出書は、利用者負担の上限額管理を依頼する事業所が決まり次第、受給者証を添えて、徳島市へ提出して下さい。

利用者負担上限額管理を依頼（変更）した事業者

　　　上記の者より、令和　　　年　　　月　　　日にあった利用者負担上限額管理の依頼の件につきましては、
　責任を持って利用者負担の上限額管理事務を行うことを承諾します。

事業所を変更する場合の事由等 変更年月日 令和　　　年　　　月　　 日

対
象
児

受給者証番号① 児童氏名① 受給者証番号②

受給者証番号③ 児童氏名③ 受給者証番号④ 児童氏名④

（  　　　年　　　月　　　日　生） （  　　　年　　　月　　　日　生）

児童氏名②

（  　　　年　　　月　　　日　生） （  　　　年　　　月　　　日　生）

利用者負担上限額管理事務依頼（変更）届出書

支給決定保護者氏名 上限管理事業者名

複数児童用
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理 由 書 

 

令和  年  月  日 

 

児童通所支援に係る本人の状況等については下記のとおりです。  

受 
 

給 
 

者 

受給者証番号 
 

   

   

 

 

   

   

 

   

 

   

 

   

 

   

 

   

 

   

 

受 給 者 住 所 
 

受 給 者 氏 名 
 

児 童 氏 名 
 

 

（内 容）           児童通所支援を原則の日数を超えて利用する 

（理 由） 

通所先の事業所における療育の内容とそれに要する時間（日数）、対象児童及び家族の障

害・疾病の状況、他の制度の利用状況などを踏まえて記載してください。 

 

（※家族の就労支援や日常的に介護している家族の一時的な休息を目的として福祉サービスを利用す

る場合は、日中一時支援事業等他の制度を利用してください。） 
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理由書 

 

年   月   日 

 

放課後等デイサービスの特例措置に係る本人の状況等、および、原則の日数を超えて利用しなければ

ならない理由は下記の通りです。 

申
請
者 

申請者住所  

申請者氏名  

 

放課後等デイサービスの特例措置、および、原則日数を超えての利用が必要である理由を具体的に記

入してください。 

 

利用予定事業所名 

 

申請者の利用希望期間中の日中活動等 

 ※いずれかに○印を付け、必要事項を記入してください。 

 

  １ 学校在学中 学校名（               ） （   ）年生 

 

  ２ その他（具体的に記入） 

      （例）高校卒業に向けて、引き続き訓練を受けるため。 

※特例措置…１８歳到達後も引き続き放課後等デイサービスが利用できる措置。 

※原則日数を超える（月１５日以上）利用に係る理由については、該当者のみ。 
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余 白 
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